
第三者メッセージ

カシオ環境報告書2003の評価

持続可能な社会をイメージする力

環境報告書の制作プロセスを共有

することによって、環境報告書の第三

者評価という枠組みを超えることにな

った。2003年においては「一方的に

結果の評価をするだけでは、持続可

能な社会へ向けての企業活動を活性

化・加速化することにはつながらな

い」「新しい経営資源の発掘にならな

ければ、環境報告書の制作過程を

様々な業績の向上に結びつける営み

にはなりえない」といった考え方から、

持続可能性に対する意欲と技術開発

の実体を把握するために、環境経営

に関する役員懇話会に参加し、誠実

な取り組みとモノづくりに対する情熱

を実感することとなった。その中でも

社会的責任のページに経営理念であ

る「創造 貢献」並びに「カシオ創造憲

章」「カシオ倫理行動規範」を上げ、創

造性と環境貢献・社会貢献の関係を

カシオ企業文化の独自性として明確

化しているところが、2003年のハイラ

イトである。

総合的なアプローチで

堅実な進展を目指す

環境法規制対象有害物質の廃止

においては、全廃を目指して期限を

設定し公表している。リサイクルは事

業部門と推進事務局の連携が体系的

に組織化され、回収システムも社会的

な仕組みとして定着化しつつある。次

世代環境対応商品開発は独自の技

術による軽量燃料電池の商品化へ向

け推進中であり、商品化されれば使

用時における環境負荷の低減に大き

く貢献するであろう。社会への発信

は詳細なパフォーマンスデータを含め

カシオ計算機のホームページで公開

している。

課題に対しての挑戦

今後の課題に対する取り組みに関

しては、報告書の各所に目標達成基

準を明確化して記載されている。さら

にパフォーマンスを上げるには、ステー

クホルダー・ダイアローグを実施し、環

境コミュニケーションをユーザーから

サプライチェーンまで活発に行うこと

である。その創造的コミュニケーショ

ン活動をとおして、カシオの存在意義

が社会に対してより明確になり、持続

可能な社会の発展にさらなる貢献が

もたらされることになるだろう。

「軽・薄・短・小・ローパワー」という

技術をもって、あらゆる生活シーン、ビ

ジネスシーンにおけるエレクトロニクス

機器の提供を経て、ユビキタス社会に

新たな生活のクオリティーをもたらすカ

シオ計算機の取り組みに、総合的創造

活動の時代へ向けての確かなエネル

ギーと独自性を見いだすことができた。
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カシオ「環境報告書2003」を最後までご覧いただき

ありがとうございます。

弊社として環境報告書の発行はこれで5回目となり

ます。

読者対象をカシオユーザーである一般の方々、カシオ

グループの社員とし、読みやすくわかり易い内容とす

ることを心がけております。

今回の環境報告書は、「持続可能な社会を目指し

て」というサブタイトルをつけました。これは、カシオグ

ループの環境活動に対する情報を開示するという従

来の枠組みから一歩進めて、企業の社会性について

GRIの「サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン

2002」を参考にまとめています。

これからの企業は、収益を上げるだけで無く、社会

的責任を果たしていかなければ存続することができ

ません。このような観点に立って、今回、環境NGO

「環境を考えるプランナーの会」代表 飯島ツトム氏と

弊社役員との懇話会を実施し、カシオの経営理念「創

造 貢献」を通じた環境に対する考え方を各々の立場

から語っていただきました。

カシオグループが将来進むべき方向性を少しでも皆

様に示すことができたらと考えています。

「環境報告書2003」を通じカシオの環境経営に対す

る皆様のご意見、ご感想をいただければ幸いです。

品質・環境センター 環境管理室一同

編集後記

「環境を考えるプランナーの会」代表
飯島ツトム
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環境報告書�

このマークは、21世紀の地球環境のた
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1

●この「環境報告書」は、主として2002年度（2002年4月1日から2003年3月31日）における

カシオグループの環境保全への取り組みをまとめています。

●環境負荷データの収集・記載範囲は、国内及び海外を含んでいます。国内については、

営業、サービス及び情報処理系を除き、カシオグループの国内拠点を包含しており、国

内の環境負荷の大部分をカバーしています。また、海外については、主要な拠点を対象

に環境負荷を収集・記載しました。

●カシオ計算機八王子研究所をデバイス事業に、本社、羽村技術センター、東京事業所

をエレクトロニクス機器事業に含めています。

対象期間・対象範囲
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液晶等の電子デバイスの研究、開発�

電卓・携帯情報端末・液晶デバイスの製造�

液晶等の電子デバイスの開発、製造�

電子デバイスの製造、販売�

本社機能�

システム機器の開発、設計、資材調達�

デジタルカメラ・電子時計・通信機器等の開発、設計、資材調達�

電子時計・デジタルカメラ・通信機器等の製造�

ページプリンタの製造�

電卓及びその他電子機器の再生、販売�

カシオ製品の修理、販売、保守業務�

玩具・生活雑貨の製造・販売�

�

カシオ計算機株式会社　八王子研究所�

甲府カシオ株式会社�

高知カシオ株式会社�

カシオマイクロ二クス株式会社�

カシオ計算機株式会社　本社�

カシオ計算機株式会社　東京事業所�

カシオ計算機株式会社　羽村技術センター�

山形カシオ株式会社�

カシオ電子工業株式会社�

カシオサポートシステム株式会社�

カシオテクノ株式会社�

株式会社シー・シー・ピー�

�韓国カシオ�
Casio Korea Co., Ltd.

電子時計の製造�

電子時計部品の製造�

電子時計の製造・販売�

電子楽器の製造・販売�

電卓の製造・販売�

電子時計の製造�

�
※1 ： 環境行動目標のうち、省エネルギー、廃棄物削減の実施については、海外を含めていません。 �
※2 ： 2002年度よりカシオリフレ株式会社から社名変更。�
�

台湾カシオ�
Casio Taiwan Ltd.

香港カシオ　番禺工場�
Jiu Shui Keng Casio Electronics Factory

カシオタイ�
Casio（Thailand）Co.,Ltd.

カシオ電子（中山）有限公司�
Casio Electronics（Zhongshan）Co.,Ltd�
�

�
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※1
カシオ電子（珠海）有限公司�
Casio Electronics（Zhuhai）Co.,Ltd.

●この「環境報告書2003」は、環境省「環境報告書ガイドライン（2000年度版）」に準拠し、

GRI（Global Reporting Initiative：全世界で通用する環境、経済、社会の側面からの

持続可能性報告書ガイドライン策定のため1997年に設立された任意団体）「サステナ

ビリティ・リポーティング・ガイドライン2002」を参考にして作成しています。

●本年度の特色として、

・持続可能な社会を目指した経営トップによる懇話会を通じたメッセージ P5～8参照

・カシオの環境会計における経営指標の導入 P15～16参照

・時計（ウオッチ）を対象にしたLCA（ライフサイクルアセスメント）による環境負荷の比較

P20参照

・海外物流における取り組み P22参照

・経営理念を実現するために（カシオ創造憲章・倫理行動規範）P25参照

・海外主要拠点におけるサイト別データ P31参照

を新たに記載しています。

●昨年度のアンケート結果を反映し、図表・写真等を多用して、記事としての読みやすさ

を考慮しました｡

●カシオグループの事業活動と環境側面を明らかにし、その環境負荷を低減するための

グループ全体の環境理念、環境方針、体制、環境行動計画などの環境マネジメントを

示し、個々の取り組み実績について報告しています。

●この報告書を補完する詳しいパフォーマンスデータ等の情報は、カシオ計算機（株）

ホームページ http://www.casio.co.jp/env/ に掲載しています。

●裏表紙に、読者の皆様との相互コミュニケーションをはかる目的として、お問い合わせ

先やホームページでの情報公開などについての情報をまとめました。



会社概要（2003年3月31日現在）

売　　上　　高�

国　　内�

海　　外�

�

1997年度� 1998年度� 1999年度� 2000年度� 2001年度�

営 業 利 益 �

総 資 本 �

株 主 資 本 �

設 備 投 資 額 �

従業員数（人）�

502,012�

268,202�

233,810�

37,757�

537,013�

182,657�

53,824�

18,668

451,141�

245,180�

205,961�

12,551�

506,566�

170,721�

31,212�

17,269

410,338�

231,181�

179,157�

19,477�

507,105�

169,634�

35,546�

19,325

443,930�

269,536�

174,394�

17,905�

445,883�

162,375�

30,278�

18,119

382,154�

222,684�

159,470�

▲10,418�

449,224�

134,317�

15,737�

14,670

2002年度�

440,567�

268,601�

171,966�

17,914�

459,113�

131,957�

11,168�

11,481

（単位：百万円）�

440,567�
（百万円）�

コンシューマ部門�
32.3%

時計部門�
15.6%

MNS部門�
19.9%

デバイス部門�
13.7%

情報機器部門�
11.7%

その他の部門�
6.8%

国内・海外拠点

■ 山形カシオ株式会社 

■ 甲府カシオ株式会社 

■ Casio Canada Ltd.�
�

■ Casio Inc.

■ Casio Electronics Co.,Ltd

■ Casio Europe GmbH 

■ Montres Casio France S.A.

■ Casio Korea Co., Ltd.

■ Casio Taiwan Ltd.

■ Casio (Thailand) Co.,Ltd.

■■ Casio India Co.,Pvt. Ltd.

■ Casio Singapore Pte., Ltd.

■ カシオ電子工業株式会社�
■ ■株式会社シー・シー・ピー�
�
■カシオ計算機株式会社 本社�
■カシオ計算機株式会社 羽村技術センター�
■カシオ計算機株式会社 東京事業所�
■カシオ計算機株式会社 八王子研究所�
■ カシオテクノ株式会社�
■■ カシオマイクロニクス株式会社�
■ カシオ情報機器株式会社�
■ カシオソフト株式会社�
■ カシオ東京システム販売株式会社�
■ カシオ電子デバイス株式会社�
■ カシオサポートシステム株式会社�

■ 高知カシオ株式会社�

■ 販売、一般関連 �
■ 生産、研究開発関連 �
■ その他関連会社�

連結決算対象 55社�

連結子会社 55社�

非連結子会社 0社�

関連会社 7社�
 2003年3月31日現在�

日本におけるカシオグループの事業拠点�

■ カシオ (上海)貿易有限公司�

■ P.T.Asahi Electronics Indonesia 

■ カシオ電子 (深　)有限公司�
■ Casio Computer (Hong Kong) Ltd.

�

■■ カシオ電子 (中山)有限公司�
■■ カシオ電子(珠海)有限公司�

�■■ カシオ電子(広州)有限公司�
■香港カシオ番禺工場�
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主 要 事 業
コンシューマ部門 電卓、電子文具、電子辞書、液晶テレビ他映像機器、

デジタルカメラ、電子楽器
時計部門 デジタルウオッチ、アナログウオッチ、クロック
MNS（携帯情報機器）部門 PDA、セルラー、ポケットコンピューター、

ハンディターミナル
情報機器部門 電子レジスター（POS含む）、オフィス・コンピューター、

ページプリンタ
デバイス部門　　　　 LCD、BUMP受託加工、TCP組立・テスト受託加工、

キャリアテープ　　　　　　　　　
その他部門 ファクトリーオートメーション、金型、玩具等
従 業 員 数 3,371名（単独）

11,481名（連結）

連結対象会社 子会社（国内・海外）55社

持分法適用会社（国内・海外）7社

事業概要

商　　　　　号 カシオ計算機株式会社
設　　　　　立 1957年6月1日
本　　　　　社 東京都渋谷区本町一丁目6番2号
代表取締役社長 樫尾　和雄
資 本 金　 41,549（百万円）
売 上 高　 440,567（百万円）（連結）

連結業績の推移　

部門別売上高構成比



トップコミットメント

持続可能な社会を目指して

わが国における2002年6月の京都議定書の批准により、地球温暖化防止のための対応

策が産業界だけでなく、CDM（クリーン開発メカニズム）や排出権取引といった国レベル

での取り組みとして本格化してきました。

カシオグループも地球環境を維持し、持続可能な社会を目指し、企業としての責任を果

たすべく、さまざまな環境保全のための施策を実施してまいりました。

カシオグループの環境保全の取り組みは、昨年日本経済新聞社主催の第6回環境経営

度調査において、製造業における調査対象企業2,047社における有効回答企業703社中、

19位となりました。この結果は、カシオグループの環境保全活動の先進性が評価されたも

のと受け止めております。今後も継続的な環境施策を実行していく所存です。

2002年度は、カシオグループにおける事業活動である開発、設計、製造、流通、修理・

サービス、回収・廃棄の各段階における環境行動指針を定めた「カシオ環境ボランタリー

プラン」を第7版として改訂いたしました。この内容に準拠し、製品アセスメントを行う製品

環境監査シートを改訂し、特に省エネ、省資源、有害物質対策を充実させ、「グリーン商

品」開発基準を強化いたしました。今後、さらに「グリーン商品」の売上比率を拡大してい

くための施策を積極的に展開してまいります。

来るべきユビキタス社会に向けて、カシオのコア・コンピタンスである「モノづくり」におけ

る「軽・薄・短・小・ローパワー」技術を活かした「他社の製品群には無い独創的なモノづ

くり」こそ、社会から期待されている点だと思います。これらの期待に対し、「環境に適合

した製品」を作り続けていくことこそが、カシオとしての持続可能な社会に向けての貢献で

あり、また社会的責任であると認識しております。

環境報告書2003には、2002年度のカシオグループの環境活動の詳細と成果をまとめて

あります。一人でも多くの方々に弊社の環境への取り組みをご理解いただき、今後の活動

の範囲をより拡大していくために忌憚のないご意見、ご指摘をいただければ幸いです。

2003年7月　
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代表取締役社長

2002年度の活動と今後の取り組み

近年「拡大生産者責任」に対する要求の高まりに伴い、国内／海外における環境法規制の新たな制定

の動きをはじめとして企業を取り巻く環境要求は益々厳しく、かつ重要となってまいりました。２００２年度は、

わが国の京都議定書批准に伴う地球温暖化対策の為、企業への対応要求の強化等企業が環境保全

に対し如何に積極的に対応するか、「企業の社会的責任」が問われ､評価される時代に入りました。こ

うした動きを受けてカシオグループは、環境保全に対する環境経営施策として、「環境行動目標＿クリー

ン＆グリーン21」の改訂を行い、活動を実行することにより、以下のような成果をあげることができました。

活動と成果

製品に関する取り組みでは、各事業部、開発本部の努力により2003年度グリーン商品売上30％目標

に対し、1年早い2002年度の目標達成により、新たに２００５年度50％に改訂を行いました。また2002年度

は資源有効利用促進法に基づく事業所系パソコンを含む情報通信機器の回収・リサイクルシステムを本

格稼動いたしました。また、コンシューマ向け機器では従来からの事業系顧客に加え、一般顧客からの

ネームランドテープカートリッジについても回収・リサイクルシステムをスタートしております。

事業所に関する取り組みでは、2002年度カシオ電子工業がゼロエミッションを達成し、2001年度達成の

甲府カシオ（本社）、甲府カシオ（一宮）、カシオマイクロニクス（山梨）と合わせ、4事業所が達成することとなり

ました。グリーン調達活動では2003年度国内調達率80％目標に対し、2002年度に80.3％となり、目標を達

成いたしました。更に、2005年度国内拠点調達率95％、海外拠点調達率85％に改訂し推進いたします。

今後の取り組み

各国法規制及び企業の社会的責任要求に対応すべく「グローバル企業カシオ」として国内・海外の生

産･販売全ての拠点における環境経営活動の展開を実行する上で「グローバル環境経営基盤の強化」の

推進とお客様に感動を与える製品づくりを通し「カシオ製品を通じて環境保全に貢献する」企業を目指

します。2003年度の主な活動としては、欧州におけるＷＥＥＥ＆ＲｏＨＳ指令に対応した回収・リサイクルシ

ステムの構築と有害物質の廃除に向けて現地代理店、本社、事業部と協調した推進を行います。

中期的には「環境行動目標－クリーン＆グリーン21」の継続的な改訂を行い製品及び事業所の環境

行動目標を充実させ、カシオグループの環境負荷削減をさらに推進してまいります。詳細内容につきまし

ては本報告書をご参照ください。
2003年7月　
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代表取締役副社長
カシオ環境保全委員会委員長
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お客様に感動を与える製品づくり。

カシオは「創造 貢献」を経営理念

とし、「軽・薄・短・小・ローパワー」の

モノづくりを追求してまいりました。

「環境報告書2003」では、カシオの環

境保全の取り組みだけでなく、企業の

社会的責任や今後の環境経営方針に

ついて弊社役員及び品質・環境セン

ター長と司会進行役にお迎えした環

境ＮＧＯ「環境を考えるプランナーの

会」代表・飯島ツトム氏と共に、第三

者の目から見たカシオに対する期待

や意見を交えながら熱い思いを語り

合いました。

カシオのモノづくりの原点。
「軽・薄・短・小・ローパワー」

飯島：最近、モノづくりに関わる企業

はすべて「環境」というファクターを無

視しては企業活動ができなくなってき

ています。私は、カシオのモノづくりの

原点である「軽・薄・短・小・ローパワ

ー」によって産まれた製品が、省エネ

ルギー・省資源につながっているとい

うことで、企業理念の中に「環境」と

いう視点が先見性を持って現れてい

たのではないかと感じていますが、

一般の方からすると、この「軽・薄・

短・小・ローパワー」というのが、「環

境」になかなかつながってこない。今

回はこのセッションを通じて、これを

一般の方々にも理解いただけるように

お話していただきたいと思っています。

まず、カシオの出発点とも言えるの

が、1957年に開発された世界初の純

電気式小型計算機ですね。当時、ア

メリカ製の機械式のものが主流の中

で、かなり小型化されたタイプだった

のではないかと思いますが、これを

商品化された時の反響はいかがでし

たか。

副社長：当時の一般事務用の計算機

は、歯車式（機械式）のものでした。

我々が開発したものは電気式で、大

きさはおよそ机のサイズ。今からして

みればかなり大きいですが、スピード

や性能では歯車式を遙かに凌ぐもので

した。重さは140kgもあり、大人4人で

運ばなければなりませんでした。値

段は、車が1台買えるぐらい。ですか

ら、こちらからお客様のところに出向

いて、よく商品説明をしていましたね。

4人がかりで自動車に載せて運ぶの

ですが、あの頃は冷房もないのでみ

んな汗びっしょりで。そんな様子を見

てお客様が「これを持って帰るのは

気の毒だ。使わせてもらうよ」と買っ

てくれたんです（笑）。

それが電子式になったのが65年。

かなり小さくなりましたが、それでも

1台15kg前後ありました。当初は、ほ

とんど業務用でしたが、我々はいつ

も「軽・薄・短・小・ローパワー」を追

い求めていましたから、さらなるダウ

ンサイジングを図り、ローコスト化にも

成功して、コンシューマ向け電卓を開

発するに至りました。これが我々の商

品の優秀さを市場に認知させるきっ

かけになったと思っています。現在の

IC電卓は、重さわずか数10gです。

また、我々はいかに薄いものを作

るかにも挑戦してきました。「1mmの

壁を越える」を目標に、最薄の電卓

では0.8mmを達成しました。我々は

「軽・薄・短・小・ローパワー」を通し

て、お客様に感動を与える製品を作

り続ける。お客様に感動していただ

く喜び、それがエレクトロニクスメー

カーとしての役割、使命だと考えてい

ます。

飯島：新しいものを産み出していくた

めには、常にさまざまな苦労と隣り合

わせであったことだと思います。皆さ

んのモノづくりにおける苦労話などを

もっと教えていただけますか。

小野常務：腕時計は「軽・薄・短・

小・ローパワー」技術の最たるもので

す。当社が時計の製造に参入した当

時、時計はすべて金属でできている

のが当たり前でした。当社では電卓

の技術を時計に活かすこと、量産性

を上げることを考えて、金属をプラス

チックに変えて作ることにしたのです。

しかし、プラスチックという素材を

改善し、私たちが求める時計にふさ

わしい素材を産み出していくのはな

かなか大変でした。まず、なくてはな

らないと考えたのが防水性です。そ

れから、腕時計にはバンドというしな

やかさが要求される部分があり、これ

をハードな時計本体とつなぐ必要が

あります。いわば柔と剛とも言える2つ

の異なる性質を持った素材を一体の

構造にすることで展開していこうと考

えたわけです。

そこで新しいプラスチックの開発と

いうことになりましたが、専門のメー

カーさんとのタイアップ、コラボレーシ

ョンで実現させていかなければなり

ませんでした。自社だけで開発して

いますと、開発にかかる費用も時間

もかかってしまいます。それよりも、す

でにそういった技術を持っている会

社と技術提携していった方が、遙か

に効率が良いわけです。

また、さまざまな状況での使用に耐

えられるGショックという商品がありま

すが、開発にはいつもフィールドワー

クが欠かせませんでした。例えば、ダ

イビング用の時計を作る人はダイビン

グを、ランナー用の場合はマラソンレ

ースに出場するといった、机上だけで

なく実体験で得たものを開発に活か

すということが重要です。登山者向け

にも、「プロトレック」というアウトドア

仕様のものがありますが、これは高度

センサーや方位センサー等の技術

を取り入れ、自然との接点を持って開

発した商品です。

飯島：フィールドワークを行っていく際

に、人間に対する理解、自然に対す

る理解というものが蓄積されて、Gシ

ョックという商品が産まれたわけです

ね。命の源である自然を大切にと思

う気持ち、自然と一緒に過ごしたい

という思いが、間接的にではあります

が、ユーザーに伝わり、大ヒットした

のではないでしょうか。

さて、次のヒット商品、電子手帳に

ついてお話をうかがいたいと思います。

小野常務：電子手帳は電卓の開発の

中から分かれて生まれた商品です。

発売されたのは1983年でしょうか。こ

れが今の電子辞書の原型ですね。当

初は辞書機能よりも、住所録や電話

番号といった個人情報のようなものを

まとめることを中心とした商品でした。

それがヒットしたのは、辞書機能を備

えたところにあります。電子辞書はペ

ーパーを電子化していくというコンセ

プトのもとに開発されました。現在、

最新型は23冊分の辞書機能が網羅

されています。持ち運びも楽ですし、

検索しやすいという利便性が消費者

の心を捉えたようです。

山田センター長：子どもたちが学校

に入学すると必ず新しい辞書を新調

しますよね。「国語辞典」「漢和辞典」

「古語辞典」「英和辞典」「和英辞典」

などはひとり一冊ずつ必ず持っていま

す。この5冊だけでも相当な厚さにな

りますが、23冊分となると14kgはあ

るでしょう。当社の最新電子辞書は、

立木換算で年間約13万本の省資源

化（紙50kgを立木1本として換算）に

つながります。 持ち運びが

便利になっただけでなく、紙を消費し

ないという点では、ペーパーレス文化

の先がけ商品であると思います。

副社長：電子辞書は、高齢者の方か

ら支持を受けてヒットにつながった商

品です。紙の辞書の文字は細かすぎ

て読めない、見えない。そんなところ

から受け入れられていきました。小学

生・中学生・高校生・大学生・社会人

副社長 小野常務

出席者のプロフィール

代表取締役副社長

樫尾　幸雄
●

常務取締役　開発本部長

小野　佳男
●

取締役　デバイス事業部長

馬渡　惇
●

品質・環境センター長

山田　吉信
●

司会進行

「環境を考えるプランナーの会」代表

飯島 ツトム氏

山田センター長
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モノづくりを追求してまいりました。

「環境報告書2003」では、カシオの環

境保全の取り組みだけでなく、企業の

社会的責任や今後の環境経営方針に

ついて弊社役員及び品質・環境セン

ター長と司会進行役にお迎えした環

境ＮＧＯ「環境を考えるプランナーの

会」代表・飯島ツトム氏と共に、第三

者の目から見たカシオに対する期待

や意見を交えながら熱い思いを語り

合いました。

カシオのモノづくりの原点。
「軽・薄・短・小・ローパワー」

飯島：最近、モノづくりに関わる企業

はすべて「環境」というファクターを無

視しては企業活動ができなくなってき

ています。私は、カシオのモノづくりの

原点である「軽・薄・短・小・ローパワ

ー」によって産まれた製品が、省エネ

ルギー・省資源につながっているとい

うことで、企業理念の中に「環境」と

いう視点が先見性を持って現れてい

たのではないかと感じていますが、

一般の方からすると、この「軽・薄・

短・小・ローパワー」というのが、「環

境」になかなかつながってこない。今

回はこのセッションを通じて、これを

一般の方々にも理解いただけるように

お話していただきたいと思っています。

まず、カシオの出発点とも言えるの

が、1957年に開発された世界初の純

電気式小型計算機ですね。当時、ア

メリカ製の機械式のものが主流の中

で、かなり小型化されたタイプだった

のではないかと思いますが、これを
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や性能では歯車式を遙かに凌ぐもので

した。重さは140kgもあり、大人4人で

運ばなければなりませんでした。値

段は、車が1台買えるぐらい。ですか

ら、こちらからお客様のところに出向

いて、よく商品説明をしていましたね。

4人がかりで自動車に載せて運ぶの

ですが、あの頃は冷房もないのでみ

んな汗びっしょりで。そんな様子を見

てお客様が「これを持って帰るのは
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てくれたんです（笑）。

それが電子式になったのが65年。

かなり小さくなりましたが、それでも

1台15kg前後ありました。当初は、ほ

とんど業務用でしたが、我々はいつ

も「軽・薄・短・小・ローパワー」を追

い求めていましたから、さらなるダウ

ンサイジングを図り、ローコスト化にも

成功して、コンシューマ向け電卓を開

発するに至りました。これが我々の商

品の優秀さを市場に認知させるきっ

かけになったと思っています。現在の

IC電卓は、重さわずか数10gです。

また、我々はいかに薄いものを作

るかにも挑戦してきました。「1mmの

壁を越える」を目標に、最薄の電卓

では0.8mmを達成しました。我々は

「軽・薄・短・小・ローパワー」を通し

て、お客様に感動を与える製品を作

り続ける。お客様に感動していただ

く喜び、それがエレクトロニクスメー

カーとしての役割、使命だと考えてい

ます。

飯島：新しいものを産み出していくた

めには、常にさまざまな苦労と隣り合

わせであったことだと思います。皆さ

んのモノづくりにおける苦労話などを

もっと教えていただけますか。

小野常務：腕時計は「軽・薄・短・

小・ローパワー」技術の最たるもので

す。当社が時計の製造に参入した当

時、時計はすべて金属でできている

のが当たり前でした。当社では電卓

の技術を時計に活かすこと、量産性

を上げることを考えて、金属をプラス

チックに変えて作ることにしたのです。

しかし、プラスチックという素材を

改善し、私たちが求める時計にふさ

わしい素材を産み出していくのはな

かなか大変でした。まず、なくてはな

らないと考えたのが防水性です。そ

れから、腕時計にはバンドというしな

やかさが要求される部分があり、これ

をハードな時計本体とつなぐ必要が

あります。いわば柔と剛とも言える2つ

の異なる性質を持った素材を一体の

構造にすることで展開していこうと考

えたわけです。

そこで新しいプラスチックの開発と

いうことになりましたが、専門のメー

カーさんとのタイアップ、コラボレーシ

ョンで実現させていかなければなり

ませんでした。自社だけで開発して

いますと、開発にかかる費用も時間

もかかってしまいます。それよりも、す

でにそういった技術を持っている会

社と技術提携していった方が、遙か

に効率が良いわけです。

また、さまざまな状況での使用に耐

えられるGショックという商品がありま

すが、開発にはいつもフィールドワー

クが欠かせませんでした。例えば、ダ

イビング用の時計を作る人はダイビン

グを、ランナー用の場合はマラソンレ

ースに出場するといった、机上だけで

なく実体験で得たものを開発に活か

すということが重要です。登山者向け

にも、「プロトレック」というアウトドア

仕様のものがありますが、これは高度

センサーや方位センサー等の技術

を取り入れ、自然との接点を持って開

発した商品です。

飯島：フィールドワークを行っていく際

に、人間に対する理解、自然に対す

る理解というものが蓄積されて、Gシ

ョックという商品が産まれたわけです

ね。命の源である自然を大切にと思

う気持ち、自然と一緒に過ごしたい

という思いが、間接的にではあります

が、ユーザーに伝わり、大ヒットした

のではないでしょうか。

さて、次のヒット商品、電子手帳に

ついてお話をうかがいたいと思います。

小野常務：電子手帳は電卓の開発の

中から分かれて生まれた商品です。

発売されたのは1983年でしょうか。こ

れが今の電子辞書の原型ですね。当

初は辞書機能よりも、住所録や電話

番号といった個人情報のようなものを

まとめることを中心とした商品でした。

それがヒットしたのは、辞書機能を備

えたところにあります。電子辞書はペ

ーパーを電子化していくというコンセ

プトのもとに開発されました。現在、

最新型は23冊分の辞書機能が網羅

されています。持ち運びも楽ですし、

検索しやすいという利便性が消費者

の心を捉えたようです。

山田センター長：子どもたちが学校

に入学すると必ず新しい辞書を新調

しますよね。「国語辞典」「漢和辞典」

「古語辞典」「英和辞典」「和英辞典」

などはひとり一冊ずつ必ず持っていま

す。この5冊だけでも相当な厚さにな

りますが、23冊分となると14kgはあ

るでしょう。当社の最新電子辞書は、

立木換算で年間約13万本の省資源

化（紙50kgを立木1本として換算）に

つながります。 持ち運びが

便利になっただけでなく、紙を消費し

ないという点では、ペーパーレス文化

の先がけ商品であると思います。

副社長：電子辞書は、高齢者の方か

ら支持を受けてヒットにつながった商

品です。紙の辞書の文字は細かすぎ

て読めない、見えない。そんなところ

から受け入れられていきました。小学

生・中学生・高校生・大学生・社会人

副社長 小野常務

出席者のプロフィール

代表取締役副社長

樫尾　幸雄
●

常務取締役　開発本部長

小野　佳男
●

取締役　デバイス事業部長

馬渡　惇
●

品質・環境センター長

山田　吉信
●

司会進行

「環境を考えるプランナーの会」代表

飯島 ツトム氏

山田センター長
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環境経営� 環境経営�

から高齢者へといった世代を超え

たユニバーサルデザインでもあるわけ

です。

環境経営度19位に躍進した
カシオの環境経営

飯島：カシオは日本経済新聞社が主

催する第6回2002年度環境経営度

ランキング製造業部門におきまして第

19位にランクされています。大変優秀

な成績を収めていますが、どのよう

な環境経営方針をとられているので

すか。

山田センター長：環境経営度ランキン

グに関しましては、171位であった前

年度の活動分析を行い、課題は何だ

ったのか、それに対して次年度は何を

したら良いのか。我 自々身が抱えてい

る環境に対する取り組みのテーマ及

び目標を明確にするために活用させ

ていただいています。これからも引き

続き取り組んでいきたいですね。ただ、

一番大切なのは、環境マネジメントシス

テムにおけるPDCA（Plan Do Check

Action）のサイクルを 確実に

継続的に行っていくことだと思います。

飯島：先ほどから技術革新におけるコ

ラボレーションのお話が出てきていま

すが、さまざまな企業と技術提携など

をしていますと、自社で環境に配慮し

た製品を作りたいといった時に、さま

ざまな部品、デバイスのグリーン調達

が難しいと感じることはありませんか。

山田センター長：グリーン調達には、

あくまでお取引先のご協力を得られる

ということが前提にあります。決して強

制するものではありませんが、私ども

が要求する内容は文章で明確に伝

え、それに対するお取引先からの回

答も文書できますので、それをこちら

ではランキングにしています。そうしま

すと相手の環境に対する方針や姿勢

も明確になりますので、各お取引先の

環境に対する位置付けが一目で分か

る。我 と々各お取引先との環境コミュ

ニケーションツールの1つとして活用し

ています。

また、こうした仕組みづくりの一番

ポイントになっているのは、1993年か

ら導入した「カシオ環境ボランタリープ

ラン」という、自主的な環境に対する

行動指針です。ボランタリープランは、

開発、設計、製造、流通、そして修理・

サービスから、回収・廃棄に至るまで、

各段階で具体的に実施するテーマと

施策を定めたものです。私どもでは、基

本的にこのボランタリープランに則っ

たモノづくりをしようという展開を全て

の商品に対して行っています。現在、

バージョン7ですが、環境に対する世

間の動向にそって、常にバージョンアッ

プして変化に対応できるようにしてい

ます。また、それを活性化する仕組み

として、当社独自の「環境監査シート」

という仕組みもあります。 これ

は、現在のボランタリープランに対し

てどのくらい達成することができてい

るのか、企画、デザイン、設計の３段

階で自己評価するものです。

また、開発部門が含まれる事業所

系拠点では、ISO14001を取得してお

り、間接影響評価の中で各部門が目

標設定を行い、ISO14001の仕組み

の中で推進を行っています。さらに環

境活動については、年2回開催の環境

会議において、開発・設計・製造部門の

責任者の方 と々の情報共有とコミュニ

ケーションをはかっています。あとは品

質・環境センターでWebサイトを構築

し、教育を含む全社の環境情報を開

示、共有する仕組みも作りました。

馬渡取締役：デバイス部門では、環境

負荷という側面からものすごい負荷を

持っているという認識のもと、そうした

課題を改善すべく取り組んでいます。

例えば、カシオグループの電力使用量

の8割は液晶の製造に使われていま

す。 高知カシオで生産してい

るTFT液晶は、モバイル系用途に特

化していますが、モバイルではローパ

ワー化をさらに進めていかなくてはい

けません。例えば、デジタルカメラに使

われている液晶のバックライトの一部

に冷陰極管が使用されています。冷

陰極管部分には、水銀を使用してい

ますが、将来的にはすべて水銀レス

のLEDにしていきます。LEDは輝度の

面から当初4つ使っていましたが、液

晶の性能を上げ、またLEDの性能を

上げることによって、現在2個にしてい

ます。こうしたローパワー化の技術開

発と、当然事業ですからコストダウン

と共に環境が両立するような方向で

と考えています。

デバイス系の工場というのは莫大な

エネルギーと水を使用しますので、ど

うやって環境負荷を低減していくかと

いうことも重要なテーマです。ランニン

グコストにも直接的に関わってきます

からね。一方、時計や電卓に使われ

ているパッシブ系の液晶では中国製

品と競争になっています。環境影響を

配慮し、対応する為の設備、技術導

入は価格アップにつながりますが、最

終的にカシオブランドを指定していた

だけるような高品質と低環境負荷を

追求していきます。

お客様に感動を与える製品づくり
それが社会への貢献につながる

飯島：近年、企業の社会的責任ブー

ムと言われていますが、カシオでは、

こうした世の中の流れに対してどう

いったお考えをお持ちでしょうか。

山田センター長 ： いわゆるCSR

（Corporate Social Responsibility＝

企業の社会的責任）については、環

境はあくまでもその1つのファクターで

しかない。ですから環境報告書の中

で、これを大きく取り入れていくことは

なかなか難しいと思います。むしろ

主に経営のポリシーの中での話で、

企業品質という切り口で語るべきだと

考えています。

飯島：一般消費者の方々が見ている

社会的責任というのは、いろいろな企

業の不祥事がありましたが、そうした

際のマネジメントとして見ているのでは

ないでしょうか。私もCSRについては、

企業側からすると、自社で検討する

際に、パフォーマンスが上がらなけれ

ば意味が無い訳でむしろ投資の対象

となるとか、資金調達の自由度を広

げていくというところで、企業のブラン

ド価値向上のために行っていくべきも

のだと考えています。

副社長：カシオの商品群には、楽器と

いうジャンルがあります。主に教育用

として、比較的安価なキーボードなど

を製造していますが、お子さん向けだ

から、安くて、音がそれほど良くなくて

もいいというものではないんです。成

長期は音を一番敏感に感じる時期で

す。ですから小さいお子さんであれば

あるほど、良いものが必要です。豊か

な情緒を育むいい音源開発というの

は、これはまさに私どもの社会的な責

任ではないでしょうか。

飯島：良い音

を通じて人に

幸せを運ぶ。デ

ジタルカメラに

関しても同じよ

うなことが言え

ると思います。

私たちは生活

の中で、記憶に残しておきたい瞬間を

撮影するわけですから、カシオの送り

出される商品は、人間の感性に訴え

る喜びや感動といったところで活躍し

ていますね。これこそが技術革新の

本当の意味だと思います。

今日は楽しいお話をいろいろあり

がとうございました。最後にこの環境

報告書を読まれる一般の方々や御社

の従業員の方へのメッセージをお願

いしたいと思います。

小野常務：カシオブランドとして市場に

送り出される商品は年間で約1億数

千万台です。先ほど音楽が人を幸せ

にするという話がでましたが、音楽だ

けではなく、我々の商品全ては人を

幸せにする、楽しくするものでなけれ

ばならないと考えています。

「軽・薄・短・小・ローパワー」という

我々のコア技術の追求は、決して終

わることがありません。例えばカメラが

軽くなる、薄くなる、小さくなることで

ライフスタイルが変わっていきます。人

間のライフスタイルが変わっていくこと

によって、先々環境負荷の低減にもつ

ながっていくでしょうし、カシオブラン

ドの価値を上げていく手段にもなるの

だと思っています。

馬渡取締役：デバイス部門でもいつも

同じようなことを社員に言っています

よ。デバイス部門のお客様は、我々の

技術を買ってくださるプロなんですね。

そのようなプロの厳しい視線にさらさ

れるからには、安いだけではない、

我々でなければできない独自の提案

をしていかなければなりません。

山田センター長：メーカーの環境対策

における法規制というのは、年々厳し

さを増しています。特に欧州では、非

常にシビアな要求を突きつけてきてい

ます。しかし、生産者の拡大責任とい

うことをよく考えてみますと、生産者と

いう立場だからこそ責任が重いという

ことになる訳です。いったん消費者の

手に渡ったものは、消費者が責任を

取れと言っても無理な事が多いと思

います。ですから、例え消費者がどん

なに自由にものを使っても、省エネル

ギーで、なおかつ捨てられても有害な

物質を排出しないというような商品を

作ることの方が重要なのです。生産

者責任も生産者だからできることであ

ると考えれば、商品にもっと独自性が

産まれてくる。この独自性こそがカシ

オであり、カシオのブランド力になるの

ではないでしょうか。

副社長：カシオの企業理念は「創造

貢献」です。必要は発明の母と言いま

すが、我々は一時的な必要ではなく、

普遍的な必要を創造したい。カシオは

モノづくりの企業ですから、最後の最

後まで、アフターサービスに至るまで

お客様に感動を与えることを大事に

していきたいですね。

馬渡取締役

飯島
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環境経営� 環境経営�

から高齢者へといった世代を超え

たユニバーサルデザインでもあるわけ

です。

環境経営度19位に躍進した
カシオの環境経営

飯島：カシオは日本経済新聞社が主

催する第6回2002年度環境経営度

ランキング製造業部門におきまして第

19位にランクされています。大変優秀

な成績を収めていますが、どのよう

な環境経営方針をとられているので

すか。

山田センター長：環境経営度ランキン

グに関しましては、171位であった前

年度の活動分析を行い、課題は何だ

ったのか、それに対して次年度は何を

したら良いのか。我 自々身が抱えてい

る環境に対する取り組みのテーマ及

び目標を明確にするために活用させ

ていただいています。これからも引き

続き取り組んでいきたいですね。ただ、

一番大切なのは、環境マネジメントシス

テムにおけるPDCA（Plan Do Check

Action）のサイクルを 確実に

継続的に行っていくことだと思います。

飯島：先ほどから技術革新におけるコ

ラボレーションのお話が出てきていま

すが、さまざまな企業と技術提携など

をしていますと、自社で環境に配慮し

た製品を作りたいといった時に、さま

ざまな部品、デバイスのグリーン調達

が難しいと感じることはありませんか。

山田センター長：グリーン調達には、

あくまでお取引先のご協力を得られる

ということが前提にあります。決して強

制するものではありませんが、私ども

が要求する内容は文章で明確に伝

え、それに対するお取引先からの回

答も文書できますので、それをこちら

ではランキングにしています。そうしま

すと相手の環境に対する方針や姿勢

も明確になりますので、各お取引先の

環境に対する位置付けが一目で分か

る。我 と々各お取引先との環境コミュ

ニケーションツールの1つとして活用し

ています。

また、こうした仕組みづくりの一番

ポイントになっているのは、1993年か

ら導入した「カシオ環境ボランタリープ

ラン」という、自主的な環境に対する

行動指針です。ボランタリープランは、

開発、設計、製造、流通、そして修理・

サービスから、回収・廃棄に至るまで、

各段階で具体的に実施するテーマと

施策を定めたものです。私どもでは、基

本的にこのボランタリープランに則っ

たモノづくりをしようという展開を全て

の商品に対して行っています。現在、

バージョン7ですが、環境に対する世

間の動向にそって、常にバージョンアッ

プして変化に対応できるようにしてい

ます。また、それを活性化する仕組み

として、当社独自の「環境監査シート」

という仕組みもあります。 これ

は、現在のボランタリープランに対し

てどのくらい達成することができてい

るのか、企画、デザイン、設計の３段

階で自己評価するものです。

また、開発部門が含まれる事業所

系拠点では、ISO14001を取得してお

り、間接影響評価の中で各部門が目

標設定を行い、ISO14001の仕組み

の中で推進を行っています。さらに環

境活動については、年2回開催の環境

会議において、開発・設計・製造部門の

責任者の方 と々の情報共有とコミュニ

ケーションをはかっています。あとは品

質・環境センターでWebサイトを構築

し、教育を含む全社の環境情報を開

示、共有する仕組みも作りました。

馬渡取締役：デバイス部門では、環境

負荷という側面からものすごい負荷を

持っているという認識のもと、そうした

課題を改善すべく取り組んでいます。

例えば、カシオグループの電力使用量

の8割は液晶の製造に使われていま

す。 高知カシオで生産してい

るTFT液晶は、モバイル系用途に特

化していますが、モバイルではローパ

ワー化をさらに進めていかなくてはい

けません。例えば、デジタルカメラに使

われている液晶のバックライトの一部

に冷陰極管が使用されています。冷

陰極管部分には、水銀を使用してい

ますが、将来的にはすべて水銀レス

のLEDにしていきます。LEDは輝度の

面から当初4つ使っていましたが、液

晶の性能を上げ、またLEDの性能を

上げることによって、現在2個にしてい

ます。こうしたローパワー化の技術開

発と、当然事業ですからコストダウン

と共に環境が両立するような方向で

と考えています。

デバイス系の工場というのは莫大な

エネルギーと水を使用しますので、ど

うやって環境負荷を低減していくかと

いうことも重要なテーマです。ランニン

グコストにも直接的に関わってきます

からね。一方、時計や電卓に使われ

ているパッシブ系の液晶では中国製

品と競争になっています。環境影響を

配慮し、対応する為の設備、技術導

入は価格アップにつながりますが、最

終的にカシオブランドを指定していた

だけるような高品質と低環境負荷を

追求していきます。

お客様に感動を与える製品づくり
それが社会への貢献につながる

飯島：近年、企業の社会的責任ブー

ムと言われていますが、カシオでは、

こうした世の中の流れに対してどう

いったお考えをお持ちでしょうか。

山田センター長 ： いわゆるCSR

（Corporate Social Responsibility＝

企業の社会的責任）については、環

境はあくまでもその1つのファクターで

しかない。ですから環境報告書の中

で、これを大きく取り入れていくことは

なかなか難しいと思います。むしろ

主に経営のポリシーの中での話で、

企業品質という切り口で語るべきだと

考えています。

飯島：一般消費者の方々が見ている

社会的責任というのは、いろいろな企

業の不祥事がありましたが、そうした

際のマネジメントとして見ているのでは

ないでしょうか。私もCSRについては、

企業側からすると、自社で検討する

際に、パフォーマンスが上がらなけれ

ば意味が無い訳でむしろ投資の対象

となるとか、資金調達の自由度を広

げていくというところで、企業のブラン

ド価値向上のために行っていくべきも

のだと考えています。

副社長：カシオの商品群には、楽器と

いうジャンルがあります。主に教育用

として、比較的安価なキーボードなど

を製造していますが、お子さん向けだ

から、安くて、音がそれほど良くなくて

もいいというものではないんです。成

長期は音を一番敏感に感じる時期で

す。ですから小さいお子さんであれば

あるほど、良いものが必要です。豊か

な情緒を育むいい音源開発というの

は、これはまさに私どもの社会的な責

任ではないでしょうか。

飯島：良い音

を通じて人に

幸せを運ぶ。デ

ジタルカメラに

関しても同じよ

うなことが言え

ると思います。

私たちは生活

の中で、記憶に残しておきたい瞬間を

撮影するわけですから、カシオの送り

出される商品は、人間の感性に訴え

る喜びや感動といったところで活躍し

ていますね。これこそが技術革新の

本当の意味だと思います。

今日は楽しいお話をいろいろあり

がとうございました。最後にこの環境

報告書を読まれる一般の方々や御社

の従業員の方へのメッセージをお願

いしたいと思います。

小野常務：カシオブランドとして市場に

送り出される商品は年間で約1億数

千万台です。先ほど音楽が人を幸せ

にするという話がでましたが、音楽だ

けではなく、我々の商品全ては人を

幸せにする、楽しくするものでなけれ

ばならないと考えています。

「軽・薄・短・小・ローパワー」という

我々のコア技術の追求は、決して終

わることがありません。例えばカメラが

軽くなる、薄くなる、小さくなることで

ライフスタイルが変わっていきます。人

間のライフスタイルが変わっていくこと

によって、先々環境負荷の低減にもつ

ながっていくでしょうし、カシオブラン

ドの価値を上げていく手段にもなるの

だと思っています。

馬渡取締役：デバイス部門でもいつも

同じようなことを社員に言っています

よ。デバイス部門のお客様は、我々の

技術を買ってくださるプロなんですね。

そのようなプロの厳しい視線にさらさ

れるからには、安いだけではない、

我々でなければできない独自の提案

をしていかなければなりません。

山田センター長：メーカーの環境対策

における法規制というのは、年々厳し

さを増しています。特に欧州では、非

常にシビアな要求を突きつけてきてい

ます。しかし、生産者の拡大責任とい

うことをよく考えてみますと、生産者と

いう立場だからこそ責任が重いという

ことになる訳です。いったん消費者の

手に渡ったものは、消費者が責任を

取れと言っても無理な事が多いと思

います。ですから、例え消費者がどん

なに自由にものを使っても、省エネル

ギーで、なおかつ捨てられても有害な

物質を排出しないというような商品を

作ることの方が重要なのです。生産

者責任も生産者だからできることであ

ると考えれば、商品にもっと独自性が

産まれてくる。この独自性こそがカシ

オであり、カシオのブランド力になるの

ではないでしょうか。

副社長：カシオの企業理念は「創造

貢献」です。必要は発明の母と言いま

すが、我々は一時的な必要ではなく、

普遍的な必要を創造したい。カシオは

モノづくりの企業ですから、最後の最

後まで、アフターサービスに至るまで

お客様に感動を与えることを大事に

していきたいですね。

馬渡取締役

飯島
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持続可能な社会を目指して
カシオグループでは、省エネ、省資源、有害物質対策等、

環境に配慮した取り組みを事業活動における全ての過程で実践しています。

カシオの事業活動

生産�
環境パフォーマンス
低減に取り組んでい
ます。�

物流・販売�

経済�社会�

モーダルシフト等
物流改革を進めて
います。�

環境�

開発・設計�
環境適合設計、�
グリーン商品開発�
に努めています。�

リサイクル・廃棄�
回収・リサイクル
システムを構築
しています。�

使用�
製品使用時の省エ
ネ等環境負荷低減
を図っています。�

資材調達�
グリーン調達・�
グリーン購入�
を行っています。�
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環境経営� 環境経営�

カシオグループの事業活動は、開発、

設計、資材調達、生産、物流・販売、

サービス、リサイクルと広範囲にわた

ります。

開発、設計においては、「軽・薄・

短・小・ローパワー」を特徴とする「グ

リ－ン商品」開発を積極的に推進して

います。この「グリーン商品」の売上比

率を2003年度30％とする目標設定を

行い、推進してまいりましたが、2002

年度の目標達成により、新たに2005

年度50％として目標の改訂を行って

います。2002年度は新たにG-SHOCK

モデルのソーラー電波ウオッチ、ズー

ム付きカードサイズ液晶デジタルカメラ、

携帯電話の導入を行っています。

資材調達においては、グリーン調達

を積極的に展開し、国内のグリーン

調達率を2003年度80％とする目標を

2002年度に達成したため、新たな目

標設定としてグリーン調達率を国内拠

点にて2005年度95％、海外拠点にて

2005年度85％に引き上げています。

生産拠点においては、使用するエ

ネルギーや水の使用量、廃棄物や二

酸化炭素（CO2）の排出量を低減する

環境行動目標の実現に向けての活動

や、地域の環境保全活動にも積極的

に参加しています。

社会貢献活動としては、1994年か

ら「国際イルカ・クジラ会議」をサポー

トし、財団法人カシオ科学振興財団

を通じ優れた自然科学、人文科学の

研究に対し助成を行っています。

回収・リサイクルシステムは、プリンタ

の消耗品であるドラム・トナーセットの

リサイクルや、資源有効利用促進法に

基づく二次電池やパソコン・情報通信

機器のリサイクル等を通じ、再資源化

を実現しています。

社員に対する環境教育はISO14001

の維持・改善を通じたプログラム及び

社内ホームページでの情報を通じて

実施しています。

カシオグループのインプットとアウトプット
カシオグループの事業活動は、デバイス事業とエレクトロニクス機器事業に分かれます。

それぞれの事業における物質とエネルギーの投入・排出による環境負荷を測定しました。
※デバイス事業は国内4拠点、エレクトロニクス機器事業は国内8拠点を対象としています。

カシオグループのデバイス事業は、高知

カシオのTFT液晶モジュール、カシオマイク

ロニクスのW-CSP、COF、甲府カシオの

LCDが主な生産品目です。これらの事業所

では、微細加工に必要なクラスの高いクリー

ンルーム、洗浄のための純水装置及びその

排水処理施設を設置しています。このため、

カシオグループ全体のエネルギー消費の約

8割を使用しているほか、水や薬液なども

エレクトロニクス機器事業に比べて多く消費

しています。

生産工場では積極的に省エネや節水活

動に取り組み、カシオマイクロニクスでは、

工程洗浄排水を循環利用することにより、

市水の使用を大幅に削減しました。

エレクトロニクス機器事業は、中国をはじ

めとした海外へ生産を移管する一方、デジ

タルカメラ、携帯電話、ページプリンタ他品

目を国内で生産しています。これらの生産

には高度な組立技術を必要としますが、そ

れに伴い多くのエネルギーも消費します。そ

こで製品設計の段階で、組立時の省エネ、

省資源などを製品アセスメントの中に取り

入れて、環境に配慮した製品づくりを実施

する一方、生産工場独自の工夫も盛り込ん

で省エネに取り組んでいます。

デバイス事業

エレクトロニクス機器事業

デバイス事業活動�

●デバイスの開発・設計�

●部品・材料の調達�

●デバイスの製造�

●輸送�

●販売�

COF

ＴＦＴ液晶梱包材�

W-CSPTFT液晶�
モジュール�

廃棄物�
4,998.4トン�

工業用水�
循環使用量�
177.4千m3

�

資源�
（石油・金属・�
 石英など）�

エネルギー�
電力 12,002.0万kWh�

燃料 8,460.6S（原油換算）�
水 2,229.6千m3

�

部品、材料�
（プラスチック・�
金属・ガラスなど）�

完成品�

減量化量　2,964.9トン�

再資源化量　1,987.9トン�

排水 1,882.8千ｍ3�
BOD 10.3トン�

排出ガス�
NOX 22.7トン�
SOX 7.5トン�
ばいじん 0.9トン�

温室効果ガス�
CO2 72,250.0トン-ＣO2�
ＳＦ6 7,104.3トン-CO2

化学物質�
キシレンなど�
14.8トン�

埋立処分　45.5トン�

ユ
ー
ザ
ー�サ

プ
ラ
イ
ヤ
ー�

エレクトロニクス機器�
事業活動�

●製品の開発・設計�

●部品・材料の調達�

●製品の製造�

●輸送�

●販売�

資源�
（石油・金属・�
 石英など）�

エネルギー�
電力 2,722.6万kWh�

燃料 1,015.1S（原油換算）�
水 170.1千m3

�

部品、材料�
（プラスチック・�
金属・ガラスなど）�

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー�

中
間
処
理�

時計�電卓� パソコン� デジタルカメラ�

使用済�
パソコン�

使用済�
プリンタ�

ネームランド�
消耗品�

ページプリンタ�
消耗品�

廃棄物�

完成品�
メーカー�

廃棄物�
1,392.0トン�

減量化量　128.3トン�

再資源化量　1,161.6トン�

排水 146.6千ｍ3�
BOD 7.7トン�

排出ガス�
NOX 1.5トン�
SOX 3.3トン�
ばいじん 0.2トン�

温室効果ガス�
CO2 �

14,119.0トン-ＣO2

化学物質�
PRTR法�
届出対象なし�

埋立処分　102.1トン�

ユ
ー
ザ
ー�

中
間
処
理�

回収・再資源化�

回収�

地球環境�

地球環境�

用語解説
W-CSP（ウエハー・レベルCSP）
ウエハー・レベルCSPは、LSIのパッケージ工程として、ウエハー状態のままで、銅の再配線
形成、電極端子形成と樹脂封止を行った後、チップサイズに切り出す先端技術。この技術の
利点は、チップとまったく同じ寸法までパッケージを小型化できること。

COF
Chip on Film の略。薄い樹脂製フィルムにLSIチップを直接接合する実
装方式で、限られたスペースにLSI回路を効率的に、高密度に実装する
ことが可能。



持続可能な社会を目指して
カシオグループでは、省エネ、省資源、有害物質対策等、

環境に配慮した取り組みを事業活動における全ての過程で実践しています。

カシオの事業活動

生産�
環境パフォーマンス
低減に取り組んでい
ます。�

物流・販売�

経済�社会�

モーダルシフト等
物流改革を進めて
います。�

環境�

開発・設計�
環境適合設計、�
グリーン商品開発�
に努めています。�

リサイクル・廃棄�
回収・リサイクル
システムを構築
しています。�

使用�
製品使用時の省エ
ネ等環境負荷低減
を図っています。�

資材調達�
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環境経営� 環境経営�

カシオグループの事業活動は、開発、

設計、資材調達、生産、物流・販売、

サービス、リサイクルと広範囲にわた

ります。

開発、設計においては、「軽・薄・

短・小・ローパワー」を特徴とする「グ

リ－ン商品」開発を積極的に推進して

います。この「グリーン商品」の売上比

率を2003年度30％とする目標設定を

行い、推進してまいりましたが、2002

年度の目標達成により、新たに2005

年度50％として目標の改訂を行って

います。2002年度は新たにG-SHOCK

モデルのソーラー電波ウオッチ、ズー

ム付きカードサイズ液晶デジタルカメラ、

携帯電話の導入を行っています。

資材調達においては、グリーン調達

を積極的に展開し、国内のグリーン

調達率を2003年度80％とする目標を

2002年度に達成したため、新たな目

標設定としてグリーン調達率を国内拠

点にて2005年度95％、海外拠点にて

2005年度85％に引き上げています。

生産拠点においては、使用するエ

ネルギーや水の使用量、廃棄物や二

酸化炭素（CO2）の排出量を低減する

環境行動目標の実現に向けての活動

や、地域の環境保全活動にも積極的

に参加しています。

社会貢献活動としては、1994年か

ら「国際イルカ・クジラ会議」をサポー

トし、財団法人カシオ科学振興財団

を通じ優れた自然科学、人文科学の

研究に対し助成を行っています。

回収・リサイクルシステムは、プリンタ

の消耗品であるドラム・トナーセットの

リサイクルや、資源有効利用促進法に

基づく二次電池やパソコン・情報通信

機器のリサイクル等を通じ、再資源化

を実現しています。

社員に対する環境教育はISO14001

の維持・改善を通じたプログラム及び

社内ホームページでの情報を通じて

実施しています。

カシオグループのインプットとアウトプット
カシオグループの事業活動は、デバイス事業とエレクトロニクス機器事業に分かれます。

それぞれの事業における物質とエネルギーの投入・排出による環境負荷を測定しました。
※デバイス事業は国内4拠点、エレクトロニクス機器事業は国内8拠点を対象としています。

カシオグループのデバイス事業は、高知

カシオのTFT液晶モジュール、カシオマイク

ロニクスのW-CSP、COF、甲府カシオの

LCDが主な生産品目です。これらの事業所

では、微細加工に必要なクラスの高いクリー

ンルーム、洗浄のための純水装置及びその

排水処理施設を設置しています。このため、

カシオグループ全体のエネルギー消費の約

8割を使用しているほか、水や薬液なども

エレクトロニクス機器事業に比べて多く消費

しています。

生産工場では積極的に省エネや節水活

動に取り組み、カシオマイクロニクスでは、

工程洗浄排水を循環利用することにより、

市水の使用を大幅に削減しました。

エレクトロニクス機器事業は、中国をはじ

めとした海外へ生産を移管する一方、デジ

タルカメラ、携帯電話、ページプリンタ他品

目を国内で生産しています。これらの生産

には高度な組立技術を必要としますが、そ

れに伴い多くのエネルギーも消費します。そ

こで製品設計の段階で、組立時の省エネ、

省資源などを製品アセスメントの中に取り

入れて、環境に配慮した製品づくりを実施

する一方、生産工場独自の工夫も盛り込ん

で省エネに取り組んでいます。

デバイス事業

エレクトロニクス機器事業

デバイス事業活動�

●デバイスの開発・設計�

●部品・材料の調達�

●デバイスの製造�

●輸送�

●販売�

COF

ＴＦＴ液晶梱包材�

W-CSPTFT液晶�
モジュール�

廃棄物�
4,998.4トン�

工業用水�
循環使用量�
177.4千m3

�

資源�
（石油・金属・�
 石英など）�

エネルギー�
電力 12,002.0万kWh�

燃料 8,460.6S（原油換算）�
水 2,229.6千m3

�

部品、材料�
（プラスチック・�
金属・ガラスなど）�

完成品�

減量化量　2,964.9トン�

再資源化量　1,987.9トン�

排水 1,882.8千ｍ3�
BOD 10.3トン�

排出ガス�
NOX 22.7トン�
SOX 7.5トン�
ばいじん 0.9トン�

温室効果ガス�
CO2 72,250.0トン-ＣO2�
ＳＦ6 7,104.3トン-CO2

化学物質�
キシレンなど�
14.8トン�

埋立処分　45.5トン�

ユ
ー
ザ
ー�サ

プ
ラ
イ
ヤ
ー�

エレクトロニクス機器�
事業活動�

●製品の開発・設計�

●部品・材料の調達�

●製品の製造�

●輸送�

●販売�

資源�
（石油・金属・�
 石英など）�

エネルギー�
電力 2,722.6万kWh�

燃料 1,015.1S（原油換算）�
水 170.1千m3

�

部品、材料�
（プラスチック・�
金属・ガラスなど）�

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー�

中
間
処
理�

時計�電卓� パソコン� デジタルカメラ�

使用済�
パソコン�

使用済�
プリンタ�

ネームランド�
消耗品�

ページプリンタ�
消耗品�

廃棄物�

完成品�
メーカー�

廃棄物�
1,392.0トン�

減量化量　128.3トン�

再資源化量　1,161.6トン�

排水 146.6千ｍ3�
BOD 7.7トン�

排出ガス�
NOX 1.5トン�
SOX 3.3トン�
ばいじん 0.2トン�

温室効果ガス�
CO2 �

14,119.0トン-ＣO2

化学物質�
PRTR法�
届出対象なし�

埋立処分　102.1トン�

ユ
ー
ザ
ー�

中
間
処
理�

回収・再資源化�

回収�

地球環境�

地球環境�

用語解説
W-CSP（ウエハー・レベルCSP）
ウエハー・レベルCSPは、LSIのパッケージ工程として、ウエハー状態のままで、銅の再配線
形成、電極端子形成と樹脂封止を行った後、チップサイズに切り出す先端技術。この技術の
利点は、チップとまったく同じ寸法までパッケージを小型化できること。

COF
Chip on Film の略。薄い樹脂製フィルムにLSIチップを直接接合する実
装方式で、限られたスペースにLSI回路を効率的に、高密度に実装する
ことが可能。



環境経営�環境経営�

環境行動目標“クリーン＆グリーン21”
環境保全への取り組みを自主的・継続的に実施するため、

「カシオ環境ボランタリープラン」に基づいて具体的な目標を制定し、環境負荷の削減に努めています。

カシオ環境憲章・環境基本方針～
環境行動目標までの流れ

カシオグループは、「カシオ環境憲

章」と4つの環境基本方針を具体的に

実行していくために、1993年1月に「カ

シオ環境ボランタリープラン」を策定

し、グループ全体で環境保全活動を

推進してきました。その後、社会状況

や活動の進捗に応じて、2002年12月

に第7版の改訂を行っています。

カシオグループ環境行動計画

「カシオ環境ボランタリープラン」は、

開発、設計、製造、流通、修理サービ

ス、回収・廃棄の各段階で具体的な

環境保全実施項目である「環境保全

ルール」を定めています。

この「環境保全ルール」の中から、

省エネルギーや廃棄物削減など、具

体的な数値目標と実行期限を明確化

した「カシオグループ環境行動目標

“クリーン＆グリーン21”」を1999年6月

に制定し、グループ全体の中期行動

計画を明確にし、計画達成に向けて

推進しています。

なお、2003年6月には次ページの内

容の通り、環境行動目標の改訂を行っ

ています。
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カシオ環境憲章

環境基本方針

カシオ環境ボランタリープラン

開発、設計、製造、流通、修理サービス、回収・

廃棄の各段階で具体的に実施するテーマと施

策を定めたカシオグループの環境行動指針

カシオグループ環境行動目標
―クリーン＆グリーン21―

カシオ環境ボランタリープランで定めた実施

項目のうち、数値目標または実行期限を設定し

た施策

環境行動目標“クリーン＆グリーン21”と進捗状況

12

カシオ環境憲章

カシオは地球環境保全のためにカシオグループ全体

の事業領域にわたり、企業の環境責任の重要性を認識

し、広く国際社会という視点で世界の繁栄と人類の幸

福のために貢献すべく基本方針を定め、具体的施策を

掲げ、実行に努める。

環境基本方針

①国内、海外の環境関連法律、協定、基準を遵守する。

②製品の開発、設計、製造、流通、修理サービス、回収・

廃棄の各段階において環境への配慮を踏まえた自主

的な「カシオ環境保全ルール」※1を定める。カシオグ

ループ全事業部門は責任を持って実行するとともに、

その遵守度を監査し継続的な改善をはかる。

③企業の社会的責任という立場で良き企業市民として

カシオグループ全員が地球環境保全の重要性を認識

し、意識高揚をはかる。

④本方針は、国内、海外のカシオグループ全事業部門

にて適用する。

※1：「カシオ環境保全ルール」は、「カシオ環境ボランタリープラン」に

定める具体的な環境保全実施項目です。

用語解説

RoHS指令による特定物質
2006年7月1日からEU加盟国で施行される「電気・
電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関す
る（RoHS）指令」で特定されている有害物質。水銀、
カドミウム、鉛、六価クロム、PBB、PBDEを指す。

代替フロン
オゾン層を破壊する特定フロンの代わりとして、洗浄
用途として半導体の製造過程や、冷媒用途として冷蔵
庫などに利用されており、京都議定書の削減対象と
なっている。

生産高原単位
二酸化炭素排出量（トン-CO2）を生産高（百万円）で割っ
た二酸化炭素排出量原単位（トン-CO2/百万円）や、廃棄
物発生量（トン）を同じく生産高（百万円）で割った廃棄物
発生量原単位（トン/百万円）などがある。
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2002年度目標� 2002年度実績� 2003年度新規追加目標�取り組み項目�

製品に関する取り組み�

2005年末までに、RoHS指令の特定
物質の鉛（購入品に含有する鉛）、カド
ミウム、水銀、六価クロムの使用を廃止�

RoHS指令及び各国法制化の動きを
確認しつつ、廃止に向けて購入部品の
有害物質調査、及び有害物質を含まな
い部品の選定を実施中�

環境適合型製品の�
開発目標�

2002年度目標� 2002年度実績� 2003年度新規追加目標�取り組み項目�

事業所に関する取り組み�

生産高二酸化炭素（CO2）排出量原単
位を1990年度に対し、2005年度10
％削減、2010年度 25％削減�

省エネルギー目標�

掲載�
ページ�

掲載�
ページ�

�

2003年3月末グリーン商品の売上
比率35.5%達成により１年早く目標
達成�

コンシューマ部門、時計部門について技
術レベルでの確認を終了し、一部の機
種より量産化対応中�

2002年度は、生産高原単位当たり
1990年度比 31.8％増と悪化。デバ
イス事業は高知カシオ増築による生産
前試運転、調整によるエネルギー使用
の増加が最大要因�

デバイス事業では、2001年度甲府カ
シオ（本社、一宮）カシオマイクロニク
ス（山梨）がゼロエミッションを達成し
ています。また、2002年度にはエレ
クトロニクス機器事業のカシオ電子工
業がゼロエミッションを達成し、計4事
業所がゼロエミッションを達成�

�

2002年度は、生産高原単位あたり
2000年度比14.9％増と悪化。デバ
イス事業における高知カシオの立上げ
と、甲府カシオの生産減が最大要因�

デバイス系国内協力企業１社で使用�
（2004年度までに全廃の予定）�

カシオグループ内に、ＰＣＢを含む19
個のコンデンサー（うち4個は現在使
用中）及び258個の小型安定器を厳
重に保管しており、最適無害化処理を
工業会等の動きに合わせて検討中�

グリーン調達の�
実施目標�

2002年3月末国内拠点のグリーン
調達率80.3%達成により１年早く目
標達成�

2005年度　国内拠点のグリーン調達率
95％�
2005年度 海外拠点のグリーン調達率
85％�

2005年度までに、保管中のPCB含
有機器を無害化処理�

※代替フロンの使用廃止は、洗浄用途として利用されるものを対象としています。�

有害物質の�
使用廃止目標�

代替フロン※の使用を�
協力企業を含む全生産拠点で2002年
末までに見きわめる�

継続�

代替フロンの使用を�
協力企業を含む全生産拠点で2004年
末までに廃止�
�

継続�

2003年度 国内取引先のグリーン調達
率80％�

2003年度 グリーン商品の売上比率
30％�

2004年度までに、鉛はんだの使用を
廃止�

2005年度までに、ゼロエミッション
の達成（埋立処分量ゼロ）�

2005年度 廃棄物発生量を生産高原
単位30％削減（2000年度比）�

�
継続�廃棄物削減目標�

継続�

有害物質の�
使用廃止目標�

2005年度 グリーン商品の売上比率�
50％�

継続�
�

継続�
�

個装箱の容積縮小、中装箱の廃止、外装
箱の薄型化により12.7％削減を達成�

2003年度までに、包装材の使用総量
を20％削減（2000年度比）�

継続�
�



環境経営�環境経営�

環境行動目標“クリーン＆グリーン21”
環境保全への取り組みを自主的・継続的に実施するため、

「カシオ環境ボランタリープラン」に基づいて具体的な目標を制定し、環境負荷の削減に努めています。

カシオ環境憲章・環境基本方針～
環境行動目標までの流れ

カシオグループは、「カシオ環境憲

章」と4つの環境基本方針を具体的に

実行していくために、1993年1月に「カ

シオ環境ボランタリープラン」を策定

し、グループ全体で環境保全活動を

推進してきました。その後、社会状況

や活動の進捗に応じて、2002年12月

に第7版の改訂を行っています。

カシオグループ環境行動計画

「カシオ環境ボランタリープラン」は、

開発、設計、製造、流通、修理サービ

ス、回収・廃棄の各段階で具体的な

環境保全実施項目である「環境保全

ルール」を定めています。

この「環境保全ルール」の中から、

省エネルギーや廃棄物削減など、具

体的な数値目標と実行期限を明確化

した「カシオグループ環境行動目標

“クリーン＆グリーン21”」を1999年6月

に制定し、グループ全体の中期行動

計画を明確にし、計画達成に向けて

推進しています。

なお、2003年6月には次ページの内

容の通り、環境行動目標の改訂を行っ

ています。
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カシオ環境憲章

環境基本方針

カシオ環境ボランタリープラン

開発、設計、製造、流通、修理サービス、回収・

廃棄の各段階で具体的に実施するテーマと施

策を定めたカシオグループの環境行動指針

カシオグループ環境行動目標
―クリーン＆グリーン21―

カシオ環境ボランタリープランで定めた実施

項目のうち、数値目標または実行期限を設定し

た施策

環境行動目標“クリーン＆グリーン21”と進捗状況

12

カシオ環境憲章

カシオは地球環境保全のためにカシオグループ全体

の事業領域にわたり、企業の環境責任の重要性を認識

し、広く国際社会という視点で世界の繁栄と人類の幸

福のために貢献すべく基本方針を定め、具体的施策を

掲げ、実行に努める。

環境基本方針

①国内、海外の環境関連法律、協定、基準を遵守する。

②製品の開発、設計、製造、流通、修理サービス、回収・

廃棄の各段階において環境への配慮を踏まえた自主

的な「カシオ環境保全ルール」※1を定める。カシオグ

ループ全事業部門は責任を持って実行するとともに、

その遵守度を監査し継続的な改善をはかる。

③企業の社会的責任という立場で良き企業市民として

カシオグループ全員が地球環境保全の重要性を認識

し、意識高揚をはかる。

④本方針は、国内、海外のカシオグループ全事業部門

にて適用する。

※1：「カシオ環境保全ルール」は、「カシオ環境ボランタリープラン」に

定める具体的な環境保全実施項目です。

用語解説

RoHS指令による特定物質
2006年7月1日からEU加盟国で施行される「電気・
電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関す
る（RoHS）指令」で特定されている有害物質。水銀、
カドミウム、鉛、六価クロム、PBB、PBDEを指す。

代替フロン
オゾン層を破壊する特定フロンの代わりとして、洗浄
用途として半導体の製造過程や、冷媒用途として冷蔵
庫などに利用されており、京都議定書の削減対象と
なっている。

生産高原単位
二酸化炭素排出量（トン-CO2）を生産高（百万円）で割っ
た二酸化炭素排出量原単位（トン-CO2/百万円）や、廃棄
物発生量（トン）を同じく生産高（百万円）で割った廃棄物
発生量原単位（トン/百万円）などがある。
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2002年度目標� 2002年度実績� 2003年度新規追加目標�取り組み項目�

製品に関する取り組み�

2005年末までに、RoHS指令の特定
物質の鉛（購入品に含有する鉛）、カド
ミウム、水銀、六価クロムの使用を廃止�

RoHS指令及び各国法制化の動きを
確認しつつ、廃止に向けて購入部品の
有害物質調査、及び有害物質を含まな
い部品の選定を実施中�

環境適合型製品の�
開発目標�

2002年度目標� 2002年度実績� 2003年度新規追加目標�取り組み項目�

事業所に関する取り組み�

生産高二酸化炭素（CO2）排出量原単
位を1990年度に対し、2005年度10
％削減、2010年度 25％削減�

省エネルギー目標�

掲載�
ページ�

掲載�
ページ�

�

2003年3月末グリーン商品の売上
比率35.5%達成により１年早く目標
達成�

コンシューマ部門、時計部門について技
術レベルでの確認を終了し、一部の機
種より量産化対応中�

2002年度は、生産高原単位当たり
1990年度比 31.8％増と悪化。デバ
イス事業は高知カシオ増築による生産
前試運転、調整によるエネルギー使用
の増加が最大要因�

デバイス事業では、2001年度甲府カ
シオ（本社、一宮）カシオマイクロニク
ス（山梨）がゼロエミッションを達成し
ています。また、2002年度にはエレ
クトロニクス機器事業のカシオ電子工
業がゼロエミッションを達成し、計4事
業所がゼロエミッションを達成�

�

2002年度は、生産高原単位あたり
2000年度比14.9％増と悪化。デバ
イス事業における高知カシオの立上げ
と、甲府カシオの生産減が最大要因�

デバイス系国内協力企業１社で使用�
（2004年度までに全廃の予定）�

カシオグループ内に、ＰＣＢを含む19
個のコンデンサー（うち4個は現在使
用中）及び258個の小型安定器を厳
重に保管しており、最適無害化処理を
工業会等の動きに合わせて検討中�

グリーン調達の�
実施目標�

2002年3月末国内拠点のグリーン
調達率80.3%達成により１年早く目
標達成�

2005年度　国内拠点のグリーン調達率
95％�
2005年度 海外拠点のグリーン調達率
85％�

2005年度までに、保管中のPCB含
有機器を無害化処理�

※代替フロンの使用廃止は、洗浄用途として利用されるものを対象としています。�

有害物質の�
使用廃止目標�

代替フロン※の使用を�
協力企業を含む全生産拠点で2002年
末までに見きわめる�

継続�

代替フロンの使用を�
協力企業を含む全生産拠点で2004年
末までに廃止�
�

継続�

2003年度 国内取引先のグリーン調達
率80％�

2003年度 グリーン商品の売上比率
30％�

2004年度までに、鉛はんだの使用を
廃止�

2005年度までに、ゼロエミッション
の達成（埋立処分量ゼロ）�

2005年度 廃棄物発生量を生産高原
単位30％削減（2000年度比）�

�
継続�廃棄物削減目標�

継続�

有害物質の�
使用廃止目標�

2005年度 グリーン商品の売上比率�
50％�

継続�
�

継続�
�

個装箱の容積縮小、中装箱の廃止、外装
箱の薄型化により12.7％削減を達成�

2003年度までに、包装材の使用総量
を20％削減（2000年度比）�

継続�
�
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環境経営� 環境経営�

環境マネジメントシステム
環境パフォーマンスを継続的に向上させていくために、

環境マネジメントシステムを構築し、Plan・Do・Check・Actionサイクルを運営しています。

カシオグループでは、右記のカシオ

環境保全体制のもと、カシオ環境ボラ

ンタリープラン P11参照及び環境行動目

標 P12参照　によって、環境保全活動を

推進しています。

推進事務局及び専門委員会による

計画（Plan）、事業部門及び事業所に

おける実行（Do）、環境監査機関にお

ける監査（Check）、環境会議におけ

る見直し（Action）により、環境保全

の体制を確立しています。今後も継続

して、企業の社会的責任を果たすべ

く環境保全に努めます。

環境マネジメントの考え方 カシオの環境保全体制

環境に配慮した活動が日常からで

きるよう、環境教育・啓発活動を推進

しています。新入社員に対しては、配

属前に環境一般教育を実施していま

す。その他、一般教育、専門教育によ

り、一般社員、管理職、環境担当者

など、階層別の社員研修を実施し、

環境意識と知識レベルの向上を進め

用語解説
環境マネジメントシステム
企業が経営方針の中に環境に関する方針を取り入れ、Plan（計画策定）、Do（実
施）、Check（監査）、Action（見直し）の手順で運用する一連の環境管理の取り
組み及び経営資源のこと。ISO14001はその代表。

環境教育

ています。

一般教育では、全社員に環境問

題、環境方針、目的・目標などの認識

の徹底を行い、専門教育では、環境

影響が大きい活動を行う従業員に正

しい手順修得を徹底させています。

また、環境法規制、ISO14001関連、

カシオ環境ボランタリープラン、業界動

向など環境に関する各種最新情報を

カシオ環境会議（年2回開催）や社内

HPで発信しています。このほか、社内

報に環境活動の記事を掲載するな

ど、社員の意識向上とノウハウの共有

化を進めています。

環境保全への取り組みと表彰制度

カシオグループは、国内事業所・国

内外主要拠点でISO14001認証を取

得し、その規範に沿った組織体制の

ほか、リスクマネジメントシステムを構

築し、緊急事態対応訓練、有害物質

使用削減活動など、環境汚染予防を

徹底しています。

高知カシオでは、薬液を供給する

配管は二重配管とし、1階床下配管経

路には防水加工セメントの敷設など、

地中への浸透を防ぐ対策をしていま

す。また、供給タンク等の設置に際し

ては防液堤を設け、万が一の漏れを

想定して、対応訓練を年1回行うなど

万全を期しています。

●環境に関する規制遵守の状況

2002年度カシオグループを含む全事

業所において、環境関連に対する法

令違反、罰金、科料、苦情、事故発

リスクマネジメント

生、訴訟はありませんでした。

●PCB含有機器等の保管

PCB含有機器等については、全社で

19個の高圧コンデンサー、258個の小

型安定器を厳重保管しています。現

在、最適な無害化処理計画を策定中

です。

●土壌汚染の状況

現在における土壌汚染対策法及び東

京都の環境確保条例に基づく土壌汚

染調査では、規定値を超える有害物

質の検出はありませんでした。

●地下水

毎年定期的に地下水の水質検査を行

っていますが、基準値を超えた有害物

質は検出されていません。

専門委員会�

役　　　割�

環境保全活動の実施�

●包装専門委員会�
●グリーン調達専門委員会�
●グリーン商品開発会議�
●環境会計専門委員会�

カシオグループ環境政策、行動目標、�
保全ルールの企画�

国内外環境動向の情報提供�

カシオ環境保全委員会の運営�

環境保全活動の実行度を内部監査�

カシオ環境会議�

専 門 委 員 会 �

実　行　部　門�

推 進 事 務 局 �

環境監査機関�

カシオグループ共通で取り組む戦略
テーマを推進し、以下の4つの専門
委員会で構成�

カシオグループ環境政策、行動目標の
審議、決定�
専門委員会及び実行部門の活動状況、
環境動向等の情報交換�

カシオ環境�
保全委員会�

委員長�副社長�

ACTIONACTION PLANPLAN

カシオ環境会議� 推進事務局�

実行部門�

事業部門・本社・事業所スタッフ・�
支店・営業所・国内外販売会社�

グループ会社�

DODO

PLANPLANCHECKCHECK

環境監査機関�

カシオグループでは、環境マネジメ

ントシステムを全員参加による環境

経営実現のための仕組みととらえ、

ISO14001の認証取得を推進してきま

した。

生産系主要拠点は、国内・海外と

もに取得を完了し、システム及びパフ

ォーマンスの継続的改善活動に移行

しています。また、2002年度にカシオ

マイクロニクスにおいて、青梅（本社）

と山梨事業所を統合した認証を取得

しています。

今後、国内外営業系の拠点にも認

証取得を拡大し、全カシオグループで

の環境保全体制の構築に向け、推進

いたします。

ISO14001の認証取得

国内事業所� 認証取得年月�

山形カシオ（株）�

甲府カシオ（株）�

高知カシオ（株）�

カシオ電子工業（株）�

カシオサポートシステム（株）�

カシオマイクロニクス（株）�

カシオ計算機（株）東京事業所�

カシオ計算機（株）羽村技術センター�

カシオ計算機（株）八王子研究所�

カシオ計算機（株）本社�

カシオソフト（株）�

カシオテクノ（株）�

1997年11月�

1998年  1月�

1998年  3月�

1999年  9月�

2000年  1月�

2000年  3月�

2000年  6月�

2000年10月�

2000年10月�

2000年12月�

2001年12月�

2002年  5月�

海外事業所� 認証取得年月�

韓国カシオ�

香港カシオ 番禺工場�

香港カシオ�

カシオ電子（珠海）有限公司�

朝日エレクトロニクスインドネシア�

カシオタイ�

台湾カシオ�

カシオ電子（深　）有限公司�

カシオ電子（中山）有限公司�

1998年  4月�

1999年  9月�

1999年12月�

2000年  9月�

2001年  2月�

2001年  9月�

2001年12月�

2002年  2月�

2002年  4月�

ISO14001
企業が環境負荷低減のための努力目標を設定し、そのための人材教育やシステム構
築など、環境管理システムを構築するための要求事項が規定されている国際規格。

1413

用語解説

PRTR
Pollutant Release and Transfer Registerの略。人の健康や生態系に有害
なおそれがある化学物質について、国が事業者の報告により、大気、水、土壌への排
出量及び移動量を集計し公表する制度のこと。

PCB
電気製品の絶縁体、コンデンサー・変圧器の熱媒などに使用されていたポリ塩化ビ
フェニールのこと。生物の生殖機能等をかく乱させる可能性のある「環境ホルモン
（外因性内分泌かく乱化学物質）」と呼ばれている。

●PRTR

PRTR法遵守に向け、各事業所ごと

にマニュアルを作成しています。

該当物質ごとに排出量及び移動量

を把握して、法規制に基づいた届

出を行っています。 P29参照

●有害大気汚染物質

経済産業省が1996年10月に定めた

指針で管理対象とされた13物質※につ

いては、カシオグループでは使用して

いません。

●代替フロン

カシオグループでは、2001年度に使用

を廃止していますが、協力工場にお

いてHCFC-141bを使用しています。こ

のHCFC-141bも2004年末までには廃

止する計画です。

カシオ環境会議で、カシオグループの

環境保全活動に関する方針・目標の

策定及び進捗報告を行い、環境保全

の向上に努めています。また2002年度

の環境保全において、大きな成果を挙

げた活動に対する表彰は下表の通

りです。

成果論文表彰制度�
テクノパワー�

改善提案制度�

エコボーナス制度�

カシオグループ�

カシオグループ�

各生産拠点�

随時�

表彰案件�

社長賞�

表彰制度� 運用範囲� 内容� 表彰サイクル�

業務への取り組みの中で優れ
た業績や会社への貢献に対す
る表彰制度�

業務への取り組みの中で優れ
た特許や技術の先行性�

環境保全において成果をあげ
た活動に対する表彰制度�

環境ボランティア活動に参加
することに対する表彰制度�

1件『日経環境経営度19位達成』�
によるIR活動への貢献�

1件（奨励賞）『環境適合設計アセスメ
ント評価ツール』の開発�

表彰者総数：26名�甲府カシオ�

2回/年�
�

1回/年�
�

2回/年�
甲府カシオ：2件 『パソコン電源OFF
アシスタントソフト作成及び導入』�
� 『廃材を利用してのベンチ作成』�

※13物質 アクリロニトリル、アセトアルデヒド、塩化ビニルモ
ノマー、クロロホルム、1,2-ジクロロエタン、ジクロロメタン、テ
トラクロロエチレン、トリクロロエチレン、1,3-ブタジエン、ベン
ゼン、ホルムアルデヒド、二硫化三ニッケル、硫酸ニッケル　

1998�1999�2000�2001�2002�

件数�

金額�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

年度�

カシオ環境会議における委員長の方針説明
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環境マネジメントシステム
環境パフォーマンスを継続的に向上させていくために、

環境マネジメントシステムを構築し、Plan・Do・Check・Actionサイクルを運営しています。

カシオグループでは、右記のカシオ

環境保全体制のもと、カシオ環境ボラ

ンタリープラン P11参照及び環境行動目

標 P12参照　によって、環境保全活動を

推進しています。

推進事務局及び専門委員会による

計画（Plan）、事業部門及び事業所に

おける実行（Do）、環境監査機関にお

ける監査（Check）、環境会議におけ

る見直し（Action）により、環境保全

の体制を確立しています。今後も継続

して、企業の社会的責任を果たすべ

く環境保全に努めます。

環境マネジメントの考え方 カシオの環境保全体制

環境に配慮した活動が日常からで

きるよう、環境教育・啓発活動を推進

しています。新入社員に対しては、配

属前に環境一般教育を実施していま

す。その他、一般教育、専門教育によ

り、一般社員、管理職、環境担当者

など、階層別の社員研修を実施し、

環境意識と知識レベルの向上を進め

用語解説
環境マネジメントシステム
企業が経営方針の中に環境に関する方針を取り入れ、Plan（計画策定）、Do（実
施）、Check（監査）、Action（見直し）の手順で運用する一連の環境管理の取り
組み及び経営資源のこと。ISO14001はその代表。

環境教育

ています。

一般教育では、全社員に環境問

題、環境方針、目的・目標などの認識

の徹底を行い、専門教育では、環境

影響が大きい活動を行う従業員に正

しい手順修得を徹底させています。

また、環境法規制、ISO14001関連、

カシオ環境ボランタリープラン、業界動

向など環境に関する各種最新情報を

カシオ環境会議（年2回開催）や社内

HPで発信しています。このほか、社内

報に環境活動の記事を掲載するな

ど、社員の意識向上とノウハウの共有

化を進めています。

環境保全への取り組みと表彰制度

カシオグループは、国内事業所・国

内外主要拠点でISO14001認証を取

得し、その規範に沿った組織体制の

ほか、リスクマネジメントシステムを構

築し、緊急事態対応訓練、有害物質

使用削減活動など、環境汚染予防を

徹底しています。

高知カシオでは、薬液を供給する

配管は二重配管とし、1階床下配管経

路には防水加工セメントの敷設など、

地中への浸透を防ぐ対策をしていま

す。また、供給タンク等の設置に際し

ては防液堤を設け、万が一の漏れを

想定して、対応訓練を年1回行うなど

万全を期しています。

●環境に関する規制遵守の状況

2002年度カシオグループを含む全事

業所において、環境関連に対する法

令違反、罰金、科料、苦情、事故発

リスクマネジメント

生、訴訟はありませんでした。

●PCB含有機器等の保管

PCB含有機器等については、全社で

19個の高圧コンデンサー、258個の小

型安定器を厳重保管しています。現

在、最適な無害化処理計画を策定中

です。

●土壌汚染の状況

現在における土壌汚染対策法及び東

京都の環境確保条例に基づく土壌汚

染調査では、規定値を超える有害物

質の検出はありませんでした。

●地下水

毎年定期的に地下水の水質検査を行

っていますが、基準値を超えた有害物

質は検出されていません。

専門委員会�

役　　　割�

環境保全活動の実施�

●包装専門委員会�
●グリーン調達専門委員会�
●グリーン商品開発会議�
●環境会計専門委員会�

カシオグループ環境政策、行動目標、�
保全ルールの企画�

国内外環境動向の情報提供�

カシオ環境保全委員会の運営�

環境保全活動の実行度を内部監査�

カシオ環境会議�

専 門 委 員 会 �

実　行　部　門�

推 進 事 務 局 �

環境監査機関�

カシオグループ共通で取り組む戦略
テーマを推進し、以下の4つの専門
委員会で構成�

カシオグループ環境政策、行動目標の
審議、決定�
専門委員会及び実行部門の活動状況、
環境動向等の情報交換�

カシオ環境�
保全委員会�

委員長�副社長�
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カシオ環境会議� 推進事務局�

実行部門�

事業部門・本社・事業所スタッフ・�
支店・営業所・国内外販売会社�

グループ会社�

DODO

PLANPLANCHECKCHECK

環境監査機関�

カシオグループでは、環境マネジメ

ントシステムを全員参加による環境

経営実現のための仕組みととらえ、

ISO14001の認証取得を推進してきま

した。

生産系主要拠点は、国内・海外と

もに取得を完了し、システム及びパフ

ォーマンスの継続的改善活動に移行

しています。また、2002年度にカシオ

マイクロニクスにおいて、青梅（本社）

と山梨事業所を統合した認証を取得

しています。

今後、国内外営業系の拠点にも認

証取得を拡大し、全カシオグループで

の環境保全体制の構築に向け、推進

いたします。

ISO14001の認証取得

国内事業所� 認証取得年月�

山形カシオ（株）�

甲府カシオ（株）�

高知カシオ（株）�

カシオ電子工業（株）�

カシオサポートシステム（株）�

カシオマイクロニクス（株）�

カシオ計算機（株）東京事業所�

カシオ計算機（株）羽村技術センター�

カシオ計算機（株）八王子研究所�

カシオ計算機（株）本社�

カシオソフト（株）�

カシオテクノ（株）�

1997年11月�

1998年  1月�

1998年  3月�

1999年  9月�

2000年  1月�

2000年  3月�

2000年  6月�

2000年10月�

2000年10月�

2000年12月�

2001年12月�

2002年  5月�

海外事業所� 認証取得年月�

韓国カシオ�

香港カシオ 番禺工場�

香港カシオ�

カシオ電子（珠海）有限公司�

朝日エレクトロニクスインドネシア�

カシオタイ�

台湾カシオ�

カシオ電子（深　）有限公司�

カシオ電子（中山）有限公司�

1998年  4月�

1999年  9月�

1999年12月�

2000年  9月�

2001年  2月�

2001年  9月�

2001年12月�

2002年  2月�

2002年  4月�

ISO14001
企業が環境負荷低減のための努力目標を設定し、そのための人材教育やシステム構
築など、環境管理システムを構築するための要求事項が規定されている国際規格。

1413

用語解説

PRTR
Pollutant Release and Transfer Registerの略。人の健康や生態系に有害
なおそれがある化学物質について、国が事業者の報告により、大気、水、土壌への排
出量及び移動量を集計し公表する制度のこと。

PCB
電気製品の絶縁体、コンデンサー・変圧器の熱媒などに使用されていたポリ塩化ビ
フェニールのこと。生物の生殖機能等をかく乱させる可能性のある「環境ホルモン
（外因性内分泌かく乱化学物質）」と呼ばれている。

●PRTR

PRTR法遵守に向け、各事業所ごと

にマニュアルを作成しています。

該当物質ごとに排出量及び移動量

を把握して、法規制に基づいた届

出を行っています。 P29参照

●有害大気汚染物質

経済産業省が1996年10月に定めた

指針で管理対象とされた13物質※につ

いては、カシオグループでは使用して

いません。

●代替フロン

カシオグループでは、2001年度に使用

を廃止していますが、協力工場にお

いてHCFC-141bを使用しています。こ

のHCFC-141bも2004年末までには廃

止する計画です。

カシオ環境会議で、カシオグループの

環境保全活動に関する方針・目標の

策定及び進捗報告を行い、環境保全

の向上に努めています。また2002年度

の環境保全において、大きな成果を挙

げた活動に対する表彰は下表の通

りです。

成果論文表彰制度�
テクノパワー�

改善提案制度�

エコボーナス制度�

カシオグループ�

カシオグループ�

各生産拠点�

随時�

表彰案件�

社長賞�

表彰制度� 運用範囲� 内容� 表彰サイクル�

業務への取り組みの中で優れ
た業績や会社への貢献に対す
る表彰制度�

業務への取り組みの中で優れ
た特許や技術の先行性�

環境保全において成果をあげ
た活動に対する表彰制度�

環境ボランティア活動に参加
することに対する表彰制度�

1件『日経環境経営度19位達成』�
によるIR活動への貢献�

1件（奨励賞）『環境適合設計アセスメ
ント評価ツール』の開発�

表彰者総数：26名�甲府カシオ�

2回/年�
�

1回/年�
�

2回/年�
甲府カシオ：2件 『パソコン電源OFF
アシスタントソフト作成及び導入』�
� 『廃材を利用してのベンチ作成』�

※13物質 アクリロニトリル、アセトアルデヒド、塩化ビニルモ
ノマー、クロロホルム、1,2-ジクロロエタン、ジクロロメタン、テ
トラクロロエチレン、トリクロロエチレン、1,3-ブタジエン、ベン
ゼン、ホルムアルデヒド、二硫化三ニッケル、硫酸ニッケル　

1998�1999�2000�2001�2002�

件数�

金額�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

年度�

カシオ環境会議における委員長の方針説明
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環境経営�

環境会計
事業活動における環境活動の費用対効果を可能な限り分析しています。

2002年度は、環境省「環境会計ガイドライン（2002年版）」に基づいて集計しています。
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カシオグループでは1999年度から環境会計に取り組み

はじめ、2000年度から公表を行っています。

公表実績数値は、明確な根拠に基づくもののみとしてい

ますが、内部環境会計においては環境経営の方針決定

ツールとして、環境汚染の修復、訴訟費用、省エネ・省資

源等によるＣＯ２、廃棄物削減量などを金額に置き換えた

場合の仮定的算出に基づく集計の研究も行っています。

また、環境経営指標についても継続的な評価と見直し

を実施し、体質強化を図っています。

環境負荷低減活動として、各事業所、生

産拠点では、各種のプロジェクトを組んで活

動を展開しています。

右記のプロジェクトはその一例ですが、その

他にもリサイクル業者の選定、社内管理の徹

底などにより、投資・経費をかけることなく、

埋立て量の削減、廃棄物発生の削減に努

めています。

甲府カシオにおいては、部品供給用トレー、

スティック等のリユースにより8.4トンの廃棄

物を削減しました。

また、カシオグループ（国内）では発生廃棄

物の約50％にあたる3,150トン（熱回収焼却

を除く）がリユース・リサイクルされています。

カシオの考える環境会計 2002年度実績

2002年度 （2002年4月～2003年3月）実績報告�

設備投資� 環境費用�

金額単位：百万円�

デバイス事業�

項　目�

事業エリア内コスト�

　   公害防止コスト�

　　地球環境保全コスト�

　　資源循環コスト�

上・下流コスト�

�

�

63�

11�

50�

2�

�

実績�

1,543�

783�

650�

110�

�

前年実績�

0�

�

�

�

�

�

�

増減� �

63�

11�

50�

2�

�

実績�

1,557�

792�

650�

115

前年実績�

有害物除害、制御各装置�

洗浄装置�

純水リサイクルシステム�

増減�

25�

3�

52�

▲30�

�

53�

39�

12�

2�

�

7�

▲1�

4�

4�

�

増減率�

デバイス事業�
当期の主な内容�

エレクトロニクス機器事業�

設備投資�

デバイス事業� エレクトロニクス機器事業�

環境保全効果【対前年】�環境負荷�

合計�

環境保全コスト�

デバイス事業�

環境保全対策に伴う経済効果�

内
訳�

年度�

2002

2001

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600
百万円�

エレクトロニクス機器事業�
年度�

2002

2001

0 5 10 15 20
百万円�

デバイス事業�
年度�

2002

2001

0 50 100 150 200 250 300 350 400
百万円�

エレクトロニクス機器事業�
年度�

2002

2001

0 100 200 300 400 500 600
百万円�

環境費用�

�

�

2�

�

14�

9�

�

5�

�

�

�

▲1,480�

▲722�

▲600�

▲108�

�

▲14�

▲9�

0�

▲5

合計�

実績�前年実績�増減�

▲1,494�

▲781�

▲600�

▲113

鉛フリーはんだ�
研究用装置�

344�

165�

13�

166�

�

�

実績�

302�

138�

18�

146�

�

�

前年実績�

206�

3�

�

203�

�

増減�

550�

168�

13�

369

実績�

523�

153�

19�

351

前年実績�増減�

デバイス事業� エレクトロニクス機器事業�

221�

15�

1�

205�

�

42�

27�

▲5�

20

▲15�

▲12�

▲1�

▲2

合計�

実績�前年実績�増減�

27�

15�

▲6�

18

設備維持管理費用等�

グリーン商品開発費用�
鉛フリーはんだ研究費用�

管理活動コスト�

�

総　計�

研究開発コスト�
�

情報開示・社会貢献コスト�

�
その他のコスト�

�

0�

0�

▲2�

0�

　0�

�
▲1,482�

�

8�

�

�

81,54563

4�

�

�

�
18 ▲10 71 1,563 ▲1,492�

�

0�

0�

4�

0�

0�

�

0�

0�

8�

0�

0�

�

0�

0�

6�

0�

0�

�

0�

0�

2�

0�

　0�

�

�

48�

�

13�

�

�
405

�

61�

4�

17�

�

384

0�

▲13�

▲4�

▲4�

　0

21�

�

137�

108�

59�

20�

4

534

114�

109�

65�

39�

�

548�

�

23�

▲1�

▲6�

▲19�

4

▲14

137�

156�

59�

33�

4�

�
939

114�

170�

69�

56�

0

932

23�

▲14�

▲10�

▲23�

4

7

トナー回収費用�
グリーン購入関連費用�
�
ISO維持管理費用�
管理活動人件費�
教育費�

緑化費用�
環境報告書作成費用�
エコプロダクツ出展費用�
�

当期の主な内容�
実績�前年実績�増減�

5

30

▲44�

▲117�

32�

41�

�
10

▲34

69�

120�

20�

▲71�

�
▲5

64

エレクトロニクス機器事業�

実績�前年実績�

285 312

増減�

305232

▲27 315

実績�前年実績�増減�

46�

40�

8�

▲2

▲73

278 37

78�

42�

64�

▲28�

�
237

▲37�

▲118�

36�

45�

�
315

115�

160�

28�

▲73�

�
▲78

当期の主な内容�

省エネルギー（対前年）�

省資源化推進による効果�

廃棄費用削減（対前年）�

製品のリサイクル、�
副資材などのリユース、�
有価物の売却収入など�

デバイス事業所2ヶ所（高知カシオ、
カシオマイクロニクス（山梨））の
生産立上げに伴う、電力、空調用燃
料等の増（CO2、NOX、SOXの排
出増）及び廃棄物総量増がありま
すが、今後、計画通りの生産により
原単位は削減の見通しです。�

CO2 　  72,250トン�

ＮＯｘ　　　    23トン�

ＳＯｘ 　           8トン�

廃棄物量　4,998トン�

埋立て量　　　45トン�

PRTR該当物質 124トン�

本年総量�

デバイス事業�

本年総量�

エレクトロニクス機器事業�

増減量�増減率�増減量�

CO2　   　14,119トン�

ＮＯｘ　　　　　   2トン�

ＳＯｘ　　　　　   3トン�

廃棄物量　1,392トン�

埋立て量　　102トン�

PRTR該当物質　  3トン�

4,603トン増�

5トン増�

2トン増�

1,115トン増�

22トン減�

16トン増�

7%増�

25%増�

31%増�

29%増�

32%減�

14%増�

449トン増�

0.3トン増�

0.3トン増�

15トン減�

85トン減�

1トン増�

�

33%増�

28%増�

10%増�

1%減�

45%減�

92%増�

450

※環境費用の中に固定資産の減価償却費は含めていません。    �
※人件費は、平均単価を使用して算出しています。    

リサイクル・廃棄費用�

公害防止コスト　　 地球環境保全コスト　　 資源循環コスト　　 上・下流コスト　　 管理活動コスト　　 研究開発コスト　　 社会活動コスト　　 その他のコスト　　　　　　�

�

公害防止コスト　　 地球環境保全コスト　　 資源循環コスト　　 上・下流コスト　　 管理活動コスト　　 研究開発コスト　　 社会活動コスト　　 その他のコスト　　　　　　�

2002年度の実績は下表の通りです。集計対象範囲が

変更になりましたので、2001年度の実績も変更後の対象

範囲に修正しています。（1ページ参照）

環境設備投資は、LCD洗浄装置や鉛フリーはんだ研

究用装置の購入など71百万円でした。2001年度は高知

カシオ第3工場の増設に伴う環境投資約12億円などがあ

りましたが、2002年度は大幅に減少しました。環境費用

はデバイスが微増、エレクトロニクスがやや減少という

結果となり、全体的には特に大きな変化はありません

でした。

なお、その他のコストの項目に4百万円の費用が発生

していますが、北米環境法規制対応のための費用として

単年度のみの発生費用です。環境保全対策に伴う経済

効果については、昨年大幅にマイナスとなった省エネル

ギー効果が改善された反面、リサイクル・廃棄費用削減効

果の減少もあり、全体としては若干の増加になりました。

経済効果率�

�

経済効果全金額�
環境費用総額�

売上環境効率�

�

売上※（百万円）�
環境負荷（CO2排出量：トン-CO2）�

CO2排出1トンあたり、どれだけの�
売上高を上げているかを表します。�

環境活動の総費用が経済的合理性を�
どの程度有しているかを表します。�

0.07 0.53 0.34 0.57 0.30▲0.09

2002年度� 2001年度�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�

0.98 15.77 3.40 12.79 2.900.91

2002年度� 2001年度�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�
※売上：国内９社（Ｐ1参照）がカシオグループ以外へ販売した売上を合計したもの�

＊各事業所、プロジェクト毎に行った環境改善活動の効果を表し、投入費用対年間の省エネ効果金額の比で表し、１以上
を理想としておりますが、減価償却期間を乗じた場合に1以上であれば、環境経営状態と考えています。�
＊＊投資額は2001年、効果は2002年の年間実績にて算出しています。�
なお、プロジェクト単位の効果のうち、将来の効果については仮定的な計算に基づく数値となりますので、下記の経済効
果の実績金額には含まれていません。�

= 1.06=
20,200千円（効果金額）�

19,000千円（投入費用）�
排水回収再利用装置設置�

= 0.12=
65千円（効果金額）�

550千円（投入費用）�
照明器具高効率型（Hf）切換え�

= 0.075=522千円（効果金額）�

7,000千円（投入費用）�
高効率変圧器更新�

純水で洗浄した後の排水を回収し、再び、純水を作る原水として再使用し、地下水汲上げ量削減、下水道
への放流水量とその料金及び処理薬液削減とその費用を低減し、費用回収１年以下とし、減価償却期間
は15年と大きな効果を得ました。�

工程領域の一部について、必要以上の照度部分はないかを詳細に調査、見直しを行い、且つ高効率な
Hf型の蛍光灯に切換え、電力を削減いたしました。小規模な範囲であることから経済効果率0.12と
なっていますが、減価償却期間10年以内には投資回収できる値となっています。�

工場供給電力トランスを、高効率のタイプに置き換え、電力変換効率を高め省エネを図りました。経済
効果率0.075と効果は小さくなっていますが、減価償却期間15年以内には投資回収できる値となって
います。�

実施内容� 費用対効果計算式� 経済効果率�

（水資源を年間 約4万ｍ3削減が可能となり、市下水道への排水量が削減されております）�
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産拠点では、各種のプロジェクトを組んで活

動を展開しています。

右記のプロジェクトはその一例ですが、その

他にもリサイクル業者の選定、社内管理の徹

底などにより、投資・経費をかけることなく、

埋立て量の削減、廃棄物発生の削減に努

めています。

甲府カシオにおいては、部品供給用トレー、

スティック等のリユースにより8.4トンの廃棄

物を削減しました。

また、カシオグループ（国内）では発生廃棄

物の約50％にあたる3,150トン（熱回収焼却

を除く）がリユース・リサイクルされています。

カシオの考える環境会計 2002年度実績

2002年度 （2002年4月～2003年3月）実績報告�

設備投資� 環境費用�

金額単位：百万円�

デバイス事業�

項　目�

事業エリア内コスト�

　   公害防止コスト�

　　地球環境保全コスト�

　　資源循環コスト�

上・下流コスト�

�

�

63�

11�

50�

2�

�

実績�

1,543�

783�

650�

110�

�

前年実績�

0�

�

�

�

�

�

�

増減� �

63�

11�

50�

2�

�

実績�

1,557�

792�

650�

115

前年実績�

有害物除害、制御各装置�

洗浄装置�

純水リサイクルシステム�

増減�

25�

3�

52�

▲30�

�

53�

39�

12�

2�

�

7�

▲1�

4�

4�

�

増減率�

デバイス事業�
当期の主な内容�

エレクトロニクス機器事業�

設備投資�

デバイス事業� エレクトロニクス機器事業�

環境保全効果【対前年】�環境負荷�

合計�

環境保全コスト�

デバイス事業�

環境保全対策に伴う経済効果�

内
訳�

年度�

2002

2001

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600
百万円�

エレクトロニクス機器事業�
年度�

2002

2001

0 5 10 15 20
百万円�

デバイス事業�
年度�

2002

2001

0 50 100 150 200 250 300 350 400
百万円�

エレクトロニクス機器事業�
年度�

2002

2001

0 100 200 300 400 500 600
百万円�

環境費用�

�

�

2�

�

14�

9�

�

5�

�

�

�

▲1,480�

▲722�

▲600�

▲108�

�

▲14�

▲9�

0�

▲5

合計�

実績�前年実績�増減�

▲1,494�

▲781�

▲600�

▲113

鉛フリーはんだ�
研究用装置�

344�

165�

13�

166�

�

�

実績�

302�

138�

18�

146�

�

�

前年実績�

206�

3�

�

203�

�

増減�

550�

168�

13�

369

実績�

523�

153�

19�

351

前年実績�増減�

デバイス事業� エレクトロニクス機器事業�

221�

15�

1�

205�

�

42�

27�

▲5�

20

▲15�

▲12�

▲1�

▲2

合計�

実績�前年実績�増減�

27�

15�

▲6�

18

設備維持管理費用等�

グリーン商品開発費用�
鉛フリーはんだ研究費用�

管理活動コスト�

�

総　計�

研究開発コスト�
�

情報開示・社会貢献コスト�

�
その他のコスト�

�

0�

0�

▲2�

0�

　0�

�
▲1,482�

�

8�

�

�

81,54563

4�

�

�

�
18 ▲10 71 1,563 ▲1,492�

�

0�

0�

4�

0�

0�

�

0�

0�

8�

0�

0�

�

0�

0�

6�

0�

0�

�

0�

0�

2�

0�

　0�

�

�

48�

�

13�

�

�
405

�

61�

4�

17�

�

384

0�

▲13�

▲4�

▲4�

　0

21�

�

137�

108�

59�

20�

4

534

114�

109�

65�

39�

�

548�

�

23�

▲1�

▲6�

▲19�

4

▲14

137�

156�

59�

33�

4�

�
939

114�

170�

69�

56�

0

932

23�

▲14�

▲10�

▲23�

4

7

トナー回収費用�
グリーン購入関連費用�
�
ISO維持管理費用�
管理活動人件費�
教育費�

緑化費用�
環境報告書作成費用�
エコプロダクツ出展費用�
�

当期の主な内容�
実績�前年実績�増減�

5

30

▲44�

▲117�

32�

41�

�
10

▲34

69�

120�

20�

▲71�

�
▲5

64

エレクトロニクス機器事業�

実績�前年実績�

285 312

増減�

305232

▲27 315

実績�前年実績�増減�

46�

40�

8�

▲2

▲73

278 37

78�

42�

64�

▲28�

�
237

▲37�

▲118�

36�

45�

�
315

115�

160�

28�

▲73�

�
▲78

当期の主な内容�

省エネルギー（対前年）�

省資源化推進による効果�

廃棄費用削減（対前年）�

製品のリサイクル、�
副資材などのリユース、�
有価物の売却収入など�

デバイス事業所2ヶ所（高知カシオ、
カシオマイクロニクス（山梨））の
生産立上げに伴う、電力、空調用燃
料等の増（CO2、NOX、SOXの排
出増）及び廃棄物総量増がありま
すが、今後、計画通りの生産により
原単位は削減の見通しです。�

CO2 　  72,250トン�

ＮＯｘ　　　    23トン�

ＳＯｘ 　           8トン�

廃棄物量　4,998トン�

埋立て量　　　45トン�

PRTR該当物質 124トン�

本年総量�

デバイス事業�

本年総量�

エレクトロニクス機器事業�

増減量�増減率�増減量�

CO2　   　14,119トン�

ＮＯｘ　　　　　   2トン�

ＳＯｘ　　　　　   3トン�

廃棄物量　1,392トン�

埋立て量　　102トン�

PRTR該当物質　  3トン�

4,603トン増�

5トン増�

2トン増�

1,115トン増�

22トン減�

16トン増�

7%増�

25%増�

31%増�

29%増�

32%減�

14%増�

449トン増�

0.3トン増�

0.3トン増�

15トン減�

85トン減�

1トン増�

�

33%増�

28%増�

10%増�

1%減�

45%減�

92%増�

450

※環境費用の中に固定資産の減価償却費は含めていません。    �
※人件費は、平均単価を使用して算出しています。    

リサイクル・廃棄費用�

公害防止コスト　　 地球環境保全コスト　　 資源循環コスト　　 上・下流コスト　　 管理活動コスト　　 研究開発コスト　　 社会活動コスト　　 その他のコスト　　　　　　�

�

公害防止コスト　　 地球環境保全コスト　　 資源循環コスト　　 上・下流コスト　　 管理活動コスト　　 研究開発コスト　　 社会活動コスト　　 その他のコスト　　　　　　�

2002年度の実績は下表の通りです。集計対象範囲が

変更になりましたので、2001年度の実績も変更後の対象

範囲に修正しています。（1ページ参照）

環境設備投資は、LCD洗浄装置や鉛フリーはんだ研

究用装置の購入など71百万円でした。2001年度は高知

カシオ第3工場の増設に伴う環境投資約12億円などがあ

りましたが、2002年度は大幅に減少しました。環境費用

はデバイスが微増、エレクトロニクスがやや減少という

結果となり、全体的には特に大きな変化はありません

でした。

なお、その他のコストの項目に4百万円の費用が発生

していますが、北米環境法規制対応のための費用として

単年度のみの発生費用です。環境保全対策に伴う経済

効果については、昨年大幅にマイナスとなった省エネル

ギー効果が改善された反面、リサイクル・廃棄費用削減効

果の減少もあり、全体としては若干の増加になりました。

経済効果率�

�

経済効果全金額�
環境費用総額�

売上環境効率�

�

売上※（百万円）�
環境負荷（CO2排出量：トン-CO2）�

CO2排出1トンあたり、どれだけの�
売上高を上げているかを表します。�

環境活動の総費用が経済的合理性を�
どの程度有しているかを表します。�

0.07 0.53 0.34 0.57 0.30▲0.09

2002年度� 2001年度�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�

0.98 15.77 3.40 12.79 2.900.91

2002年度� 2001年度�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�

デバイス事業�エレクトロニクス機器事業� 計�

�
※売上：国内９社（Ｐ1参照）がカシオグループ以外へ販売した売上を合計したもの�

＊各事業所、プロジェクト毎に行った環境改善活動の効果を表し、投入費用対年間の省エネ効果金額の比で表し、１以上
を理想としておりますが、減価償却期間を乗じた場合に1以上であれば、環境経営状態と考えています。�
＊＊投資額は2001年、効果は2002年の年間実績にて算出しています。�
なお、プロジェクト単位の効果のうち、将来の効果については仮定的な計算に基づく数値となりますので、下記の経済効
果の実績金額には含まれていません。�

= 1.06=
20,200千円（効果金額）�

19,000千円（投入費用）�
排水回収再利用装置設置�

= 0.12=
65千円（効果金額）�

550千円（投入費用）�
照明器具高効率型（Hf）切換え�

= 0.075=522千円（効果金額）�

7,000千円（投入費用）�
高効率変圧器更新�

純水で洗浄した後の排水を回収し、再び、純水を作る原水として再使用し、地下水汲上げ量削減、下水道
への放流水量とその料金及び処理薬液削減とその費用を低減し、費用回収１年以下とし、減価償却期間
は15年と大きな効果を得ました。�

工程領域の一部について、必要以上の照度部分はないかを詳細に調査、見直しを行い、且つ高効率な
Hf型の蛍光灯に切換え、電力を削減いたしました。小規模な範囲であることから経済効果率0.12と
なっていますが、減価償却期間10年以内には投資回収できる値となっています。�

工場供給電力トランスを、高効率のタイプに置き換え、電力変換効率を高め省エネを図りました。経済
効果率0.075と効果は小さくなっていますが、減価償却期間15年以内には投資回収できる値となって
います。�

実施内容� 費用対効果計算式� 経済効果率�

（水資源を年間 約4万ｍ3削減が可能となり、市下水道への排水量が削減されております）�



製品開発� 製品開発�

製品アセスメントによるグリーン商品の開発
環境に配慮した製品づくりを促進するため、製品アセスメントを実施し、

基準を満たした製品を「カシオグリーン商品」として認定しています。

環境に配慮した製品づくり

エレクトロニクス機器事業 製品アセスメントのプロセス

製品アセスメントの実績

カシオグループでは、「カシオ環境ボ

ランタリープラン」に基づき、新製品を

対象に製品アセスメントを1993年から

実施し、2001年には環境適合製品づ

くりを目指し、環境適合基準を明確に

するために「カシオグリーン商品開発

ガイドライン」を制定しました。このガイ

ドラインと「製品環境監査手順書」に

基づいて、「製品環境監査シート」を作

成し、企画段階から各段階において製

品アセスメントを行い、ガイドラインに定

められた基準を満たした製品を「カシ

オグリーン商品」として認定しています。

製品企画の段階で1回目のアセス

メントを行い、デザイン決定段階で2回

目、量産化決定段階で3回目の計3段

階で製品アセスメントを行っています。

デバイス事業製品アセスメントは社

内用または顧客要求基準に従い、3R

の容易化設計、有害物質削減につい

て評価を行い、その内容を生産拠点

で確認・評価しています。

その結果に対して、品質・環境センタ

ーが監査を行い、確認・評価をしてい

ます。

エレクトロニクス機器事業 製品アセスメントの構成

製品アセスメントを環境設計度（基

本的な環境適合設計の実施度）と環

境商品度（先進的な環境適合設計の

実施度）に分けています。環境設計度

評価では、3Rの容易化設計及び有害

物質削減部品の使用状況について評

価を行い、環境商品度では、再生材

グリーン商品の社内基準

・電卓�
・電子辞書�
・電子文具�
・デジタルカメラ�
・携帯電話�
・時計（クロック、ウオッチ）�
・電子楽器�
・液晶テレビ�

1�
2�
3�
4�
5�
6�
7�
8�
9�
10�
11

材料表示�
リサイクル設計�
樹脂部品種類統合�
分解性向上�
電池のリサイクル�
材料・識別表示�
環境情報開示�
単一分別・分解�
再生資源�
グリーン調達�
オゾン層保護・汚染防止�

配点100点満点中90点以上が必要�

環
境
設
計
度
評
価�

・プリンタ�
・ハンディターミナル�
・オフィス・コンピューター�
・パソコン�
・PDA／HPC（法人向）�
・伝票発行専用機（楽一）�
・電子式キャッシュレジスター／�
  POS端末�

1�
2�
3�
4�
5�
6�
7�
8�
9

省エネルギー�
リデュース�
リユース�
リサイクル�
処理容易性�
環境保全性�
包装資材�
情報提供�
取り扱い説明書、カタログ等�

配点900点満点で90％以上が必要�

環
境
設
計
度
評
価�

1�
2�
3�
4�
5�
6�
7�
8�
9

トップランナー省資源�
トップランナー省エネルギー�
トップランナー環境負荷�
鉛フリー�
有害物質フリー�
クロムフリー�
塩ビフリー�
省エネラベル取得�
回収・リサイクル�

9項目中、2項目以上の適合が必要�

環
境
商
品
度
評
価�

1 コンシューマ商品�

2 システム機器商品�

1�

�
2�

3�

4�

5�

6

資源の再利用:時計（ウオッチ）以外�

安全性（アレルギー）：時計（ウオッチ）�

消費電力の削減・電池の長寿命化�

部品点数の削減�

資源の有効利用�

鉛フリーはんだ採用�

特定有害物質廃止�

6項目中、2項目以上の適合が必要�

環
境
商
品
度
評
価�

1817

2001年度実績�2002年度実績�

エレクトロニクス機器事業製品�

デバイス事業製品�

合　　計�

121�

45�

166

92�

80�

172

2000年度実績�

60�

61�

121

分　　　類�

環境商品度評価�環境設計度評価�
先進的な環境適合設計の�

実施度�
●省エネ、省資源、鉛フリーなど�

基本的な環境適合設計の�
実施度�

●リサイクルの容易性など�

製品環境監査手順書 製品環境監査シート

デバイス事業製品アセスメントの構成

1�

2�

3�

4�

5

再資源の利用率向上�

分別処理の容易化�

分解処理の容易化�

製品の小型、薄型化、軽量化�

有害物質を含む材料の使用廃止・Pb（鉛）の減量化�

6�

7�

8�

9�

10

社
内
基
準�

消費電力の減量化�

梱包材の縮小、使用材料の減少化�

包装材規制の遵守�

包装規制に対するマーキング�

代替フロン、塩素系溶剤及び温室効果ガスの使用廃止�

料・省エネ・省資源等の資源の有効利

用及び特定有害物質の排除の評価を

行い、両方の基準を満たした製品ま

たはタイプⅠ環境ラベル（エコマーク、

ブルーエンジェル等）P19参照 を取得し

た製品を「カシオグリーン商品」として

認定しています。

用語解説

鉛フリーはんだ
プリント基板などに使用されるはんだはすずと鉛の合金であるため、廃棄され
た際の鉛流出による環境汚染が問題視されている。有害な重金属である鉛を
含まず、すずと銀や銅などから構成されるはんだのこと。

カードサイズ液晶デジタルカメラ

C.G.P.50活動
（グリーン商品の売上金額比率を50％に）

グリーン商品事例

省エネ対応設計として、電卓の

約80％にソーラー電池を採用して

います。ケースには再生プラスチッ

クを100％使用。また、鉛フリーは

んだを採用するなど、有害物質を

使用していません。
※昨年、エコ電卓で使用した再生プラスチック量は
年間30トンで、今後はさらに増やしていく計画です。

エコ電卓

リサイクルを容易に行えるように

組立性、分解性を考慮し、今まで

右記部品をビスで固定していまし

たが、ビスを使わずに固定できる

構造を考案し、ビス10本の削減を

行っています。

標準電波を受信して、常に正確

な時刻を表示し、ソーラー電池採

用により電池交換も不要です。ま

た、低消費電力化LSIの開発によ

り消費電力を従来比50％削減しま

した。「The G（ザ ジー）」では、

耐衝撃構造を施すことにより、壊れ

にくい長寿命時計を開発しました。

ソーラー電波ウオッチ

鉛フリーはんだの採用事例

人体や環境に影響のある有害物質の鉛の使用廃止に向

けて1999年度よりエコ電卓に鉛フリーはんだの採用を開始

し、2003年度は電卓・電子文具・電子楽器・時計等に拡大、

2004年度までに、鉛はんだ全廃を目標に推進しています。

グリーン商品売上比率�
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単位：% ■実績　■目標�

2001 2002 2003 2004 2005 年度�

50

35.3

3

小型・薄型化を実現する独自の

高密度実装技術MCM（Multi

Chip Module）によりEX-S2では

従来モデルの基板面積比で約70%

の省スペース化を実現しました。

EXILIM ZOOM（EX-Z3）は、さ

らにStack MCMによりLSIを立

体実装することで40%減を実現

し、消費電力においても13％削減

しています。表示部では、消費電

力はそのままに、液晶画面1.6型を

2.0型にまで拡大し、見やすさを追

求しました。また、個装箱のサイズ

を37％小さくし、省資源化を実現

しました。

カシオは、2001年度より開始したC.G.P. 30を予定よりも１

年早く達成いたしましたので、新たな目標としてC.G.P. 50

を設定し、2005年度までに50％達成を目指します｡

1.6" TFT LCD
2.0" large TFT LCD

78%�
UP

従来機EX-62の
基板

EX-S2の
基板

EX-Z3

Stack MCM使用の
EX-Z3の基板

40%
DOWN

70%
DOWN

▲ ▲
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製品開発� 製品開発�

製品アセスメントによるグリーン商品の開発
環境に配慮した製品づくりを促進するため、製品アセスメントを実施し、

基準を満たした製品を「カシオグリーン商品」として認定しています。

環境に配慮した製品づくり

エレクトロニクス機器事業 製品アセスメントのプロセス

製品アセスメントの実績

カシオグループでは、「カシオ環境ボ

ランタリープラン」に基づき、新製品を

対象に製品アセスメントを1993年から

実施し、2001年には環境適合製品づ

くりを目指し、環境適合基準を明確に

するために「カシオグリーン商品開発

ガイドライン」を制定しました。このガイ

ドラインと「製品環境監査手順書」に

基づいて、「製品環境監査シート」を作

成し、企画段階から各段階において製

品アセスメントを行い、ガイドラインに定

められた基準を満たした製品を「カシ

オグリーン商品」として認定しています。

製品企画の段階で1回目のアセス

メントを行い、デザイン決定段階で2回

目、量産化決定段階で3回目の計3段

階で製品アセスメントを行っています。

デバイス事業製品アセスメントは社

内用または顧客要求基準に従い、3R

の容易化設計、有害物質削減につい

て評価を行い、その内容を生産拠点

で確認・評価しています。

その結果に対して、品質・環境センタ

ーが監査を行い、確認・評価をしてい

ます。

エレクトロニクス機器事業 製品アセスメントの構成

製品アセスメントを環境設計度（基

本的な環境適合設計の実施度）と環

境商品度（先進的な環境適合設計の

実施度）に分けています。環境設計度

評価では、3Rの容易化設計及び有害

物質削減部品の使用状況について評

価を行い、環境商品度では、再生材

グリーン商品の社内基準

・電卓�
・電子辞書�
・電子文具�
・デジタルカメラ�
・携帯電話�
・時計（クロック、ウオッチ）�
・電子楽器�
・液晶テレビ�

1�
2�
3�
4�
5�
6�
7�
8�
9�
10�
11

材料表示�
リサイクル設計�
樹脂部品種類統合�
分解性向上�
電池のリサイクル�
材料・識別表示�
環境情報開示�
単一分別・分解�
再生資源�
グリーン調達�
オゾン層保護・汚染防止�

配点100点満点中90点以上が必要�

環
境
設
計
度
評
価�

・プリンタ�
・ハンディターミナル�
・オフィス・コンピューター�
・パソコン�
・PDA／HPC（法人向）�
・伝票発行専用機（楽一）�
・電子式キャッシュレジスター／�
  POS端末�

1�
2�
3�
4�
5�
6�
7�
8�
9

省エネルギー�
リデュース�
リユース�
リサイクル�
処理容易性�
環境保全性�
包装資材�
情報提供�
取り扱い説明書、カタログ等�

配点900点満点で90％以上が必要�

環
境
設
計
度
評
価�

1�
2�
3�
4�
5�
6�
7�
8�
9

トップランナー省資源�
トップランナー省エネルギー�
トップランナー環境負荷�
鉛フリー�
有害物質フリー�
クロムフリー�
塩ビフリー�
省エネラベル取得�
回収・リサイクル�

9項目中、2項目以上の適合が必要�

環
境
商
品
度
評
価�

1 コンシューマ商品�

2 システム機器商品�

1�

�
2�

3�

4�

5�

6

資源の再利用:時計（ウオッチ）以外�

安全性（アレルギー）：時計（ウオッチ）�

消費電力の削減・電池の長寿命化�

部品点数の削減�

資源の有効利用�

鉛フリーはんだ採用�

特定有害物質廃止�

6項目中、2項目以上の適合が必要�

環
境
商
品
度
評
価�
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2001年度実績�2002年度実績�

エレクトロニクス機器事業製品�

デバイス事業製品�

合　　計�

121�

45�

166

92�

80�

172

2000年度実績�

60�

61�

121

分　　　類�

環境商品度評価�環境設計度評価�
先進的な環境適合設計の�

実施度�
●省エネ、省資源、鉛フリーなど�

基本的な環境適合設計の�
実施度�

●リサイクルの容易性など�

製品環境監査手順書 製品環境監査シート

デバイス事業製品アセスメントの構成

1�

2�

3�

4�

5

再資源の利用率向上�

分別処理の容易化�

分解処理の容易化�

製品の小型、薄型化、軽量化�

有害物質を含む材料の使用廃止・Pb（鉛）の減量化�

6�

7�

8�

9�

10

社
内
基
準�

消費電力の減量化�

梱包材の縮小、使用材料の減少化�

包装材規制の遵守�

包装規制に対するマーキング�

代替フロン、塩素系溶剤及び温室効果ガスの使用廃止�

料・省エネ・省資源等の資源の有効利

用及び特定有害物質の排除の評価を

行い、両方の基準を満たした製品ま

たはタイプⅠ環境ラベル（エコマーク、

ブルーエンジェル等）P19参照 を取得し

た製品を「カシオグリーン商品」として

認定しています。

用語解説

鉛フリーはんだ
プリント基板などに使用されるはんだはすずと鉛の合金であるため、廃棄され
た際の鉛流出による環境汚染が問題視されている。有害な重金属である鉛を
含まず、すずと銀や銅などから構成されるはんだのこと。

カードサイズ液晶デジタルカメラ

C.G.P.50活動
（グリーン商品の売上金額比率を50％に）

グリーン商品事例

省エネ対応設計として、電卓の

約80％にソーラー電池を採用して

います。ケースには再生プラスチッ

クを100％使用。また、鉛フリーは

んだを採用するなど、有害物質を

使用していません。
※昨年、エコ電卓で使用した再生プラスチック量は
年間30トンで、今後はさらに増やしていく計画です。

エコ電卓

リサイクルを容易に行えるように

組立性、分解性を考慮し、今まで

右記部品をビスで固定していまし

たが、ビスを使わずに固定できる

構造を考案し、ビス10本の削減を

行っています。

標準電波を受信して、常に正確

な時刻を表示し、ソーラー電池採

用により電池交換も不要です。ま

た、低消費電力化LSIの開発によ

り消費電力を従来比50％削減しま

した。「The G（ザ ジー）」では、

耐衝撃構造を施すことにより、壊れ

にくい長寿命時計を開発しました。

ソーラー電波ウオッチ

鉛フリーはんだの採用事例

人体や環境に影響のある有害物質の鉛の使用廃止に向

けて1999年度よりエコ電卓に鉛フリーはんだの採用を開始

し、2003年度は電卓・電子文具・電子楽器・時計等に拡大、

2004年度までに、鉛はんだ全廃を目標に推進しています。
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小型・薄型化を実現する独自の

高密度実装技術MCM（Multi

Chip Module）によりEX-S2では

従来モデルの基板面積比で約70%

の省スペース化を実現しました。

EXILIM ZOOM（EX-Z3）は、さ

らにStack MCMによりLSIを立

体実装することで40%減を実現

し、消費電力においても13％削減

しています。表示部では、消費電

力はそのままに、液晶画面1.6型を

2.0型にまで拡大し、見やすさを追

求しました。また、個装箱のサイズ

を37％小さくし、省資源化を実現

しました。

カシオは、2001年度より開始したC.G.P. 30を予定よりも１

年早く達成いたしましたので、新たな目標としてC.G.P. 50

を設定し、2005年度までに50％達成を目指します｡

1.6" TFT LCD
2.0" large TFT LCD

78%�
UP
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EX-S2の
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Stack MCM使用の
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製品開発�

LCA評価結果

※仮想モデル　MTG-900DJのケースボディをメタルに置き換えてオールメタル化を想定したウオッチ�

対象としたステージは、  素材・材料調達　 製品製造　 輸送・物流　 使用　 リサイクル・廃棄　 の5ステージです。�

結論�

単位：ＭＪ（メガジュール）� 単位：ｋｇ�

素材・材料調達�製品製造� 輸送・物流� 使用� リサイクル・廃棄� 合計� 素材・材料調達�製品製造� 輸送・物流� 使用�リサイクル・廃棄� 合計�

インベントリ分析（製品1台あたり）�

単位：kg

素材・材料調達� 製品製造� 輸送・物流� 使用� リサイクル・廃棄� 合計�

0.70

0.60

0.50

0.40

0.30

0.20

0.10

0.00

エネルギー資源（原油換算）�

0.35

0.45
0.49

0.05
0.07 0.07

0.05 0.05 0.05
0.04

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.49

0.58
0.61

単位：kg

素材・材料調達�製品製造�輸送・物流� 使用� リサイクル・廃棄� 合計�

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00

温暖化（CO2換算）�

1.08

1.45

1.59

0.14 0.13 0.13 0.15 0.15 0.15
0.12 0.00 0.00 0.06 0.06 0.06

1.54

1.80

1.93

インパクト評価（製品1台あたり）�

1.オールメタル外装と比較して、カシオのウオッチやケースの主流であるプラスチック外装はLCA的側面から見て優位性があることが検証できた。�
2.ウオッチ製品は機能に加えてファッション面での商品力も重要であり、カシオのウオッチの特長であるメタルとプラスチックを融合させたコンポジッ
　トデザインはLCA的にも有効である。�

ケースボディ� ベゼル� 時計バンド�

GW-300J�

MTG-900DJ�

仮想モデル�

�

�

プラスチック�

プラスチック�

メタル�

�

メタル�

メタル�

メタル�

�

プラスチック�

メタル�

メタル�

�

モデル名� 主要部品�

ＧＷ-300Ｊ� ＭＴＧ-900ＤＪ� 仮想モデル�

【インベントリ分析】�
各ステージごとに入力される環
境負荷（エネルギー、原材料、
部品等）、出力される環境負荷
（CO2、廃棄物等）を数値化し
て、一覧表を作成すること。こ
れにより、入出力する環境負荷
を数値化できる。�
�
【インパクト評価】�
インベントリ分析結果を用いて、
カテゴリー項目（エネルギー資源
（原油枯渇）、温暖化、酸性化等）
ごとに環境への影響評価を行う
こと。この評価により、地球環境
に対する影響度が表される。�
�
【インベントリ分析と�
  インパクト評価の相関関係】�
通常、インベントリ分析からイン
パクト評価を行うが、さらにイン
パクト評価の結果からインベン
トリ分析の環境負荷対策を立て
ることも可能である。�
例えば、インパクト評価の温暖
化の数値を削減するためには、
最も温暖化に影響を与えるイ
ンベントリ分析におけるCO2排
出量の環境負荷を削減するこ
とが有効となる。�

ＧＷ-300Ｊ� ＭＴＧ-900ＤＪ� 仮想モデル�ＧＷ-300Ｊ� ＭＴＧ-900ＤＪ� 仮想モデル�

0.00

0.60

0.40

0.20

1.00

0.80

1.80

1.60

1.40

1.20

2.0035.00

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

消費エネルギー� CO2排出量�

17.35

21.85

23.22

1.06

1.43

1.56
1.52

1.77
1.90

2.72

3.81 3.81

2.12 2.11 2.11 2.80

0.03 0.03 0.09 0.11 0.12
0.14 0.13 0.13

0.15 0.15 0.15

0.12
0.00 0.00

0.06 0.06 0.06

25.09

27.91
29.3

ＧＷ-300Ｊ� ＭＴＧ-900ＤＪ� 仮想モデル�

モデル別の条件�

20

次世代のクリーンエネルギー源・燃料電池への取り組み

GW-300JMTG-900DJ

カシオでは、次世代のクリーンエネ

ルギーとして期待される燃料電池の

開発に取り組んでいます。

燃料電池は、メタノールなどのアル

コール類に含まれる水素を空気中の

酸素と反応させることで電気を取り出

す仕組みの電源です。使用時に排出

される物質は、水とごく微量の二酸化

炭素だけ。燃料カートリッジは交換式

で、リサイクルが容易なアルミやPET製

ボトルを採用しているため、従来型の

電池に比べて環境負荷を少なくする

ことができます。その他にも、従来の

リチウムイオン充電池の4倍以上の長

時間連続使用が可能で、重量も約半

分に削減でき、携帯機器の高性能化

にも対応できる能力を持っています。

カシオでは、燃料電池の小型化と

高性能化を両立させるため、半導体

加工技術を用いて、独自のシステムに

よる切手大の改質器を開発。「高性能

だがモバイル機器への搭載は不可

能」といわれていた改質型燃料電池

の小型化を可能にしました。

現在、実用化に向けた研究開発を

進めており、国際的な互換性やリサ

イクルシステムの社会的整備を経て、

広く普及に努め、地球環境に配慮し

た携帯機器の開発に反映していく計

画です。

改質型燃料電池の仕組み�

燃料�
カートリッジ�

超小型�
改質器�

発電�
セル�

燃料� 水素�
H2

空気中の�
酸素O2

H2O、CO2（排出物）�

電気�

実用化のイメージ超小型改質器

ウオッチのLCA（ライフサイクルアセスメント）比較

ウオッチを対象にして、主要部品（ケースボディ、ベゼル、時計バンド）の素材（メタル/プラスチック）による環境影
響度の違いをLCA手法を用いて、比較・検討しました。

環境配慮型製品
環境ラベルを取得、または、グリーン購入法の基準に適合した

環境配慮型製品です。

詳細については、http://www.casio.co.jp/env/env_productを参照してください。

（社）電子情報技術産業協会（JEITA）が認定する環境

ラベルで、環境に配慮した設計・製造、使用済み製品の回

収・リユース・リサイクルなど、パソコンを対象とした環境適

合設計を認定するものです。

PCグリーンラベル取得実績

（財）日本環境協会・エコマーク事務局が「環境負荷が

少ないなど環境保全に役立つと認めた製品」に与えられる

環境ラベルです。

エコマーク取得実績

日本と米国との相互承認のもとに実施されているOA機

器の省エネルギー基準のことです。エネルギー消費が少な

く、かつ効率的な使用を可能とするオフィス機器の開発及

び普及の促進を目的とし、主に待機時における消費電力

基準をクリアした製品に対して認定されます。

国際エネルギースタープログラム取得実績

グリーン購入法（GPNデータベース）登録実績

グリーン購入法の基準に適合していると自主的に判断

した製品をGPNデータベースに登録しています。
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PCグリーンラベルマーク

ソーラーセルシステムにより駆動する時計
「Wave Ceptor」
認定番号01071001

国際エネルギースター
プログラムマーク

TOPICS

●電子辞書による紙資源の削減効果
カシオの2002年度の電子辞書全体の年間売上からその中に収録されている辞書の紙を媒体としたときの総重量を試算し、電子化による効果を試算しました（紙50ｋｇ
を立木1本として削減効果を試算）。その結果、2002年度販売電子辞書に収録した辞書総重量6,445トン÷50ｋｇにより約13万本の削減効果となりました。

製品開発�
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太陽電池モジュール利用製品「CASIO」
認定番号98026001

〈GPNデータベースURL〉 http://eco.goo.ne.jp/gpn/index.html
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LCA評価結果

※仮想モデル　MTG-900DJのケースボディをメタルに置き換えてオールメタル化を想定したウオッチ�

対象としたステージは、  素材・材料調達　 製品製造　 輸送・物流　 使用　 リサイクル・廃棄　 の5ステージです。�

結論�

単位：ＭＪ（メガジュール）� 単位：ｋｇ�

素材・材料調達�製品製造� 輸送・物流� 使用� リサイクル・廃棄� 合計� 素材・材料調達�製品製造� 輸送・物流� 使用�リサイクル・廃棄� 合計�

インベントリ分析（製品1台あたり）�

単位：kg

素材・材料調達� 製品製造� 輸送・物流� 使用� リサイクル・廃棄� 合計�
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0.00

エネルギー資源（原油換算）�

0.35

0.45
0.49

0.05
0.07 0.07

0.05 0.05 0.05
0.04

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.49

0.58
0.61

単位：kg

素材・材料調達�製品製造�輸送・物流� 使用� リサイクル・廃棄� 合計�

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00

温暖化（CO2換算）�

1.08

1.45

1.59

0.14 0.13 0.13 0.15 0.15 0.15
0.12 0.00 0.00 0.06 0.06 0.06

1.54

1.80

1.93

インパクト評価（製品1台あたり）�

1.オールメタル外装と比較して、カシオのウオッチやケースの主流であるプラスチック外装はLCA的側面から見て優位性があることが検証できた。�
2.ウオッチ製品は機能に加えてファッション面での商品力も重要であり、カシオのウオッチの特長であるメタルとプラスチックを融合させたコンポジッ
　トデザインはLCA的にも有効である。�

ケースボディ� ベゼル� 時計バンド�

GW-300J�

MTG-900DJ�

仮想モデル�

�

�

プラスチック�

プラスチック�

メタル�

�

メタル�

メタル�

メタル�

�

プラスチック�

メタル�

メタル�

�

モデル名� 主要部品�

ＧＷ-300Ｊ� ＭＴＧ-900ＤＪ� 仮想モデル�

【インベントリ分析】�
各ステージごとに入力される環
境負荷（エネルギー、原材料、
部品等）、出力される環境負荷
（CO2、廃棄物等）を数値化し
て、一覧表を作成すること。こ
れにより、入出力する環境負荷
を数値化できる。�
�
【インパクト評価】�
インベントリ分析結果を用いて、
カテゴリー項目（エネルギー資源
（原油枯渇）、温暖化、酸性化等）
ごとに環境への影響評価を行う
こと。この評価により、地球環境
に対する影響度が表される。�
�
【インベントリ分析と�
  インパクト評価の相関関係】�
通常、インベントリ分析からイン
パクト評価を行うが、さらにイン
パクト評価の結果からインベン
トリ分析の環境負荷対策を立て
ることも可能である。�
例えば、インパクト評価の温暖
化の数値を削減するためには、
最も温暖化に影響を与えるイ
ンベントリ分析におけるCO2排
出量の環境負荷を削減するこ
とが有効となる。�

ＧＷ-300Ｊ� ＭＴＧ-900ＤＪ� 仮想モデル�ＧＷ-300Ｊ� ＭＴＧ-900ＤＪ� 仮想モデル�
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2.0035.00

30.00

25.00
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10.00
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消費エネルギー� CO2排出量�

17.35

21.85

23.22

1.06

1.43

1.56
1.52

1.77
1.90

2.72

3.81 3.81

2.12 2.11 2.11 2.80

0.03 0.03 0.09 0.11 0.12
0.14 0.13 0.13

0.15 0.15 0.15

0.12
0.00 0.00

0.06 0.06 0.06

25.09

27.91
29.3

ＧＷ-300Ｊ� ＭＴＧ-900ＤＪ� 仮想モデル�

モデル別の条件�
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次世代のクリーンエネルギー源・燃料電池への取り組み

GW-300JMTG-900DJ

カシオでは、次世代のクリーンエネ

ルギーとして期待される燃料電池の

開発に取り組んでいます。

燃料電池は、メタノールなどのアル

コール類に含まれる水素を空気中の

酸素と反応させることで電気を取り出

す仕組みの電源です。使用時に排出

される物質は、水とごく微量の二酸化

炭素だけ。燃料カートリッジは交換式

で、リサイクルが容易なアルミやPET製

ボトルを採用しているため、従来型の

電池に比べて環境負荷を少なくする

ことができます。その他にも、従来の

リチウムイオン充電池の4倍以上の長

時間連続使用が可能で、重量も約半

分に削減でき、携帯機器の高性能化

にも対応できる能力を持っています。

カシオでは、燃料電池の小型化と

高性能化を両立させるため、半導体

加工技術を用いて、独自のシステムに

よる切手大の改質器を開発。「高性能

だがモバイル機器への搭載は不可

能」といわれていた改質型燃料電池

の小型化を可能にしました。

現在、実用化に向けた研究開発を

進めており、国際的な互換性やリサ

イクルシステムの社会的整備を経て、

広く普及に努め、地球環境に配慮し

た携帯機器の開発に反映していく計

画です。

改質型燃料電池の仕組み�

燃料�
カートリッジ�

超小型�
改質器�

発電�
セル�

燃料� 水素�
H2

空気中の�
酸素O2

H2O、CO2（排出物）�

電気�

実用化のイメージ超小型改質器

ウオッチのLCA（ライフサイクルアセスメント）比較

ウオッチを対象にして、主要部品（ケースボディ、ベゼル、時計バンド）の素材（メタル/プラスチック）による環境影
響度の違いをLCA手法を用いて、比較・検討しました。

環境配慮型製品
環境ラベルを取得、または、グリーン購入法の基準に適合した

環境配慮型製品です。

詳細については、http://www.casio.co.jp/env/env_productを参照してください。

（社）電子情報技術産業協会（JEITA）が認定する環境

ラベルで、環境に配慮した設計・製造、使用済み製品の回

収・リユース・リサイクルなど、パソコンを対象とした環境適

合設計を認定するものです。

PCグリーンラベル取得実績

（財）日本環境協会・エコマーク事務局が「環境負荷が

少ないなど環境保全に役立つと認めた製品」に与えられる

環境ラベルです。

エコマーク取得実績

日本と米国との相互承認のもとに実施されているOA機

器の省エネルギー基準のことです。エネルギー消費が少な

く、かつ効率的な使用を可能とするオフィス機器の開発及

び普及の促進を目的とし、主に待機時における消費電力

基準をクリアした製品に対して認定されます。

国際エネルギースタープログラム取得実績

グリーン購入法（GPNデータベース）登録実績

グリーン購入法の基準に適合していると自主的に判断

した製品をGPNデータベースに登録しています。
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PCグリーンラベルマーク

ソーラーセルシステムにより駆動する時計
「Wave Ceptor」
認定番号01071001

国際エネルギースター
プログラムマーク

TOPICS

●電子辞書による紙資源の削減効果
カシオの2002年度の電子辞書全体の年間売上からその中に収録されている辞書の紙を媒体としたときの総重量を試算し、電子化による効果を試算しました（紙50ｋｇ
を立木1本として削減効果を試算）。その結果、2002年度販売電子辞書に収録した辞書総重量6,445トン÷50ｋｇにより約13万本の削減効果となりました。

製品開発�

19

太陽電池モジュール利用製品「CASIO」
認定番号98026001

〈GPNデータベースURL〉 http://eco.goo.ne.jp/gpn/index.html
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JRコンテナとトラック利用率の推移�
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製品開発�

包装への取り組み
包装材使用量の削減や、再生資源利用などの改善に取り組んでいます。

包装から物流までの流れを総合的に見直し、環境負荷の低減を推し進めています。

2221

物流における取り組み
トラックなどから排出されるCO2による地球温暖化を考慮に入れ、

モーダルシフトや配送車削減等、物流の面からも環境負荷の低減に取り組んでいます。

国内物流 海外物流 ～海外物流拠点の移管により750（トン-CO2）のCO2削減を図ります

モーダルシフト

環境負荷の大きいトラックから、鉄道を利用した貨物輸

送に転換する方針を掲げています。JRコンテナとトラック利

用率を体積比で比較すると、JR利用率が21％、トラック利

用率が79％で、これは2001年度とほぼ同じ利用率です。総

CO2排出量は2002年度1,308（トン-CO2）で2001年度に対し

て214（トン-CO2）削減しています。

CO2排出量削減の内訳

●総輸送距離と総CO2排出量

詰め合わせ用緩衝材のダンボール再利用

お客様への納品には、従来より緩衝材として使用して

いた更紙の使用を見直し、正規の外装箱や中装箱などの

ダンボール箱を切断し、緩衝材にすることで、ダンボール廃

材や資源の有効利用に努めています。

●利用率

●航空輸送

前述の海上輸送同様に

中国生産品については、

シンガポールへの航空輸

送も不要となりました。

※環境報告書2002では、総輸送距離、総CO2排出量を算出するための換算重量を50
（kg/m3）で算出していましたが、環境報告書2003では、換算重量280（kg/m3：国内一般路
線基準値）を用いて総輸送距離、総CO2排出量を算出しました。

包装の構成・形態及び製品強度の見直しを図り、中装

箱の廃止、個装箱と外装箱の小型・軽量化による包装使

用材と廃棄量の削減に努めています。また、包装材は積極

的に再生紙、再生樹脂を使用しています。

環境負荷の低減と循環型社会の構築を図るため、包装

材の減量化（リデュース）と包装材の再利用（リユース）の

視点で包装設計に取り組みます。

減量化では、包装の小型・軽量化、部品点数の削減に

努め、またLCAによる環境負荷（CO2）を考慮し、環境にや

さしい素材を包装材選択の基準に、包装設計に取り組ん

でいきます。包装材の再利用では、材料の手配から製品の

販売に至るまでの流れを掌握し、特に大型商品を対象に

効率的なリターナブルシステムの構築を図り、廃棄物ゼロを

目指していきます。

包装材における環境への取り組み

包装材は最終的に廃棄物となるため、何度でも使用で

きるリターナブル化が効果的です。工場への部品供給から

顧客への製品配送までの流れを分析し、大型製品を対象

に繰り返し使える通い箱包装に取り組んでいます。2003年

度末までに、採用に向けて推進します。

リターナブル包装への取り組み

包装のLCA（ライフサイクルアセスメント）による環境負荷

（CO2）データを比較し、環境にやさしい素材の選定と、総

合的に環境負荷が少なくなるような新しい包装形態の開発

に努めています。

電卓の包装では、紙ブリスターを開発しました。2003年

度からはこの形態を他商品へ拡大していきます。

LCAによる包装材選定

包装材総使用量の削減

2003年度末までに包装材の使用総量を2000年度比20％

削減する。
（使用包装材：プラスチック、発泡スチロール、紙、ダンボールの排出量合計）

ダンボール使用量の削減

●個装箱を小ロットごとにまとめて収納していた中装箱を

廃止し、直接外装箱へ収納する。

●外装箱の材質を見直し、極力薄型化を図る。

目標：2003年度末までに20％削減（2000年度比）

今後の取り組み
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9,820トン 80％

使用量 2000年度比

2003年度目標

上下樹脂パック式 熱圧着ブリスター 三方曲げブリスター 挟み込みブリスター 紙ブリスター

発泡スチロール使用量の削減

発泡スチロールから紙系包装材に切り替える。2002年度

は21％を達成しています。

目標：2003年度までに30％削減（2000年度比）
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カシオグループは、近年の中国への生産拠点シフト化に

伴い、2002年12月から海外販売物流拠点（国際営業統轄

部の営業倉庫）もシンガポールから中国（深　）へ移管しま

した。その結果、海上コンテナ輸送を抑制することが可能

になり、2003年度はCO2排出量を490（トン-CO2）の削減、航

空輸送の削減により同排出量を260（トン-CO2）削減、あわ

せて750（トン-CO2）削減する見込みです。

コンテナ本数�

削
減�

増
加�

1074本�

中国生産品の�
輸送抑制�

輸送距離の�
短縮�

37本�

68本�

ASEAN生産品�
中国へ輸送�

490（トン-CO2）の削減見込み�効果�

※（2000年度の利用率、総輸送距離、総CO2排出量は、代表的な搬送ルート（鈴鹿流通セ
ンター～東部配送センター）のデータを使用し、2001年度以降の利用率、総輸送距離、
総CO2排出量は、総輸送ルートのデータを使用しています。）
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280トン 70％

使用量 2000年度比

2003年度目標

【コンテナ本数とCO2削減量の算出式】
1. 生産予測量（m3）を輸送するために必要なコンテナ本数を決める。
2. CO2削減量（トン-CO2）＝生産予測量（m3）×輸送距離（km）×280※
（kg/m3）×13※※（g/トン・km）×10-6を算出する。

280※：体積を重量に換算する値を表し、1m3を280（kg）に換算
13※※：1（トン）を1km輸送する際のCO2排出量を表す
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●その他のCO2削減推進内容

・コンテナ積出港を香港ではなく中国側とし、トラック輸送

距離を削減しています。

・北米市場向けのデジタルカメラなどは、東京から北米量販

店までの直送を行い、カシオインク倉庫経由であったトラ

ック輸送距離を削減しています。

260（トン-CO2）の削減見込み�効果�

【航空輸送におけるCO2削減量の算出式】
CO2削減量（トン-CO2）＝生産予測量（m3）×輸送距離（km）×280※
（kg/m3）×402※※（g/トン・km）×10-6を算出する。

280※：体積を重量に換算する値を表し、1m3を280（kg）に換算
402※※：1（トン）を1km輸送する際のCO2排出量を表す

ダンボール再利用例

●海上コンテナ輸送
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包装への取り組み
包装材使用量の削減や、再生資源利用などの改善に取り組んでいます。

包装から物流までの流れを総合的に見直し、環境負荷の低減を推し進めています。
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物流における取り組み
トラックなどから排出されるCO2による地球温暖化を考慮に入れ、

モーダルシフトや配送車削減等、物流の面からも環境負荷の低減に取り組んでいます。

国内物流 海外物流 ～海外物流拠点の移管により750（トン-CO2）のCO2削減を図ります

モーダルシフト

環境負荷の大きいトラックから、鉄道を利用した貨物輸

送に転換する方針を掲げています。JRコンテナとトラック利

用率を体積比で比較すると、JR利用率が21％、トラック利

用率が79％で、これは2001年度とほぼ同じ利用率です。総

CO2排出量は2002年度1,308（トン-CO2）で2001年度に対し

て214（トン-CO2）削減しています。

CO2排出量削減の内訳

●総輸送距離と総CO2排出量

詰め合わせ用緩衝材のダンボール再利用

お客様への納品には、従来より緩衝材として使用して

いた更紙の使用を見直し、正規の外装箱や中装箱などの

ダンボール箱を切断し、緩衝材にすることで、ダンボール廃

材や資源の有効利用に努めています。

●利用率

●航空輸送

前述の海上輸送同様に

中国生産品については、

シンガポールへの航空輸

送も不要となりました。

※環境報告書2002では、総輸送距離、総CO2排出量を算出するための換算重量を50
（kg/m3）で算出していましたが、環境報告書2003では、換算重量280（kg/m3：国内一般路
線基準値）を用いて総輸送距離、総CO2排出量を算出しました。

包装の構成・形態及び製品強度の見直しを図り、中装

箱の廃止、個装箱と外装箱の小型・軽量化による包装使

用材と廃棄量の削減に努めています。また、包装材は積極

的に再生紙、再生樹脂を使用しています。

環境負荷の低減と循環型社会の構築を図るため、包装

材の減量化（リデュース）と包装材の再利用（リユース）の

視点で包装設計に取り組みます。

減量化では、包装の小型・軽量化、部品点数の削減に

努め、またLCAによる環境負荷（CO2）を考慮し、環境にや

さしい素材を包装材選択の基準に、包装設計に取り組ん

でいきます。包装材の再利用では、材料の手配から製品の

販売に至るまでの流れを掌握し、特に大型商品を対象に

効率的なリターナブルシステムの構築を図り、廃棄物ゼロを

目指していきます。

包装材における環境への取り組み

包装材は最終的に廃棄物となるため、何度でも使用で

きるリターナブル化が効果的です。工場への部品供給から

顧客への製品配送までの流れを分析し、大型製品を対象

に繰り返し使える通い箱包装に取り組んでいます。2003年

度末までに、採用に向けて推進します。

リターナブル包装への取り組み

包装のLCA（ライフサイクルアセスメント）による環境負荷

（CO2）データを比較し、環境にやさしい素材の選定と、総

合的に環境負荷が少なくなるような新しい包装形態の開発

に努めています。

電卓の包装では、紙ブリスターを開発しました。2003年

度からはこの形態を他商品へ拡大していきます。

LCAによる包装材選定

包装材総使用量の削減

2003年度末までに包装材の使用総量を2000年度比20％

削減する。
（使用包装材：プラスチック、発泡スチロール、紙、ダンボールの排出量合計）

ダンボール使用量の削減

●個装箱を小ロットごとにまとめて収納していた中装箱を

廃止し、直接外装箱へ収納する。

●外装箱の材質を見直し、極力薄型化を図る。

目標：2003年度末までに20％削減（2000年度比）

今後の取り組み
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発泡スチロール使用量の削減

発泡スチロールから紙系包装材に切り替える。2002年度

は21％を達成しています。

目標：2003年度までに30％削減（2000年度比）
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カシオグループは、近年の中国への生産拠点シフト化に

伴い、2002年12月から海外販売物流拠点（国際営業統轄

部の営業倉庫）もシンガポールから中国（深　）へ移管しま

した。その結果、海上コンテナ輸送を抑制することが可能

になり、2003年度はCO2排出量を490（トン-CO2）の削減、航

空輸送の削減により同排出量を260（トン-CO2）削減、あわ

せて750（トン-CO2）削減する見込みです。
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※（2000年度の利用率、総輸送距離、総CO2排出量は、代表的な搬送ルート（鈴鹿流通セ
ンター～東部配送センター）のデータを使用し、2001年度以降の利用率、総輸送距離、
総CO2排出量は、総輸送ルートのデータを使用しています。）
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【コンテナ本数とCO2削減量の算出式】
1. 生産予測量（m3）を輸送するために必要なコンテナ本数を決める。
2. CO2削減量（トン-CO2）＝生産予測量（m3）×輸送距離（km）×280※
（kg/m3）×13※※（g/トン・km）×10-6を算出する。

280※：体積を重量に換算する値を表し、1m3を280（kg）に換算
13※※：1（トン）を1km輸送する際のCO2排出量を表す
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●その他のCO2削減推進内容

・コンテナ積出港を香港ではなく中国側とし、トラック輸送

距離を削減しています。

・北米市場向けのデジタルカメラなどは、東京から北米量販

店までの直送を行い、カシオインク倉庫経由であったトラ

ック輸送距離を削減しています。

260（トン-CO2）の削減見込み�効果�

【航空輸送におけるCO2削減量の算出式】
CO2削減量（トン-CO2）＝生産予測量（m3）×輸送距離（km）×280※
（kg/m3）×402※※（g/トン・km）×10-6を算出する。

280※：体積を重量に換算する値を表し、1m3を280（kg）に換算
402※※：1（トン）を1km輸送する際のCO2排出量を表す

ダンボール再利用例

●海上コンテナ輸送
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グリーン調達・グリーン購入
環境に配慮した部品・材料を取引先から優先的に調達する「グリーン調達」や

環境に配慮した事務用品・消耗品などを購入する「グリーン購入」を進めています。

グリーン購入活動

カシオグループでは、グループ内で

使用する「間接材（事務用品・工場用

備品・消耗品・PC周辺装置・ソフトな

ど）」の集中管理購買を目的として

CATS e-P システムを導入し、環境

保全に配慮した商品をカタログデータ

ベース化して社内イントラネットで公開

しています。

カタログへの掲載は、エコ基準を満

たす商品を優先して選定し、「カシオ

環境マーク」を表示しています。これ

により購買担当者が商品を選定する

際に、優先的にこれらの商品を購入

できるよう工夫をしています。

また、社内推奨商品として同様の

基準で選定した「リサイクルトナー、リ

サイクルペーパー」などは推奨品の専

用ページを用意し、購買担当者が容

易に環境適合製品を選択、購入でき

るよう分類しています。この結果、

2002年11月か

ら2003年3月ま

でにグリーン購

入比率は7.6％

になりました。

今後の取り組み

現行のグリーン調達調査は、カシオ

登録済の部品が対象でしたが、今後

は設計者が採用する可能性の高い部

品の事前調査などにも取り組んでいき

ます。将来、当社で開発される商品が

確実に特定の化学物質を回避し、グ

リーン商品として設計できる仕組みを

構築します。また、グリーン部品データ

ベースの使い勝手を向上させ、部品

の環境情報を設計者が効率的に利用

できるよう改善していきます。

2002年度の実績

カシオグリーン調達では、環境行動

目標において「2003年度国内拠点取

引先のグリーン調達率80%」を目標に

掲げ活動してきましたが、2002年度末

時点の実績で80.3％に達し、目標を1

年前倒しで達成することができました。

海外拠点においても国内と全く同じ

基準で、2002年度から活動を開始し

ています。

グリーン調達活動

カシオグループでは、『カシオグルー

プグリーン調達基準書』に基づき、環

境に配慮した取引先から、環境負荷

の少ない部品の優先調達を推進して

います。

製品・部品・原材料を購入している

すべての取引先に対して、生産工場

におけるISO14001に基づく環境マネ

ジメントシステム構築状況及び購入部

品における化学物質の含有状況・省

エネ性・省資源性・リサイクル性の評

価をお願いしています。この調査は

2000年度から開始され、その結果は

データベース化して、グリーン部品優

先調達およびグリーン商品開発のた

めの判断基準として活用しています。
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お取引先・部品をその環境レベルに応じてランク分けさせて
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回収と再資源化
資源を有効に活用するために使用済み製品や消耗品などの

回収と再資源化に取り組んでいます。

使用済み情報機器の回収・再資源化体制を構築し、運

用を開始して1年が経過しました。初年度（2002年4月～

2003年3月）の品目別回収実績は下表の通り、法律で定め

られた再資源化率目標を大きく上回っています。

法人向け情報機器の回収

2003年4月7日に資源有効利用促進法の省令で、「家庭

系パソコン」の回収再資源化が義務付けられました。カシオ

はJEITA（社団法人電子情報技術産業協会）で提唱する

体制と歩調を合わせ、省令施行日の10月1日を目標に、家

庭系パソコンの回収・再資源化体制を構築する予定です。

家庭系パソコンの回収
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276.9トン�
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再資源化量�

再資源化率�

再資源化量�
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回収実績� 重量（トン）�

回収数量� 42,500個� 1.35
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今まで行っていた企業向けの使用済

みネ－ムランドカ－トリッジ及びCD-Rプ

リンタインクリボンカセットの回収・リサ

イクルを2002年6月より全商品（特殊品

は除く）に拡大し、一般家庭からも販売

店を通じて回収・リサイクルを積極的に

展開しています｡

電子文具「ネームランドテープ」の回収

ページプリンタの使用済みド

ラム・トナーを回収し、部品の

再利用を行っています。

2002年度の回収・再資源化

実績は下表の通りです。

ドラム・トナーの回収

カシオは「小形二次電池再資源化推進

センター」に加盟し、サービスステーション

等に二次電池専用の回収箱を設置して、

店舗および一般の消費者の皆様に回収・

再資源化への協力をお願いしています。

2002年度の二次電池別回収実績は下表

の通りです。

二次電池の回収

リチウムイオン電池�小形シール鉛蓄電池�ニッカド電池� ニッケル電池�

385kg回収重量� 230kg 75kg0kg

グリーン調達率実績推移�
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グリーン調達率＝�
グリーン部品購入金額��
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■国内実績　■海外実績　■国内目標　■海外目標�

単位：%

カシオ環境マーク CATS e-Pシステムの画面

欧州地区においてＷＥＥＥ＆ＲｏＨＳ指令が成立し、2003年2

月13日に告示、発効となりました。これによりEU加盟国は

2004年8月までに国内法を制定し、対象となる電気電子機

器を製造または輸入販売する者は、使用済み製品の回収・リサ

イクルと特定物質の排除が義務付けられることになりました。

カシオグループとしてもＷＥＥＥ指令に対応した欧州地区にお

ける回収・リサイクルシステムの構築に向け、各国法制化の動

きを逐次収集、分析を行い対応に向けて準備中です。またリサ

イクル目標達成の為、回収リサイクル後の適正処理が可能と

なるよう環境適合設計アセスメントを強化し、3R（リデュー

ス、リユース、リサイクル）設計と共にＲｏＨＳ指令に対応した

特定物質＊（鉛、水銀、カドミウム、六価クロム）の使用廃止に

向けて環境行動目標の中に設定を行い、取り組みを行ってお

ります。

ＷＥＥＥ＆ＲｏＨＳ指令への取り組み

＊ＲｏＨＳ指令特定物質の内、ＰＢＢ、ＰＢＤＥについては既に使用廃止済み。
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グリーン調達・グリーン購入
環境に配慮した部品・材料を取引先から優先的に調達する「グリーン調達」や

環境に配慮した事務用品・消耗品などを購入する「グリーン購入」を進めています。

グリーン購入活動

カシオグループでは、グループ内で

使用する「間接材（事務用品・工場用

備品・消耗品・PC周辺装置・ソフトな

ど）」の集中管理購買を目的として

CATS e-P システムを導入し、環境

保全に配慮した商品をカタログデータ

ベース化して社内イントラネットで公開

しています。

カタログへの掲載は、エコ基準を満

たす商品を優先して選定し、「カシオ

環境マーク」を表示しています。これ

により購買担当者が商品を選定する

際に、優先的にこれらの商品を購入

できるよう工夫をしています。

また、社内推奨商品として同様の

基準で選定した「リサイクルトナー、リ

サイクルペーパー」などは推奨品の専

用ページを用意し、購買担当者が容

易に環境適合製品を選択、購入でき

るよう分類しています。この結果、

2002年11月か

ら2003年3月ま

でにグリーン購

入比率は7.6％

になりました。

今後の取り組み

現行のグリーン調達調査は、カシオ

登録済の部品が対象でしたが、今後

は設計者が採用する可能性の高い部

品の事前調査などにも取り組んでいき

ます。将来、当社で開発される商品が

確実に特定の化学物質を回避し、グ

リーン商品として設計できる仕組みを

構築します。また、グリーン部品データ

ベースの使い勝手を向上させ、部品

の環境情報を設計者が効率的に利用

できるよう改善していきます。

2002年度の実績

カシオグリーン調達では、環境行動

目標において「2003年度国内拠点取

引先のグリーン調達率80%」を目標に

掲げ活動してきましたが、2002年度末

時点の実績で80.3％に達し、目標を1

年前倒しで達成することができました。

海外拠点においても国内と全く同じ

基準で、2002年度から活動を開始し

ています。

グリーン調達活動

カシオグループでは、『カシオグルー

プグリーン調達基準書』に基づき、環

境に配慮した取引先から、環境負荷

の少ない部品の優先調達を推進して

います。

製品・部品・原材料を購入している

すべての取引先に対して、生産工場

におけるISO14001に基づく環境マネ

ジメントシステム構築状況及び購入部

品における化学物質の含有状況・省

エネ性・省資源性・リサイクル性の評

価をお願いしています。この調査は

2000年度から開始され、その結果は

データベース化して、グリーン部品優

先調達およびグリーン商品開発のた

めの判断基準として活用しています。

グリーン取引先ランク・グリーン部品ランク�

お取引先� 部品�

お取引先・部品をその環境レベルに応じてランク分けさせて
いただき、優先取引・優先調達の判断基準としています。�
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回収と再資源化
資源を有効に活用するために使用済み製品や消耗品などの

回収と再資源化に取り組んでいます。

使用済み情報機器の回収・再資源化体制を構築し、運

用を開始して1年が経過しました。初年度（2002年4月～

2003年3月）の品目別回収実績は下表の通り、法律で定め

られた再資源化率目標を大きく上回っています。

法人向け情報機器の回収

2003年4月7日に資源有効利用促進法の省令で、「家庭

系パソコン」の回収再資源化が義務付けられました。カシオ
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社会的責任� 社会的責任�

経営理念を実現するために
経営理念の実現と企業としての社会的責任を果たすために、

カシオ社員全員が実践しています。
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社会貢献活動品質への取り組み創造憲章

イルカ・クジラ・ヒューマン募金助成支援

カシオは1994年の「国際イルカ・クジ

ラ会議」を皮切りに、今年はアイサー

チ・ジャパンを通じて「第3回イルカ・ク

ジラ・ヒューマン募金助成活動」をサ

ポートし、“Gショック”と“ベイビーG”の

「国際イルカ・クジラ・エコリサーチ・

ネットワークモデル」を発表しました。

この売上金の一部は世界のイルカ・ク

ジラ研究機関へ寄付され、研究者に

よる教育・研究活動をバックアップし

ています。

アイサーチ・ジャパンはそれ以外

にも、展示企画「イルカ・クジラ・ステ

ーション」、研究者等を迎えての

「I.C.E.R.Cレクチャー」、ボランティアが

イルカの個体識別調査を行う「御蔵島

バンドウイルカ研究会」（御蔵島イルカ

協会との共同プロジェクト）などの活動

に取り組んでいます。7月には展示イ

ベント「TOKYOイルカ・クジラ・ステー

ション2003」を開催。

「創造 貢献」－－－これはカシオの創

業以来不変の経営理念です。カシオ

はこれまで、世の中にない独創的な

商品を「創造｣することによって社会に

「貢献｣し、その結果としてカシオも成

長してきました。

カシオの商品を通して、お客様に喜び

感動していただくための基盤である「品

質づくり」に関してここに紹介します。

品質経営理念

カシオの「品質」とは、商品の「性能・

機能性、操作性、デザイン等のユーザー

ビリティー、安全性、経済性、サービ

ス性に加え、環境保全、社会貢献」の

総合的な活動成果と考え、「品質高

揚」を品質経営理念に掲げて推進し

ています。

品質保証活動

製品及びサービスの「品質」を保証

するため、商品の企画、設計、評価、

購買、生産、販売、サービス、リサイク

ル、廃棄までの各業務プロセスに関

する各種社内規格を作成し、遵守徹

底の仕組みを運用し、「品質」の維持

向上に努めています。

商品開発の業務プロセスとマネジメントシステム

「創造貢献」の経営理念を創造的

に実践していくために、一人ひとりが

物事を判断し行動するための規準と

して2003年6月1日創立記念日に制定

しています。

財団法人カシオ科学振興財団の活動

財団法人カシオ科学振興財団は、

1983年より「特に萌芽的な段階にある

先駆的かつ独創的研究を助成するこ

と」を主眼に助成を行ってきました。

2002年度は、研究助成として合計42

件・総額55,640千円の助成を行いま

したが、今回は財団設立20周年を記

念し、現在最も注目を集めている科

学技術のひとつである「燃料電池に

関する研

究」を特

別テーマ

として加

えました。

グループ会社の活動

清掃活動を実施しています。

国分川周辺のシバ清掃を行いました。

研究助成金贈呈式の様子

サイト名� 活動名� 内容�

甲府�
カシオ�

クリーンアップ・�
デイの実施�

参加人数� 開催日�
�

国分川周辺を清掃�

�

高知�
カシオ�

シバ清掃の実施�

2002年6月28日�

�
�

�

119名�

��

周辺通勤路まで�
広げて清掃�
�

一町畑区公会堂�
敷地周辺を清掃�
�

38名�

116名�

�

2002年12月28日�
�
�
2003年2月2日�
�

カシオ計算機株式会社ならびに、そのグループ会社に勤務する社員及び従業
員は、業務上はもとより業務外においても常に秩序ある行動が強く期待されて
います。本規範は、社員ならびに従業員一人ひとりが日常活動の中で良識ある
社会人として行動し、社会に貢献することを目的に、これを定めます。

1．基本方針
私たちは、「創造貢献」の経営理念のもと、お客様に感動と喜びを与える高い品質の商
品、サービスを創造し提供する組織人としての誇りと責任を持って行動すると共に、社会
人としての日常活動では自己責任ある行動を心がけます。そのための基本項目として、
①独創的で高品質の商品を市場に提供し、業界の最先端をいく技術、技能、知識を
身につけ、常に自己研鑽に努めます。

②積極的な理解、参画と協業で、社内外からの信頼を育みます。
③社内外の規律やルールを遵守し、良き市民、良き企業人として行動します。
④役割の遂行や目標の達成を通して、会社の発展と社会への貢献を果たします。
⑤お客様や取引先等の皆様との良好な関係づくりに努めます。

2．行動規範

2-1 法律と規則の厳守
私たちは、一般社会人に求められる社会規範を守って行動するとともに、業務に必要な
法律や社内規則は専門的な理解を図り、誠実に実行し、秩序ある行動をします。
・業務に関係する主な法規制等

2-2 人権の尊重
私たちは、お互いを尊重し、差別のない協力しあう行動を大切にします。一人ひとりの

人権を尊重し、性別・信条・宗教・人種・社会的身分や身体障害等を理由にした差別的言
動や嫌がらせを排除し、個人のプライバシーを守ります。
社会的に関心が高い領域
・性的な嫌がらせによる不利益行為（セクシャルハラスメント）
・職務権限を使った部下への圧力行為（パワーハラスメント）
・宗教・信条への批判または強制
・人種、出身、家系等への偏見差別的行為

2-3 公私の分別
私たちは、会社での権限や立場を利用して特定のお客様等を有利に扱ったり、その見

返りとして接待や贈答を受けるような反社会的な行動は慎み、一人ひとりが公私のけじ
めを明確にします。
社会的に関心が高い領域
・業務上の取引に伴う金品の授受や接待

・特定会社への便宜供与
・インサイダー取引
・会社設備や備品の私的使用（過度な私用電話、Eメール等）

2-4 機密情報の取扱い
私たちは、機密情報の管理基準を理解し、会社の情報の取扱いに細心の注意をはらい

ます。
社会的に関心が高い領域
・発明・発見・意匠・商標等の知的財産情報
・未発表製品、新規技術等の機密技術情報
・人事、営業取引条件等の経営機密情報
・取引先、顧客等の特定の個人を識別できる個人情報

2-5 環境保全
私たちは、環境の維持保全の重要性を理解し、地球環境を守る日常活動を自主的かつ

積極的に推進します。
社会的に関心が高い領域
・地球温暖化の防止策
・廃棄物の削減等
・リサイクル、リユースの拡大策
・有害物質の削減/廃除

2-6 商品、サービスの品質
私たちは、お客様の信頼をえる機能、品質の優れた商品・サービスを開発し提供できる
よう自己研鑽と改善に努めます。

2-7 企業情報の開示
私たちは、社会から信頼される透明度の高い経営をする企業を目指し、企業情報は適

時適切に開示し、株主をはじめステークホルダーの皆様とのコミュニケーションを積極
的に行います。

2-8 社会的秩序の維持
私たちは、反社会的な活動には毅然とした態度で対応し社会秩序の安定と維持に努め
ます。
社会的に関心が高い領域
・不当な金品提供への応諾
・特定団体の物品、雑誌等の定期購入

2-9 地域社会への貢献
私たちは、地域社会の一員として日常活動を通して、地域の健全な発展と調和に貢献し
ます。

経営理念

「創造 貢献」

カシオ創造憲章

カシオ倫理行動規範

私たちは、世の中に存在しない独創的な製品･サー
ビスの開発と普及を使命とすることに、“創造”の価値
を見いだします。
複雑な数値を「簡単に計算したい」、さまざまな姿あ
るいは目に見えない情報を「音として聴きたい」「形と
して刻みたい」「伝達したい」…といった人々の普遍的
かつ根源的な欲求を追求し、時間や場所あるいは空間
を超えて、その合理性や必要性を創造しつづけます。

カシオ倫理行動規範
TOKYOイルカ・クジラ・ステーション2002 イルカ・クジラ・
ヒューマン募金助成活動・サポートモデルの紹介も行いました。

国際イルカ・クジラ・エコリサーチ・ネットワークモデル
（2003年6月発売）

私たちは、

独創性を大切にし、

普遍性のある必要を

創造します。

第1章

私たちは、独創的な製品・サービスの開発と普及に
よって、世界中の人々の生活を豊かにし、社会への役
立ちを実行することに、“貢献”の価値を見いだします。
製品およびサービスにおける「機能･品質･経済性･

スピード･生産性･倫理性･安全性･環境適合性」を追究
し、人々に期待以上の「喜び｣と、これまでにない大き
な「感動｣を提供しつづけます。

私たちは、社会に役立ち、

人々に喜びと感動を

提供します。

第2章

私たちは、自助努力を怠りません。プロフェッショナ
ルとして、毎日、「考え、行動し、変革する」ことで、あ
らゆる可能性を極限まで追求し、進化しつづけます。
「公正で、自由で、闊達な」企業風土を醸成し、社会
との健全かつ正常なる関係を保持しながら、すべての
言動において、誠実かつ責任ある態度を貫きます。

私たちは、プロフェッショナル

として、常に誠実で責任ある

言動を貫きます。

第3章

カシオ創造憲章

商品ライフ･プロセスチェーン�

環境アセスメントレビューシステム�

カシオ環境会議�

品質・環境情報支援システム�

市場情報対応処理システム�

ハード・ソフト新製品量産化決裁システム�

全社品質高揚運動推進会議�

企
画�

設
計�
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社会的責任� 社会的責任�

経営理念を実現するために
経営理念の実現と企業としての社会的責任を果たすために、

カシオ社員全員が実践しています。
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社会貢献活動品質への取り組み創造憲章

イルカ・クジラ・ヒューマン募金助成支援

カシオは1994年の「国際イルカ・クジ

ラ会議」を皮切りに、今年はアイサー

チ・ジャパンを通じて「第3回イルカ・ク

ジラ・ヒューマン募金助成活動」をサ

ポートし、“Gショック”と“ベイビーG”の

「国際イルカ・クジラ・エコリサーチ・

ネットワークモデル」を発表しました。

この売上金の一部は世界のイルカ・ク

ジラ研究機関へ寄付され、研究者に

よる教育・研究活動をバックアップし

ています。

アイサーチ・ジャパンはそれ以外

にも、展示企画「イルカ・クジラ・ステ

ーション」、研究者等を迎えての

「I.C.E.R.Cレクチャー」、ボランティアが

イルカの個体識別調査を行う「御蔵島

バンドウイルカ研究会」（御蔵島イルカ

協会との共同プロジェクト）などの活動

に取り組んでいます。7月には展示イ

ベント「TOKYOイルカ・クジラ・ステー

ション2003」を開催。

「創造 貢献」－－－これはカシオの創

業以来不変の経営理念です。カシオ

はこれまで、世の中にない独創的な

商品を「創造｣することによって社会に

「貢献｣し、その結果としてカシオも成

長してきました。

カシオの商品を通して、お客様に喜び

感動していただくための基盤である「品

質づくり」に関してここに紹介します。

品質経営理念

カシオの「品質」とは、商品の「性能・

機能性、操作性、デザイン等のユーザー

ビリティー、安全性、経済性、サービ

ス性に加え、環境保全、社会貢献」の

総合的な活動成果と考え、「品質高

揚」を品質経営理念に掲げて推進し

ています。

品質保証活動

製品及びサービスの「品質」を保証

するため、商品の企画、設計、評価、

購買、生産、販売、サービス、リサイク

ル、廃棄までの各業務プロセスに関

する各種社内規格を作成し、遵守徹

底の仕組みを運用し、「品質」の維持

向上に努めています。

商品開発の業務プロセスとマネジメントシステム

「創造貢献」の経営理念を創造的

に実践していくために、一人ひとりが

物事を判断し行動するための規準と

して2003年6月1日創立記念日に制定

しています。

財団法人カシオ科学振興財団の活動

財団法人カシオ科学振興財団は、

1983年より「特に萌芽的な段階にある

先駆的かつ独創的研究を助成するこ

と」を主眼に助成を行ってきました。

2002年度は、研究助成として合計42

件・総額55,640千円の助成を行いま

したが、今回は財団設立20周年を記

念し、現在最も注目を集めている科

学技術のひとつである「燃料電池に

関する研

究」を特

別テーマ

として加

えました。

グループ会社の活動

清掃活動を実施しています。

国分川周辺のシバ清掃を行いました。

研究助成金贈呈式の様子

サイト名� 活動名� 内容�

甲府�
カシオ�

クリーンアップ・�
デイの実施�

参加人数� 開催日�
�

国分川周辺を清掃�

�

高知�
カシオ�

シバ清掃の実施�

2002年6月28日�

�
�

�

119名�

��

周辺通勤路まで�
広げて清掃�
�

一町畑区公会堂�
敷地周辺を清掃�
�

38名�

116名�

�

2002年12月28日�
�
�
2003年2月2日�
�

カシオ計算機株式会社ならびに、そのグループ会社に勤務する社員及び従業
員は、業務上はもとより業務外においても常に秩序ある行動が強く期待されて
います。本規範は、社員ならびに従業員一人ひとりが日常活動の中で良識ある
社会人として行動し、社会に貢献することを目的に、これを定めます。

1．基本方針
私たちは、「創造貢献」の経営理念のもと、お客様に感動と喜びを与える高い品質の商
品、サービスを創造し提供する組織人としての誇りと責任を持って行動すると共に、社会
人としての日常活動では自己責任ある行動を心がけます。そのための基本項目として、
①独創的で高品質の商品を市場に提供し、業界の最先端をいく技術、技能、知識を
身につけ、常に自己研鑽に努めます。

②積極的な理解、参画と協業で、社内外からの信頼を育みます。
③社内外の規律やルールを遵守し、良き市民、良き企業人として行動します。
④役割の遂行や目標の達成を通して、会社の発展と社会への貢献を果たします。
⑤お客様や取引先等の皆様との良好な関係づくりに努めます。

2．行動規範

2-1 法律と規則の厳守
私たちは、一般社会人に求められる社会規範を守って行動するとともに、業務に必要な
法律や社内規則は専門的な理解を図り、誠実に実行し、秩序ある行動をします。
・業務に関係する主な法規制等

2-2 人権の尊重
私たちは、お互いを尊重し、差別のない協力しあう行動を大切にします。一人ひとりの

人権を尊重し、性別・信条・宗教・人種・社会的身分や身体障害等を理由にした差別的言
動や嫌がらせを排除し、個人のプライバシーを守ります。
社会的に関心が高い領域
・性的な嫌がらせによる不利益行為（セクシャルハラスメント）
・職務権限を使った部下への圧力行為（パワーハラスメント）
・宗教・信条への批判または強制
・人種、出身、家系等への偏見差別的行為

2-3 公私の分別
私たちは、会社での権限や立場を利用して特定のお客様等を有利に扱ったり、その見

返りとして接待や贈答を受けるような反社会的な行動は慎み、一人ひとりが公私のけじ
めを明確にします。
社会的に関心が高い領域
・業務上の取引に伴う金品の授受や接待

・特定会社への便宜供与
・インサイダー取引
・会社設備や備品の私的使用（過度な私用電話、Eメール等）

2-4 機密情報の取扱い
私たちは、機密情報の管理基準を理解し、会社の情報の取扱いに細心の注意をはらい

ます。
社会的に関心が高い領域
・発明・発見・意匠・商標等の知的財産情報
・未発表製品、新規技術等の機密技術情報
・人事、営業取引条件等の経営機密情報
・取引先、顧客等の特定の個人を識別できる個人情報

2-5 環境保全
私たちは、環境の維持保全の重要性を理解し、地球環境を守る日常活動を自主的かつ

積極的に推進します。
社会的に関心が高い領域
・地球温暖化の防止策
・廃棄物の削減等
・リサイクル、リユースの拡大策
・有害物質の削減/廃除

2-6 商品、サービスの品質
私たちは、お客様の信頼をえる機能、品質の優れた商品・サービスを開発し提供できる
よう自己研鑽と改善に努めます。

2-7 企業情報の開示
私たちは、社会から信頼される透明度の高い経営をする企業を目指し、企業情報は適

時適切に開示し、株主をはじめステークホルダーの皆様とのコミュニケーションを積極
的に行います。

2-8 社会的秩序の維持
私たちは、反社会的な活動には毅然とした態度で対応し社会秩序の安定と維持に努め
ます。
社会的に関心が高い領域
・不当な金品提供への応諾
・特定団体の物品、雑誌等の定期購入

2-9 地域社会への貢献
私たちは、地域社会の一員として日常活動を通して、地域の健全な発展と調和に貢献し
ます。

経営理念

「創造 貢献」

カシオ創造憲章

カシオ倫理行動規範

私たちは、世の中に存在しない独創的な製品･サー
ビスの開発と普及を使命とすることに、“創造”の価値
を見いだします。
複雑な数値を「簡単に計算したい」、さまざまな姿あ
るいは目に見えない情報を「音として聴きたい」「形と
して刻みたい」「伝達したい」…といった人々の普遍的
かつ根源的な欲求を追求し、時間や場所あるいは空間
を超えて、その合理性や必要性を創造しつづけます。

カシオ倫理行動規範
TOKYOイルカ・クジラ・ステーション2002 イルカ・クジラ・
ヒューマン募金助成活動・サポートモデルの紹介も行いました。

国際イルカ・クジラ・エコリサーチ・ネットワークモデル
（2003年6月発売）

私たちは、

独創性を大切にし、

普遍性のある必要を

創造します。

第1章

私たちは、独創的な製品・サービスの開発と普及に
よって、世界中の人々の生活を豊かにし、社会への役
立ちを実行することに、“貢献”の価値を見いだします。
製品およびサービスにおける「機能･品質･経済性･

スピード･生産性･倫理性･安全性･環境適合性」を追究
し、人々に期待以上の「喜び｣と、これまでにない大き
な「感動｣を提供しつづけます。

私たちは、社会に役立ち、

人々に喜びと感動を

提供します。

第2章

私たちは、自助努力を怠りません。プロフェッショナ
ルとして、毎日、「考え、行動し、変革する」ことで、あ
らゆる可能性を極限まで追求し、進化しつづけます。
「公正で、自由で、闊達な」企業風土を醸成し、社会
との健全かつ正常なる関係を保持しながら、すべての
言動において、誠実かつ責任ある態度を貫きます。

私たちは、プロフェッショナル

として、常に誠実で責任ある

言動を貫きます。

第3章

カシオ創造憲章

商品ライフ･プロセスチェーン�

環境アセスメントレビューシステム�

カシオ環境会議�

品質・環境情報支援システム�

市場情報対応処理システム�

ハード・ソフト新製品量産化決裁システム�

全社品質高揚運動推進会議�
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社会的責任� 社会的責任�

環境コミュニケーション
環境報告書や環境WEB等により環境情報を開示し、

さまざまなステークホルダーとの環境コミュニケーションをはかっています。

環境保全活動のあゆみ
1991年に「カシオ環境保全委員会」を発足させて以来、

環境保全のために継続的な取り組みを行っています。
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グループ会社の活動

サイト名� 活動名� 内容�

甲府カシオ�
�

環境講演会�
�

参加人数� 開催日�
�

「星空散歩～美しい夜空を見つめて～」��
  ●星空と光害※について講演��
　  講師：牛山俊男氏�
　　　　（写真家/環境カウンセラー）�

山梨県内で行う県民手づくりの環境�
に関する展示・交流会�

企業で導入している環境マネジメン�
トシステムや環境活動を体験学習�

デジタルカメラQV-10の開発秘話、�
カシオ製品及び会社概要について�

�

2003年3月19日�

2002年8月4日�

�

�
61名�
�

�

2002年4月～�
　 　2003年3月�
�
�

修学旅行生・�
学生の会社見学�

本社�

エコ・メッセやまなし�
2002出展�
�

大学生の会社見学�

小学校　1校�
中学校14校�
大学院　1校�

2002年7月27日�

�

約2000名�

大学　　1校�

※光害：人が夜間に使用する照明等に��
　　　より、夜空の明るさが増し、星�
　　　が見えづらくなること�

エコプロダクツ展に出展

エコプロダクツ展は、国内最大の環

境配慮型製品・サービスの展示会で、

カシオは、初回から出展を行い、2002

年度は、「軽・薄・短・小・ローパワー」

を開発コンセプトにカシオの厳しい社

内基準を満たしているカシオグリーン

商品や、エコマーク取得製品

及び環境活動を紹介しま

した｡
※エコプロダクツ2003にも出展する予定です。

カシオは、1999年から環境報告書

の制作を始めています。旧版は最新

版とともにホームページでもご覧いた

だけます。

環境報告書発行 環境WEBによる情報発信

2002年、グループ会社として初のサ

イトレポートが、甲府カシオから発行さ

れました。カシオグループの一員とし

て、環境行動目標達成を実現し、あ

わせて地域の方々を重視したステー

クホルダーとのコミュニケーションをさ

らに充実させていきます。

サイトレポート発行

カシオグループの環境活動全般につ

いては、ホームページを設けて環境活

動の最新情報をお知らせしています。

http://www.casio.co.jp/env/

また、環境報告書では誌面スペー

スの都合上記載しきれなかったサイト

別データ、国内・海外拠点パフォーマ

ンスデータについて、ホームページで

詳細をご覧いただけます。

http://www.casio.co.jp/env/activity/report.html http://www.casio.co.jp/env/activity/performance.html

TOPICS

カシオグループの環境保全活動� 世の中の動き�

1991�

1993�

�

経団連地球環境憲章制定��

環境基本法制定�

環境基本計画、PL法制定�

容器包装リサイクル法制定�

ISO14000シリーズスタート�

�環境アセスメント法制定
�

家電リサイクル法制定�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

1994�

1995�

1996�

1997�

�

1998�

1999�

�

�

2000�

�

2001�

�

2002

年�

カシオ環境保全委員会発足�

カシオ環境憲章、カシオ環境ボランタリープラン制定�

特定フロン、1,1,1-トリクロロエタン使用廃止�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第2版）�

環境パンフレット発行�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第3版）�

カシオホームページに環境への取り組みを掲載�

環境パンフレット改訂�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第4版）�

カシオグループ環境行動目標「クリーン＆グリーン21」制定�

グリーン調達ガイドライン制定�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第5版）�

法人向け電子文具「ネームランド」のテープカートリッジ回収を開始�

「環境報告書1999」を発行�

「エコプロダクツ1999」に出展�

国内全生産拠点でISO14001認証取得を完了�

環境会計を導入�

プリンタのドラム・トナーセットの本格回収�

「環境報告書2000」を発行�

グリーン調達基準書の発行と取引先説明会実施�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第6版）�

カシオ計算機4事業所でISO14001認証取得を完了�

「エコプロダクツ2000」に出展�

カシオグループ環境行動目標「クリーン＆グリーン21」改訂�

カシオグリーンプロダクツ30（C.G.P.30）実施�

羽村技術センターから排出される廃棄書類を時計の包装箱へ再利用開始�

「環境報告書2001」を発行�

小形二次電池再資源化推進センターへ加盟し、二次電池（充電式電池）のリサイクルを開始�

台湾カシオ、カシオソフト　ISO14001認証取得�

「エコプロダクツ2001」に出展�

法人向け使用済みパソコンおよび情報通信機器の回収・リサイクルシステムを開始�

カシオ電子（深　）有限公司　ISO14001認証取得�

甲府カシオ（本社）、甲府カシオ（一宮）、カシオマイクロニクス（山梨） 3事業所ゼロエミッション達成�

カシオグループ全体で代替フロンの使用を廃止�

カシオ電子（中山）有限公司　ISO14001認証取得�

カシオテクノ本社　ISO14001認証取得�

一般消費者向け電子文具「ネームランド」のテープカートリッジ回収を開始�

カシオグループ環境行動目標「クリーン＆グリーン21」改訂�

「環境報告書2002」を発行�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第7版）、エコプロダクツ2002に出展�

カシオ電子工業 ゼロエミッション達成�

カシオグループ環境行動目標「クリーン&グリーン21」改訂�

�
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�
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2003

12

8

3

6

土壌汚染対策法施行�

WEEE&RoHS指令発効�

建設リサイクル法制定�

ダイオキシン類対策特別措置法施行�

循環型社会形成推進基本法制定�

廃棄物処理法改正�

資源有効利用促進法制定�

容器包装リサイクル法施行�

グリーン購入法制定�

�

�資源有効利用促進法施行�

廃棄物処理法施行�

家電リサイクル法施行�

グリーン購入法施行�

PCB 廃棄物処理特別措置法制定・施行�

循環型社会形成推進基本法施行�

�

建設リサイクル法施行�

京都議定書の批准�

土壌汚染対策法制定�

ヨハネスブルグ・サミット開催�

PRTR法施行�

ダイオキシン類対策特別措置法制定�

PRTR 法制定�

環境アセスメント法施行�

�

�

�

2�

2�

11�

2�

�
1�

2�

5�

2�

4

月� 表彰の主体�

1999�
2000�
�

本社�

羽村技術センター�

東京事業所�

東京事業所�

�

年� 事業所・拠点� 受賞・表彰名�

関東地区電気使用合理化委員会優秀賞�

関東地区電気使用合理化委員会最優秀賞�

危険物取扱者功労表彰�

電気使用量合理化活動　優秀賞�

�

�

平成13年度電気合理化奨励賞�

事業所大規模建築物における廃棄物の減量・再利用の促進　優秀賞�

電気使用合理化活動　優秀賞�

環境活動優秀企業表彰�

関東地区電気使用合理化委員会�

関東地区電気使用合理化委員会�

電気使用量合理化活動　優秀賞�

関東地区電気使用合理化委員会�

�

�

平成13年度エネルギー管理優良工場（電気部門）�

資源エネルギー庁長官表彰�

�羽村技術センター�

本社�

羽村技術センター�

甲府カシオ�

�

高知カシオ�
2002

多摩地区電気使用合理化委員会�

東京都渋谷区�

関東地区電気使用合理化活動委員会�

山梨県企業連絡協議会�

経済産業省　資源エネルギー庁�

2003

2001

環境活動

受賞・表彰歴

甲府カシオ「環境に関する企業連絡協議会」から表彰
甲府カシオは、優れた環境活動を継続的に取り組んでいる企業として、2003年4月山梨県の企業連絡協議会

より第1回目に表彰されました。企業連絡協議会は、前山梨県知事が環境宣言をしたことを受け、10年前に発足
した山梨県内の372社で運営される民間主導型の組織で、企業が主体性をもって環境づくりに取り組むことによ
って、「企業の抱える環境問題」の解決及び「環境首都・山梨」の実現に寄与することを目的としています。

デジタルカメラの開発経緯について説明



社会的責任� 社会的責任�

環境コミュニケーション
環境報告書や環境WEB等により環境情報を開示し、

さまざまなステークホルダーとの環境コミュニケーションをはかっています。

環境保全活動のあゆみ
1991年に「カシオ環境保全委員会」を発足させて以来、

環境保全のために継続的な取り組みを行っています。
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グループ会社の活動

サイト名� 活動名� 内容�

甲府カシオ�
�

環境講演会�
�

参加人数� 開催日�
�

「星空散歩～美しい夜空を見つめて～」��
  ●星空と光害※について講演��
　  講師：牛山俊男氏�
　　　　（写真家/環境カウンセラー）�

山梨県内で行う県民手づくりの環境�
に関する展示・交流会�

企業で導入している環境マネジメン�
トシステムや環境活動を体験学習�

デジタルカメラQV-10の開発秘話、�
カシオ製品及び会社概要について�

�

2003年3月19日�

2002年8月4日�

�

�
61名�
�

�

2002年4月～�
　 　2003年3月�
�
�

修学旅行生・�
学生の会社見学�

本社�

エコ・メッセやまなし�
2002出展�
�

大学生の会社見学�

小学校　1校�
中学校14校�
大学院　1校�

2002年7月27日�

�

約2000名�

大学　　1校�

※光害：人が夜間に使用する照明等に��
　　　より、夜空の明るさが増し、星�
　　　が見えづらくなること�

エコプロダクツ展に出展

エコプロダクツ展は、国内最大の環

境配慮型製品・サービスの展示会で、

カシオは、初回から出展を行い、2002

年度は、「軽・薄・短・小・ローパワー」

を開発コンセプトにカシオの厳しい社

内基準を満たしているカシオグリーン

商品や、エコマーク取得製品

及び環境活動を紹介しま

した｡
※エコプロダクツ2003にも出展する予定です。

カシオは、1999年から環境報告書

の制作を始めています。旧版は最新

版とともにホームページでもご覧いた

だけます。

環境報告書発行 環境WEBによる情報発信

2002年、グループ会社として初のサ

イトレポートが、甲府カシオから発行さ

れました。カシオグループの一員とし

て、環境行動目標達成を実現し、あ

わせて地域の方々を重視したステー

クホルダーとのコミュニケーションをさ

らに充実させていきます。

サイトレポート発行

カシオグループの環境活動全般につ

いては、ホームページを設けて環境活

動の最新情報をお知らせしています。

http://www.casio.co.jp/env/

また、環境報告書では誌面スペー

スの都合上記載しきれなかったサイト

別データ、国内・海外拠点パフォーマ

ンスデータについて、ホームページで

詳細をご覧いただけます。

http://www.casio.co.jp/env/activity/report.html http://www.casio.co.jp/env/activity/performance.html

TOPICS

カシオグループの環境保全活動� 世の中の動き�

1991�

1993�

�

経団連地球環境憲章制定��

環境基本法制定�

環境基本計画、PL法制定�

容器包装リサイクル法制定�

ISO14000シリーズスタート�

�環境アセスメント法制定
�

家電リサイクル法制定�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

1994�

1995�

1996�

1997�

�

1998�

1999�

�

�

2000�

�

2001�

�

2002

年�

カシオ環境保全委員会発足�

カシオ環境憲章、カシオ環境ボランタリープラン制定�

特定フロン、1,1,1-トリクロロエタン使用廃止�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第2版）�

環境パンフレット発行�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第3版）�

カシオホームページに環境への取り組みを掲載�

環境パンフレット改訂�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第4版）�

カシオグループ環境行動目標「クリーン＆グリーン21」制定�

グリーン調達ガイドライン制定�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第5版）�

法人向け電子文具「ネームランド」のテープカートリッジ回収を開始�

「環境報告書1999」を発行�

「エコプロダクツ1999」に出展�

国内全生産拠点でISO14001認証取得を完了�

環境会計を導入�

プリンタのドラム・トナーセットの本格回収�

「環境報告書2000」を発行�

グリーン調達基準書の発行と取引先説明会実施�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第6版）�

カシオ計算機4事業所でISO14001認証取得を完了�

「エコプロダクツ2000」に出展�

カシオグループ環境行動目標「クリーン＆グリーン21」改訂�

カシオグリーンプロダクツ30（C.G.P.30）実施�

羽村技術センターから排出される廃棄書類を時計の包装箱へ再利用開始�

「環境報告書2001」を発行�

小形二次電池再資源化推進センターへ加盟し、二次電池（充電式電池）のリサイクルを開始�

台湾カシオ、カシオソフト　ISO14001認証取得�

「エコプロダクツ2001」に出展�

法人向け使用済みパソコンおよび情報通信機器の回収・リサイクルシステムを開始�

カシオ電子（深　）有限公司　ISO14001認証取得�

甲府カシオ（本社）、甲府カシオ（一宮）、カシオマイクロニクス（山梨） 3事業所ゼロエミッション達成�

カシオグループ全体で代替フロンの使用を廃止�

カシオ電子（中山）有限公司　ISO14001認証取得�

カシオテクノ本社　ISO14001認証取得�

一般消費者向け電子文具「ネームランド」のテープカートリッジ回収を開始�

カシオグループ環境行動目標「クリーン＆グリーン21」改訂�

「環境報告書2002」を発行�

カシオ環境ボランタリープラン改訂（第7版）、エコプロダクツ2002に出展�

カシオ電子工業 ゼロエミッション達成�

カシオグループ環境行動目標「クリーン&グリーン21」改訂�
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2003

12

8

3

6

土壌汚染対策法施行�

WEEE&RoHS指令発効�

建設リサイクル法制定�

ダイオキシン類対策特別措置法施行�

循環型社会形成推進基本法制定�

廃棄物処理法改正�

資源有効利用促進法制定�

容器包装リサイクル法施行�

グリーン購入法制定�

�

�資源有効利用促進法施行�

廃棄物処理法施行�

家電リサイクル法施行�

グリーン購入法施行�

PCB 廃棄物処理特別措置法制定・施行�

循環型社会形成推進基本法施行�

�

建設リサイクル法施行�

京都議定書の批准�

土壌汚染対策法制定�

ヨハネスブルグ・サミット開催�

PRTR法施行�

ダイオキシン類対策特別措置法制定�

PRTR 法制定�

環境アセスメント法施行�

�

�

�

2�

2�

11�

2�

�
1�

2�

5�

2�

4

月� 表彰の主体�

1999�
2000�
�

本社�

羽村技術センター�

東京事業所�

東京事業所�

�

年� 事業所・拠点� 受賞・表彰名�

関東地区電気使用合理化委員会優秀賞�

関東地区電気使用合理化委員会最優秀賞�

危険物取扱者功労表彰�

電気使用量合理化活動　優秀賞�

�

�

平成13年度電気合理化奨励賞�

事業所大規模建築物における廃棄物の減量・再利用の促進　優秀賞�

電気使用合理化活動　優秀賞�

環境活動優秀企業表彰�

関東地区電気使用合理化委員会�

関東地区電気使用合理化委員会�

電気使用量合理化活動　優秀賞�

関東地区電気使用合理化委員会�

�

�

平成13年度エネルギー管理優良工場（電気部門）�

資源エネルギー庁長官表彰�

�羽村技術センター�

本社�

羽村技術センター�

甲府カシオ�

�

高知カシオ�
2002

多摩地区電気使用合理化委員会�

東京都渋谷区�

関東地区電気使用合理化活動委員会�

山梨県企業連絡協議会�

経済産業省　資源エネルギー庁�

2003

2001

環境活動

受賞・表彰歴

甲府カシオ「環境に関する企業連絡協議会」から表彰
甲府カシオは、優れた環境活動を継続的に取り組んでいる企業として、2003年4月山梨県の企業連絡協議会

より第1回目に表彰されました。企業連絡協議会は、前山梨県知事が環境宣言をしたことを受け、10年前に発足
した山梨県内の372社で運営される民間主導型の組織で、企業が主体性をもって環境づくりに取り組むことによ
って、「企業の抱える環境問題」の解決及び「環境首都・山梨」の実現に寄与することを目的としています。

デジタルカメラの開発経緯について説明



環境パフォーマンスデータ
環境パフォーマンスについては、カシオグループとして環境負荷が大きいと思われる項目をとりあげました。

29

データ集�

PRTR法に基づく排出・移動量

第一種 指定�
化学物質名�

物質�
番号�

アンチモン及びその化合物�

エチルベンゼン�

エチレングリコール�

キシレン�

酢酸2-エトキシエトル�

1,1-ジクロロ-1-フルオロエタン�

チオ尿素�

銅水溶性塩�

トルエン�

鉛及びその化合物�

ふっ化水素及びその水溶性塩�

取扱量�
大気�

公共用�
水域�

事業所内�
土壌�

事業所内�
埋立処分�下水道�廃棄物�

消費量�除去�処理量�
リサイ�
クル量�

排 出 量� 移動量�

2001年度� 2002年度�

１トン以上
使用事業
所数�

取扱量�
大気�

公共用�
水域�

事業所内�
土壌�

事業所内�
埋立処分�下水道�廃棄物�

消費量�
除去�
処理量�

リサイ�
クル量�

排 出 量� 移動量�１トン以上
使用事業
所数�

カシオグループでは、使用を廃止しています�

※特定第一種指定化学物質は、使用していません。  ※空欄：取扱い量がゼロを示す。  ※2002年度は2001年度に比較して、デバイス事業の増産により取扱い量は増加しましたが、大気中への拡散を防止する
閉鎖型処理設備の導入等により、大気への排出量は減少し、廃棄物、リサイクル量が増加しています。�

25�

40�

43�

63�

101�

132�

181�

207�

227�

230�

283

1�

1�

1�

2�

3�

1�

2�

2�

1�

1�

1

　�

　�

�

5.94�

3.27�

2.54�

　�

　�

2.01�

　　�

　�

　�

�

　�

　�

　　�

　�

0.04�

　　�

�

3.83

0.14�

　�

1.78�

37.42�

6.59�

　　�

9.46�

23.75�

　　�

�

�

2.7�

　�

　�

　　�

　　�

　　�

�

�

�

1.28�

�

　　�

5.21�

　　�

　　�

�

0.60�

�

�

�

0.04�

3.07

2.84�

5.21�

1.78�

43.36�

9.85�

3.14�

9.46�

23.79�

2.01�

1.32�

6.89

1�

1�

1�

1�

2�

　�

2�

2�

1�

1�

1

　�

　�

�

0.92�

5.02�

　　�

�

　�

2.72�

　　�

　�

　�

�

　�

　�

　　�

　�

�

　　�

�

6.15

　�

13.23�

1.98�

46.15�

6.38�

　　�

12.22�

14.48�

0.01�

　　�

�

�

2.31�

�

�

2.03 0.22�

　�

　　�

　　�

4.60�

　�

�

2.90�

　�

0.17�

5.03

2.25�

13.23�

1.98�

47.07�

16.00�

�

12.22�

17.41�

2.73�

2.49�

11.17

�

（単位：トン）�

0.03

水資源使用量の推移�

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500�

0

単位：千ｍ３� ■エレクトロニクス機器事業　■デバイス事業�

1998 1999 2000 2001 2002 （年度）�

1,533
1,928 2,047 2,172 2,230

181

176
199 213 170

デバイス事業の洗浄工程にて純水を多用し、その事業拡大とともに増加していますが、水循環
システムの採用等により削減に努めています。2002年度は177.4千m3が循環使用されました。�

廃棄物発生量原単位の推移�
単位：トン／百万円�

1998 1999 2000 2001 2002（年度）�
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30
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60
■エレクトロニクス機器事業　■デバイス事業　■全体�

29.7
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31.8 29.9
30.8

30.4

28.4

41.2

35.4

20.9

47.4

33.9

40.6
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20.3

×�1000
1

廃棄物発生・埋立量の推移�
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5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

単位：トン� 左：発生量  右：埋立て量� ■エレクトロニクス機器事業　■デバイス事業�

1998 1999 2000 2001 2002 （年度）�

2,333

2,468
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1,161 2,455

1,950

481

743

4,226

2,388

254
834

3,883

1,790

67
202
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温室効果ガスSF6 使用・排出量とCO2換算量�

1998 1999 2000 2001 2003計画�2002 （年度）�
0

400

800

1,200

1,600
（■SF6 使用 ■SF6 排出）単位：kg

522 551

1,218

131

305

580

145

580

145
297

TFT生産工程において、SF6の使用は欠かせません。その為、生産の増大に伴い使用・排
出量とも増大しておりますが、現在、分解無害化処理の最適装置の導入を検討しています。�

（　CO2換算量（換算係数：23,900））単位：トン-CO2

2,000

4,000

6,000

8,000

3,130.9 3,465.5 3,465.5 3,298.2

7,277.67,104.3

0

138

1,189

CO2排出量の推移�
単位：（トン-CO2）�

1990 1998 1999 2000 （年度）�

■エレクトロニクス機器事業　■デバイス事業�
100,000�

90,000�

80,000�

70,000�

60,000�

50,000�

40,000�

30,000�

20,000�

10,000�

0

20,144

10,246 47,398

15,275

48,955

14,619

62,371

16,633

67,647

16,688

2001

72,250

14,119

2002
�

CO2排出量原単位の推移�
単位：トン／百万円�

�1990 � （年度）�

1.000�

0.900�

0.800�

0.700�

0.600�

0.500�

0.400�

0.300�

0.200�

0.100�

0.000
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0.868

0.418
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0.696

0.415

0.224

0.438

0.614

0.198

0.423

0.609

0.504

0.825

0.195

0.550

0.208

0.810

　エレクトロニクス機器事業　　デバイス事業　　全体�

20022001200019991998

生産増に伴い廃棄物発生量は増加する傾向にありますが、適切なリユース・リサイクルを全社的に推進し、埋立量は2005年度ゼロエミッション達成に向け着実に推進しています。

1990年度以降、一定（24時間常時作動するクリーンルーム、純水・排水装置等）のエネルギーを多用するデバイス事業の伸びに伴い、総量は増大しております。また、過去2年間は、デバ
イス工場の増築、及びその試運転・調整に伴うエネルギー使用により数値は増加しておりますが、コジェネレーション及びその他高効率機器の導入等による削減努力を進めています。



データ集�

サイト別データ

国内拠点

カシオ計算機�
（全社）�

INPUT OUTPUT

カシオ全体環境データ�

国内デバイス事業（4拠点）�
エレクトロニクス機器事業（8拠点）�
のデータを集計しています。�

カシオ全体に�
占める割合�

カシオ全体に�
占める割合�

デバイス事業�

INPUT OUTPUT
�

�

電力�
12,002.0万ｋWh�
�
燃料�
8,460.6S�

�

�

水�
2,229.6千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�
124,260.7kg

原油換算�

�

デバイス事業に於いては、生産用機器のほか、
クリーンルーム、水処理（純水・排水）施設が24
時間稼働しており、これらの施設が多くの
エネルギーを消費しています。�

84％�

94％�

69％�

82%�

93％�

57％�

78％�

31％�

77％�
100％�
97％�
63％�

82％�

89％�

93％�

98％�

�

〒783-0062�
高知県南国市�
久礼田2420

〒409-3896�
山梨県中巨摩郡�
玉穂町一町畑217

〒198-8555�
東京都青梅市�
今井3-10-6

デ
バ
イ
ス
事
業
合
計�

電力�
14,724.6万kWh�
�
燃料�
9,475.7S�
�

水�
2,399.7千m3�
�

化学物質（PRTR法）�
126,745.7kg

原油換算�

�

�

INPUT

NOX　　　  　22.7トン�

SOX　　　　 　7.5トン�

ばいじん　　　 0.9トン�

排水量　1,882.8千m3�

BOD         　10.3トン�

�

CO2　　　　  　72.2千トン�

減
量
化
量�

発生廃棄物   4,998.4トン�

埋立量       　45.5トン�

　単純焼却   130.9トン�

　熱回収焼却  354.8トン�

　脱水減量化量  2,479.2トン�

リユース・リサイクル    1,987.9トン�

埋立／発生比      0.9％�

再資源化率　　   39.8％�

�

減
量
化
量�

高知カシオ�

INPUT OUTPUT

�

�

電力�
4,867万ｋWh�
�

燃料�
4,042S�
�
水�
854千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�

11,588kg

原油換算�

CO2　　　　　 　30.3トン�

NOX　　　   12.5トン�

SOX　　　　  4.9トン�

ばいじん　　　 0.5トン�

排水量　 763.8千m3�

BOD           5.2トン�

�

ＴＦＴ液晶表示生産が２４時間稼働しており、生産設備、
クリーンルーム空調などの施設に多くのエネルギーを要
します。�

発生廃棄物     996.4トン�

埋立量         28.4トン�

　単純焼却    　0.1トン�

　熱回収焼却    0.0トン�

　脱水減量化量 　 0.0トン�

リユース・リサイクル  968.0トン�

埋立/発生比     2.9％�

再資源化率     97.1％�

�

�

減
量
化
量�

甲府カシオ�
（本社）�

CO2　　　　　    11.4トン�

NOX　　　     4.5トン�

SOX　　　　  0.3トン�

ばいじん　　　0.0トン�

排水量    391.4千m3�

BOD　　　    0.6トン�

�

�

�

OUTPUT�

電力�
1,589万kWh�
�

燃料�
1,741S�
�
水�
489千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�
3,481kg

原油換算�

�

ＴＮ型液晶表示生産が24時間稼動しており、生産設備、
クリーンルーム空調などの設備に多くのエネルギーを使
用しています。�

発生廃棄物　  861.0トン�

埋立量　　　  2.4トン�

　単純焼却　125.0トン�

　熱回収焼却 64.9トン�

　脱水減量化量   137.2トン�

リユース・リサイクル   531.5トン�

埋立/発生比     0.3％�

再資源化率     61.7％�

�

減
量
化
量�

カシオマイクロニクス�
（青梅）�

�

INPUT OUTPUT�

電力�
2,052万ｋWh�
�

燃料�
1,202S�
�
水�
273千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�

73,698kg

原油換算�

�

CO2　　　   11.9トン�

NOX　　　     3.5トン�

SOX　　　　  1.4トン�

ばいじん　　　0.0トン�

排水量　 231.6千m3�

BOD　　　    2.4トン�

�

Ｗ-ＣＳＰ、ＣＯＦ生産設備が24時間稼動しており、Ｗ-ＣＳＰ
工程で多くの薬液を使用します。なお、水使用に関して
は、工程洗浄水を循環利用することにより削減に努めて
います。�

発生廃棄物   430.8トン�

埋立量　　    10.1トン�

　単純焼却    　0.0トン�

　熱回収焼却  277.4トン�

　脱水減量化量     88.3トン�

リユース・リサイクル　   55.0トン�

埋立/発生比　 2.3％�

再資源化率    12.9％�

CO2�
86.4 千トン�
NOX�
24.2トン�

BOD�
18.0トン�
�

SOX�
10.8トン�

埋立/発生比�
2.3%�
�

埋立量�
147.6トン�

発生廃棄物�
6,390.4トン�

排水量�
2,029.4千m3�
�

単純焼却�
169.7トン�
熱回収焼却�
354.8トン�

リユース・リサイクル�
3149.5トン�
�

再資源化率�
49.3%�
�

脱水減量化量�
2,568.7トン�

減
量
化
量�

ばいじん�
1.1トン�

30

海外拠点

エレクトロニクス機器事業�国内エレクトロニクス機器事業�

INPUT OUTPUT

エレクトロニクス機器事業に於いては、デバイス事業
に比して、生産用機器、空調その他のエネルギー使
用規模は小さくなります。�

�

INPUT OUTPUT

ページプリンタ関連製品の生産工場であることから、使用
エネルギーは比較的小さくなっています。�

�

山形カシオ�
�

OUTPUT

時計・携帯電話生産に加え、成型事業があり、電力使用
量の多い要因となっています。�

INPUT OUTPUT

電力    517万kWh�

燃料      　 66S�

水        23千m3�

化学物質（PRTR法）�
　　　　　　 0kg

原油換算�

�

海外エレクトロニクス事業�
生産拠点合計�

INPUT OUTPUT

電力 1,287.8万kWh�

燃料　　 160.3S�

水    250.9千m3

原油換算�

�

INPUT OUTPUT

韓国カシオ�

電力   76.4万kWh�

燃料   　 15.2S�

水      13.5千m3

原油換算�

�

韓国カシオでは、廃棄物発生量を減らすため、部署別に発
生量を把握し管理しています。また、コピー用紙の使用量
も部署別に把握し、削減につとめています。�

香港カシオ�
番禺工場�

〒999-3701�
山形県東根市�
大字東根甲5400-1

Jiu Shui Keng Village, �
Panyu District, �
Guangzhou City,PRC.

INPUT OUTPUT

電力 574.6万kWh�

燃料   　　15.6S�

水       126.5千m3

原油換算�

�

香港カシオ 番禺工場では、無鉛はんだ採用製品を2002年
度に立ち上げました。�
一方、空調の適温化や電源集中管理により省エネを図っ
ています。�
また、梱包材や電子部品ケースを納入業者に返却し、廃棄
物削減に取り組んでいます。�

�

INPUT OUTPUT

電力 123.3万kWh�

燃料        42.2S�

水     33.7千m3

原油換算�

�

カシオ電子（珠海）では、梱包材は納入業者に返却し、再
使用・再資源化を進めています。また、エネルギー設備の
定時オン・オフにより省エネを図っています。�

電力    311万kWh�

燃料         11S�

水        11千m3�

化学物質（PRTR法）�
　　　　　　 0kg

原油換算�

�

電力    882万kWh�

燃料       533S�

水        68千m3�

化学物質（PRTR法）�
　　　　2,485kg�
�

原油換算�

�

カシオ電子工業�

654-4、Bongam-Dｏｎｇ，�
Ｍａｓａｎ，Ｋｙｕｎｇ Ｓａｎｇ�
Ｎａｍ ｄｏ， Ｋｏｒｅａ�

〒358-0014�
埼玉県入間市宮寺�
4084

INPUT

� 東京事業所�

システム機器の開発・設計を行う事業所であることから、
使用エネルギーは比較的小さくなっています。�

カシオ電子（珠海）�

〒192-8556�
東京都東大和市�
桜が丘2-229

Xｉｎｄａｄｅ Ｉｎｄｕｓｔｒｙ �
Ｂｕｉｌｄｉｎｇ，�
Ｎａｎｐｉｎｇ Ｓｔｒｅｅｔ，�
Ｎａｎｐｉｎｇ Ｔｏｗｎ，Ｚｈｕｈａｉ，�
ＧｕａｎｇＤｏｎｇ，ＣＨＩＮＡ�

カシオ全体に�
占める割合�

カシオ全体に�
占める割合�

18％�

11％�

7％�

2％�

海外エレクトロニクス機器事業�
（6拠点）のデータを集計しています。�

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス�

機
器
事
業 

合
計�

�

減
量
化
量�

CO2　  1.4千トン�

NOX　      0.0トン�

SOX　      0.0トン�

ばいじん　 0.0トン�

排水量    10.0千m3�

BOD　     0.3トン�

発生廃棄物   239.6トン�

埋立量      1.3トン�

    単純焼却    0.0トン�

     熱回収焼却  0.0トン�

     脱水減量化量 0.0トン�

リユース・リサイクル   238.3トン�

埋立/発生比　  0.5％�

再資源化率　  0.0％�

�

減
量
化
量�

CO2　  5.1千トン�

NOX　　   1.1トン�

SOX　      2.9トン�

ばいじん　 0.1トン�

排水量    66.8千m3�

BOD　      7.3トン�

発生廃棄物   557.1トン�

埋立量       6.3トン�

    単純焼却  1.8トン�

     熱回収焼却  0.0トン�

     脱水減量化量  0.0トン�

リユース・リサイクル   549.4トン�

埋立/発生比　  1.1％�

再資源化率　 98.6％�

�

減
量
化
量�

CO2　  1.2千トン�

NOX　     0.0トン�

SOX　     0.0トン�

ばいじん　 0.0トン�

排水量   11.5千m3�

BOD　　   0.0トン�

発生廃棄物  85.3トン�

埋立量       1.3トン�

    単純焼却 6.1トン�

     熱回収焼却 0.0トン�

      脱水減量化量 0.0トン�

リユース・リサイクル　     78.4トン�

埋立/発生比　  1.5％�

再資源化率　  91.9％�

電力�
2,722.6 万ｋWh

燃料�
1,015.1S�

�

�

水�
170.1 千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�
2,485.0kg

原油換算�

16％�

6％�

31％�

18％�

7％�

43％�

22％�

69％�

23％�

0％�

3％�

37％�

�

CO2   11,464.0トン�

NOX　     1.7トン�

SOX　      1.1トン�

ばいじん　1.7トン�

排水量137.0千m3�

BOD　　 4.5トン�

�

発生廃棄物 196.5トン�

埋立量   112.7トン�

埋立/発生比 57.4％�

化学物質�
排出・移動量�1.2トン�

�

CO2　  400.0トン�

NOX　     0.0トン�

SOX　     0.0トン�

ばいじん　0.0トン�

排水量　 12千m3�

BOD　　 0.1トン�

�

発生廃棄物 20.8トン�

埋立量   　1.9トン�

埋立/発生比 9.1％�

化学物質�
排出・移動量�0.0トン�

�

CO2　 5690.0トン�

NOX　     0.0トン�

SOX　     0.1トン�

ばいじん　0.1トン�

排水量 37.2千m3�

BOD　　 1.0トン�

�

発生廃棄物 22.1トン�

埋立量   　4.9トン�

埋立/発生比 22.2％�

化学物質�
排出・移動量�0.4トン�

�

CO2　1,321.0トン�

NOX　　  0.0トン�

SOX　     0.2トン�

ばいじん　0.1トン�

排水量 30.4千m3�

BOD　　 0.4トン�

�

発生廃棄物 19.7トン�

埋立量   　0.0トン�

埋立/発生比 0.0％�

化学物質�
排出・移動量�0.2トン�

�

�

減
量
化
量�

NOX　　　　 　1.5トン�

SOX　　　　 　3.3トン�

ばいじん　　　0.2トン�

排水量　  146.6千m3�

BOD             7.7トン�

�発生廃棄物    1,392.0トン�

埋立量　    102.1トン�

  単純焼却　 38.8トン�

  熱回収焼却    0.0トン�

   脱水減量化量    89.5トン�

リユース・リサイクル   1,161.6トン�

埋立／発生比     7.3％�

再資源化率　              83.4％�

CO2　　　　 　14.1千トン�
�

TOPICS

八王子研究所増設新棟、CO2排出量削減
2003年11月竣工予定の八王子増築棟は、BEMS、水蓄熱、自然換気を
採用した空調システムのほか、断熱効果の優れた窓ガラス、外装材により、
既存建屋同一面積比でCO2排出を25％低減できます。

高知カシオの増設新棟、省エネ従来比80％実現
高知カシオの増築棟は、省電力型ファンフィルターユニット、省エネタイプ

（Hf型）照明器具等の採用等により、同一生産量・建築規模で比較した場合、
80％のエネルギー使用で済むことになります。

国内拠点
●エネルギー使用量とCO2換算係数について
電機・電子業界の省エネルギー自主行動計画の調査方法に従って集計及び適用されている係数

を使用しています。

●廃棄物について
電機・電子業界における廃棄物等の排出量・再資源化に関する調査の定義に従い集計しています。

●大気・水質について
大気汚染防止法及び水質汚濁防止法に基づく計量証明書データを使用しています。

●リユース・リサイクルについて
中間処理後にリユース・リサイクルされる量を集計しています。

●再資源化率について

海外拠点
●エネルギー使用量について
各国の電力のCO2換算係数は、「各国における発電部門CO2排出原単位の推計調査報告書（2002

年3月JEMA発行）」の数値を使用しています。

●化学物質について
化学物質の集計対象は、オゾン層破壊物質、塩素系有機溶剤、鉛はんだです。

●ここに記載されていない拠点および排出規制項目（SOx、NOx、ばいじん等）に
ついてはホームページ上にて開示しています。
http://www.casio.co.jp/env/activity/performance.html

データについて

再資源化率(%)=
リユース・リサイクル(トン)

発生廃棄物(トン)
×100
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データ集�

サイト別データ

国内拠点

カシオ計算機�
（全社）�

INPUT OUTPUT

カシオ全体環境データ�

国内デバイス事業（4拠点）�
エレクトロニクス機器事業（8拠点）�
のデータを集計しています。�

カシオ全体に�
占める割合�

カシオ全体に�
占める割合�

デバイス事業�

INPUT OUTPUT
�

�

電力�
12,002.0万ｋWh�
�
燃料�
8,460.6S�

�

�

水�
2,229.6千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�
124,260.7kg

原油換算�

�

デバイス事業に於いては、生産用機器のほか、
クリーンルーム、水処理（純水・排水）施設が24
時間稼働しており、これらの施設が多くの
エネルギーを消費しています。�

84％�

94％�

69％�

82%�

93％�

57％�

78％�

31％�

77％�
100％�
97％�
63％�

82％�

89％�

93％�

98％�

�

〒783-0062�
高知県南国市�
久礼田2420

〒409-3896�
山梨県中巨摩郡�
玉穂町一町畑217

〒198-8555�
東京都青梅市�
今井3-10-6

デ
バ
イ
ス
事
業
合
計�

電力�
14,724.6万kWh�
�
燃料�
9,475.7S�
�

水�
2,399.7千m3�
�

化学物質（PRTR法）�
126,745.7kg

原油換算�

�

�

INPUT

NOX　　　  　22.7トン�

SOX　　　　 　7.5トン�

ばいじん　　　 0.9トン�

排水量　1,882.8千m3�

BOD         　10.3トン�

�

CO2　　　　  　72.2千トン�

減
量
化
量�

発生廃棄物   4,998.4トン�

埋立量       　45.5トン�

　単純焼却   130.9トン�

　熱回収焼却  354.8トン�

　脱水減量化量  2,479.2トン�

リユース・リサイクル    1,987.9トン�

埋立／発生比      0.9％�

再資源化率　　   39.8％�

�

減
量
化
量�

高知カシオ�

INPUT OUTPUT

�

�

電力�
4,867万ｋWh�
�

燃料�
4,042S�
�
水�
854千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�

11,588kg

原油換算�

CO2　　　　　 　30.3トン�

NOX　　　   12.5トン�

SOX　　　　  4.9トン�

ばいじん　　　 0.5トン�

排水量　 763.8千m3�

BOD           5.2トン�

�

ＴＦＴ液晶表示生産が２４時間稼働しており、生産設備、
クリーンルーム空調などの施設に多くのエネルギーを要
します。�

発生廃棄物     996.4トン�

埋立量         28.4トン�

　単純焼却    　0.1トン�

　熱回収焼却    0.0トン�

　脱水減量化量 　 0.0トン�

リユース・リサイクル  968.0トン�

埋立/発生比     2.9％�

再資源化率     97.1％�

�

�

減
量
化
量�

甲府カシオ�
（本社）�

CO2　　　　　    11.4トン�

NOX　　　     4.5トン�

SOX　　　　  0.3トン�

ばいじん　　　0.0トン�

排水量    391.4千m3�

BOD　　　    0.6トン�

�

�

�

OUTPUT�

電力�
1,589万kWh�
�

燃料�
1,741S�
�
水�
489千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�
3,481kg

原油換算�

�

ＴＮ型液晶表示生産が24時間稼動しており、生産設備、
クリーンルーム空調などの設備に多くのエネルギーを使
用しています。�

発生廃棄物　  861.0トン�

埋立量　　　  2.4トン�

　単純焼却　125.0トン�

　熱回収焼却 64.9トン�

　脱水減量化量   137.2トン�

リユース・リサイクル   531.5トン�

埋立/発生比     0.3％�

再資源化率     61.7％�

�

減
量
化
量�

カシオマイクロニクス�
（青梅）�

�

INPUT OUTPUT�

電力�
2,052万ｋWh�
�

燃料�
1,202S�
�
水�
273千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�

73,698kg

原油換算�

�

CO2　　　   11.9トン�

NOX　　　     3.5トン�

SOX　　　　  1.4トン�

ばいじん　　　0.0トン�

排水量　 231.6千m3�

BOD　　　    2.4トン�

�

Ｗ-ＣＳＰ、ＣＯＦ生産設備が24時間稼動しており、Ｗ-ＣＳＰ
工程で多くの薬液を使用します。なお、水使用に関して
は、工程洗浄水を循環利用することにより削減に努めて
います。�

発生廃棄物   430.8トン�

埋立量　　    10.1トン�

　単純焼却    　0.0トン�

　熱回収焼却  277.4トン�

　脱水減量化量     88.3トン�

リユース・リサイクル　   55.0トン�

埋立/発生比　 2.3％�

再資源化率    12.9％�

CO2�
86.4 千トン�
NOX�
24.2トン�

BOD�
18.0トン�
�

SOX�
10.8トン�

埋立/発生比�
2.3%�
�

埋立量�
147.6トン�

発生廃棄物�
6,390.4トン�

排水量�
2,029.4千m3�
�

単純焼却�
169.7トン�
熱回収焼却�
354.8トン�

リユース・リサイクル�
3149.5トン�
�

再資源化率�
49.3%�
�

脱水減量化量�
2,568.7トン�

減
量
化
量�

ばいじん�
1.1トン�
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海外拠点

エレクトロニクス機器事業�国内エレクトロニクス機器事業�

INPUT OUTPUT

エレクトロニクス機器事業に於いては、デバイス事業
に比して、生産用機器、空調その他のエネルギー使
用規模は小さくなります。�

�

INPUT OUTPUT

ページプリンタ関連製品の生産工場であることから、使用
エネルギーは比較的小さくなっています。�

�

山形カシオ�
�

OUTPUT

時計・携帯電話生産に加え、成型事業があり、電力使用
量の多い要因となっています。�

INPUT OUTPUT

電力    221万kWh�

燃料      　 98S�

水        18千m3�

化学物質（PRTR法）�
　　　　　　 0kg

原油換算�

�

海外エレクトロニクス事業�
生産拠点合計�

INPUT OUTPUT

電力 1,287.8万kWh�

燃料　　 160.3S�

水    250.9千m3

原油換算�

�

INPUT OUTPUT

韓国カシオ�

電力   76.4万kWh�

燃料   　 15.2S�

水      13.5千m3

原油換算�

�

韓国カシオでは、廃棄物発生量を減らすため、部署別に発
生量を把握し管理しています。また、コピー用紙の使用量
も部署別に把握し、削減につとめています。�

香港カシオ�
番禺工場�

〒999-3701�
山形県東根市�
大字東根甲5400-1

Jiu Shui Keng Village, �
Panyu District, �
Guangzhou City,PRC.

INPUT OUTPUT

電力 574.6万kWh�

燃料   　　15.6S�

水       126.5千m3

原油換算�

�

香港カシオ 番禺工場では、無鉛はんだ採用製品を2002年
度に立ち上げました。�
一方、空調の適温化や電源集中管理により省エネを図っ
ています。�
また、梱包材や電子部品ケースを納入業者に返却し、廃棄
物削減に取り組んでいます。�

�

INPUT OUTPUT

電力 123.3万kWh�

燃料        42.2S�

水     33.7千m3

原油換算�

�

カシオ電子（珠海）では、梱包材は納入業者に返却し、再
使用・再資源化を進めています。また、エネルギー設備の
定時オン・オフにより省エネを図っています。�

電力    311万kWh�

燃料         11S�

水        11千m3�

化学物質（PRTR法）�
　　　　　　 0kg

原油換算�

�

電力    882万kWh�

燃料       533S�

水        68千m3�

化学物質（PRTR法）�
　　　　2,485kg�
�

原油換算�

�

カシオ電子工業�

654-4、Bongam-Dｏｎｇ，�
Ｍａｓａｎ，Ｋｙｕｎｇ Ｓａｎｇ�
Ｎａｍ ｄｏ， Ｋｏｒｅａ�

〒358-0014�
埼玉県入間市宮寺�
4084

INPUT

� 東京事業所�

システム機器の開発・設計を行う事業所であることから、
使用エネルギーは比較的小さくなっています。�

カシオ電子（珠海）�

〒207-8501�
東京都東大和市�
桜が丘2-229

Xｉｎｄａｄｅ Ｉｎｄｕｓｔｒｙ �
Ｂｕｉｌｄｉｎｇ，�
Ｎａｎｐｉｎｇ Ｓｔｒｅｅｔ，�
Ｎａｎｐｉｎｇ Ｔｏｗｎ，Ｚｈｕｈａｉ，�
ＧｕａｎｇＤｏｎｇ，ＣＨＩＮＡ�

カシオ全体に�
占める割合�

カシオ全体に�
占める割合�

18％�

11％�

7％�

2％�

海外エレクトロニクス機器事業�
（6拠点）のデータを集計しています。�

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス�

機
器
事
業 

合
計�

�

減
量
化
量�

CO2　  1.4千トン�

NOX　      0.0トン�

SOX　      0.0トン�

ばいじん　 0.0トン�

排水量    10.0千m3�

BOD　     0.3トン�

発生廃棄物   239.6トン�

埋立量      1.3トン�

    単純焼却    0.0トン�

     熱回収焼却  0.0トン�

     脱水減量化量 0.0トン�

リユース・リサイクル   238.3トン�

埋立/発生比　  0.5％�

再資源化率   99.5％�

�

減
量
化
量�

CO2　  5.1千トン�

NOX　　   1.1トン�

SOX　      2.9トン�

ばいじん　 0.1トン�

排水量    66.8千m3�

BOD　      7.3トン�

発生廃棄物   557.1トン�

埋立量       6.3トン�

    単純焼却  1.8トン�

     熱回収焼却  0.0トン�

     脱水減量化量  0.0トン�

リユース・リサイクル   549.4トン�

埋立/発生比　  1.1％�

再資源化率　 98.6％�

�

減
量
化
量�

CO2　  1.2千トン�

NOX　     0.0トン�

SOX　     0.0トン�

ばいじん　 0.0トン�

排水量   11.5千m3�

BOD　　   0.0トン�

発生廃棄物  85.3トン�

埋立量       1.3トン�

    単純焼却 6.1トン�

     熱回収焼却 0.0トン�

      脱水減量化量 0.0トン�

リユース・リサイクル　     78.4トン�

埋立/発生比　  1.5％�

再資源化率　  91.9％�

電力�
2,722.6 万ｋWh

燃料�
1,015.1S�

�

�

水�
170.1 千m3�
�

化学物質�
（PRTR法）�
2,485.0kg

原油換算�

16％�

6％�

31％�

18％�

7％�

43％�

22％�

69％�

23％�

0％�

3％�

37％�

�

CO2   11,464.0トン�

NOX　     1.7トン�

SOX　      1.1トン�

ばいじん　1.7トン�

排水量137.0千m3�

BOD　　 4.5トン�

�

発生廃棄物 196.5トン�

埋立量   112.7トン�

埋立/発生比 57.4％�

化学物質�
排出・移動量�1.2トン�

�

CO2　  400.0トン�

NOX　     0.0トン�

SOX　     0.0トン�

ばいじん　0.0トン�

排水量　 12千m3�

BOD　　 0.1トン�

�

発生廃棄物 20.8トン�

埋立量   　1.9トン�

埋立/発生比 9.1％�

化学物質�
排出・移動量�0.0トン�

�

CO2　 5690.0トン�

NOX　     0.0トン�

SOX　     0.1トン�

ばいじん　0.1トン�

排水量 37.2千m3�

BOD　　 1.0トン�

�

発生廃棄物 22.1トン�

埋立量   　4.9トン�

埋立/発生比 22.2％�

化学物質�
排出・移動量�0.4トン�

�

CO2　1,321.0トン�

NOX　　  0.0トン�

SOX　     0.2トン�

ばいじん　0.1トン�

排水量 30.4千m3�

BOD　　 0.4トン�

�

発生廃棄物 19.7トン�

埋立量   　0.0トン�

埋立/発生比 0.0％�

化学物質�
排出・移動量�0.2トン�

�

�

減
量
化
量�

NOX　　　　 　1.5トン�

SOX　　　　 　3.3トン�

ばいじん　　　0.2トン�

排水量　  146.6千m3�

BOD             7.7トン�

�発生廃棄物    1,392.0トン�

埋立量　    102.1トン�

  単純焼却　 38.8トン�

  熱回収焼却    0.0トン�

   脱水減量化量    89.5トン�

リユース・リサイクル   1,161.6トン�

埋立／発生比     7.3％�

再資源化率　              83.4％�

CO2　　　　 　14.1千トン�
�

TOPICS

八王子研究所増設新棟、CO2排出量削減
2003年11月竣工予定の八王子増築棟は、BEMS、水蓄熱、自然換気を
採用した空調システムのほか、断熱効果の優れた窓ガラス、外装材により、
既存建屋同一面積比でCO2排出を25％低減できます。

高知カシオの増設新棟、省エネ従来比80％実現
高知カシオの増築棟は、省電力型ファンフィルターユニット、省エネタイプ

（Hf型）照明器具等の採用等により、同一生産量・建築規模で比較した場合、
80％のエネルギー使用で済むことになります。

国内拠点
●エネルギー使用量とCO2換算係数について
電機・電子業界の省エネルギー自主行動計画の調査方法に従って集計及び適用されている係数

を使用しています。

●廃棄物について
電機・電子業界における廃棄物等の排出量・再資源化に関する調査の定義に従い集計しています。

●大気・水質について
大気汚染防止法及び水質汚濁防止法に基づく計量証明書データを使用しています。

●リユース・リサイクルについて
中間処理後にリユース・リサイクルされる量を集計しています。

●再資源化率について

海外拠点
●エネルギー使用量について
各国の電力のCO2換算係数は、「各国における発電部門CO2排出原単位の推計調査報告書（2002

年3月JEMA発行）」の数値を使用しています。

●化学物質について
化学物質の集計対象は、オゾン層破壊物質、塩素系有機溶剤、鉛はんだです。

●ここに記載されていない拠点および排出規制項目（SOx、NOx、ばいじん等）に
ついてはホームページ上にて開示しています。
http://www.casio.co.jp/env/activity/performance.html

データについて

再資源化率(%)=
リユース・リサイクル(トン)

発生廃棄物(トン)
×100
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第三者メッセージ

カシオ環境報告書2003の評価

持続可能な社会をイメージする力

環境報告書の制作プロセスを共有

することによって、環境報告書の第三

者評価という枠組みを超えることにな

った。2003年においては「一方的に

結果の評価をするだけでは、持続可

能な社会へ向けての企業活動を活性

化・加速化することにはつながらな

い」「新しい経営資源の発掘にならな

ければ、環境報告書の制作過程を

様々な業績の向上に結びつける営み

にはなりえない」といった考え方から、

持続可能性に対する意欲と技術開発

の実体を把握するために、環境経営

に関する役員懇話会に参加し、誠実

な取り組みとモノづくりに対する情熱

を実感することとなった。その中でも

社会的責任のページに経営理念であ

る「創造 貢献」並びに「カシオ創造憲

章」「カシオ倫理行動規範」を上げ、創

造性と環境貢献・社会貢献の関係を

カシオ企業文化の独自性として明確

化しているところが、2003年のハイラ

イトである。

総合的なアプローチで

堅実な進展を目指す

環境法規制対象有害物質の廃止

においては、全廃を目指して期限を

設定し公表している。リサイクルは事

業部門と推進事務局の連携が体系的

に組織化され、回収システムも社会的

な仕組みとして定着化しつつある。次

世代環境対応商品開発は独自の技

術による軽量燃料電池の商品化へ向

け推進中であり、商品化されれば使

用時における環境負荷の低減に大き

く貢献するであろう。社会への発信

は詳細なパフォーマンスデータを含め

カシオ計算機のホームページで公開

している。

課題に対しての挑戦

今後の課題に対する取り組みに関

しては、報告書の各所に目標達成基

準を明確化して記載されている。さら

にパフォーマンスを上げるには、ステー

クホルダー・ダイアローグを実施し、環

境コミュニケーションをユーザーから

サプライチェーンまで活発に行うこと

である。その創造的コミュニケーショ

ン活動をとおして、カシオの存在意義

が社会に対してより明確になり、持続

可能な社会の発展にさらなる貢献が

もたらされることになるだろう。

「軽・薄・短・小・ローパワー」という

技術をもって、あらゆる生活シーン、ビ

ジネスシーンにおけるエレクトロニクス

機器の提供を経て、ユビキタス社会に

新たな生活のクオリティーをもたらすカ

シオ計算機の取り組みに、総合的創造

活動の時代へ向けての確かなエネル

ギーと独自性を見いだすことができた。
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カシオ「環境報告書2003」を最後までご覧いただき

ありがとうございます。

弊社として環境報告書の発行はこれで5回目となり

ます。

読者対象をカシオユーザーである一般の方々、カシオ

グループの社員とし、読みやすくわかり易い内容とす

ることを心がけております。

今回の環境報告書は、「持続可能な社会を目指し

て」というサブタイトルをつけました。これは、カシオグ

ループの環境活動に対する情報を開示するという従

来の枠組みから一歩進めて、企業の社会性について

GRIの「サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン

2002」を参考にまとめています。

これからの企業は、収益を上げるだけで無く、社会

的責任を果たしていかなければ存続することができ

ません。このような観点に立って、今回、環境NGO

「環境を考えるプランナーの会」代表 飯島ツトム氏と

弊社役員との懇話会を実施し、カシオの経営理念「創

造 貢献」を通じた環境に対する考え方を各々の立場

から語っていただきました。

カシオグループが将来進むべき方向性を少しでも皆

様に示すことができたらと考えています。

「環境報告書2003」を通じカシオの環境経営に対す

る皆様のご意見、ご感想をいただければ幸いです。
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